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Ａ Ｂ Ｃ

１

【Ｐ】

前回訓練結果に対
する分析・評価が
行われ、全体を網
羅した情報フロー
へ反映している

全体を網羅した情
報フローを作成し
ている

情報フローを作成
しているものの、
全体が網羅されて
いない又は情報フ
ローを作成してい
ない

A A

２－１
事故・プラントの状況

ａ 2.2 b ａ 4.1 a

２－２
進展予測と事故収束対応戦
略

ａ 2.2 b ａ 4.1 a

２－３
戦略の進捗状況

ｂ 2.4 b ａ 3.9 a

３－１
プラント情報表示システム
の使用（ＥＲＳＳ又はＳＰ
ＤＳ等を使用した訓練の実
施）

プラント情報表
示システムの使
用に習熟し、情
報共有に活用し
た

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

A 3.3 A 4.1

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る
即応センターの
補助ができてい
た

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

A 3.5 A 4.5

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣ
プラント班に共
有され、情報共
有に資した

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

B 2.8 A 4.3

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活用

情報共有におい
て必要な際、備
付け資料が活用
されていた

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

A 3.0 A 4.3

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

A A

５

【Ｐ】

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

A A

６

【Ｐ】

難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

A A

７

【Ｄ】

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者を受入
れあり）かつ能
力向上を促せる
ような工夫を凝
らした訓練を実
施

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者を受入
れあり）

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者受入れ
なし）又は緊急
時対策所と連携
した事故シナリ
オに基づかない
現場実動訓練を
実施

A A

Ａ

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映してい
る

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

Ａ A

必要な情報に不足や遅れがなく､積極的に情報共有が行われている

▲ERCプラント班に対してSE25の発話が遅れた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤21%､④71%､③7%､②0%､①0%
・書画等を用いて適切に情報提供がなされた。
・COPやプラント状況をまとめた紙を少し事象や状況が変化した都度配付し
てくれたのでわかりやすかった。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤29%､④57%､③14%､②0%､①0%
・即応センターのERC対応者は終始落ち着いており、今後の事象の進展の予
想も含め適時に発話されていた。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤21%､④50%､③29%､②0%､①0%
・訓練中、現在の状況を踏まえ、今後、この設備が不可となるとEALのこの
事象に該当する等、現状とその後の見通しを適宜発信できていた。

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤50%､④50%､③0%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンの活動が今までの事業者の中で一番、迅速で丁寧に感じました。

Ａ

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実施（他原子
力事業者評価者を受入れあり）かつ能力向上を促せるような工夫を凝らした訓練を実
施
○現場実動訓練を実施
　・実施状況：総合訓練で実施
　・テーマ　：事故ｼﾅﾘｵと連動した可搬型代替電源車による給電訓練
　・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(可搬型大型送水ポンプ車のバッテリ上がり、可搬型大型送
水ポンプ車給水準備中のホース継手損傷)
　・能力向上を促せるような工夫：1号機可搬型大型送水ポンプ車のバッテリ上がり
に対し、現場が速やかに予備車両への変更を決定し、一連の対応を実施できることを
確認。また、１号機可搬型大型送水ポンプ車による給水準備中にホース継手損傷に対
し、損傷が確認されたホースを撤去し、ホース延長・回収車に積まれた別のホースを
敷設し直すことができることを確認。
　・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
　・他事業者評価：四国電力(現地評価)

Ａ

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤12%､④41%､③35%､②6%､①6%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンは、ＥＲＣ対応者（スピーカー）の発話の補足、プラント班からの
質問等に的確に対応していた。
・リエゾン経由の資料配付について、書画説明資料のＥＲＣ内への共有に時間
を要していた。

Ａ

Ａ

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④36%､③43%､②7%､①14%
【良好事例、不足する点】
・備え付け資料の活用や手書きでの補足がもっとあるべき。

特段の支障なく情報共有が行われている

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤5%､④16%､③53%､②11%､①16%
【良好事例、不足する点】
・COP戦略の説明文がわかりにくい。各機能毎の記録を充実させた方が良いの
ではないか。

Ａ

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤36%､④57%､③7%､②0%､①0%

Ａ

Ａ

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

Ａ

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実施（他原子
力事業者評価者を受入れあり）かつ能力向上を促せるような工夫を凝らした訓練を実
施

○現場実動訓練を実施
　・実施状況：要素訓練で実施
　・テーマ　：可搬型代替交流電源設備(電源車)による所内電源確保(放射線防護具
着用、悪天候作業)
　・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(積雪により転倒した要員1名の負傷による要員交替、電源
車接続盤の不具合発生(接続口変形)による接続場所変更)
　・能力向上を促せるような工夫：(1)電源車接続口損傷に伴う接続先変更、(2)高線
量下環境を想定した作業、(3)作業における傷病者発生
　・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
　・他事業者評価：関西電力(現地評価)

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

Ａ

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし（第7報：第1部訓練）
　○15条:誤記・記載漏れなし（第8報：第2部訓練）
　【参考】その他訂正報
　　なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○ＥＡＬ判断フローを用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:7分(判断15:28、確認15:35：第1部訓練）
　・15条認定:9分(判断10:10、認定12:19：第2部訓練)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後51分、17分間隔(最大)
　【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                  　   2報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   2報
　　16:19(第10報)対応の概要､プラント状況､MP､気象情報等
　　16:36(第11報)対応の概要､プラント状況､MP､気象情報等

シナリオの多様化・難度

Ａ

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○全号機(1/1基)でAL以上
　○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：1基(1/1基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
注水機能確保、除熱機能確保、電源機能確保の各場面において、プレーヤに設備喪失、復旧状況が変化していく状況において対
応・戦略優先順位に係る判断を迫り、評価、改善事項等の抽出に資するポイントを明確に設定することで、緊急時対応能力の向
上が期待できるシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機(適合)　　ＡＬ:５回､ＳＥ:５回､ＧＥ:１回

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　　：－
　〇場所　　　　：地震に伴うアクセスル-卜障害、管理区域内蒸気漏えい
　・気象　　　　：－
　〇体制　　　　：コロナウイルス感染症対策としての本部要員分散配置
　〇資機材　　　：ＲＳＷ（Ｃ）のトリップ原因であった誤動作したリレーを健全な（Ｄ）系リレーで交換し復旧
　・計器故障　　：－
　・人為的ミス　：－
　〇OFC対応　 　：要員派遣、派遣時の道路状況の不良
　〇判断分岐　　：常設代替交流電源設備の早期復旧可否の判断、海水取水機能が不十分な状態における除熱機能維持の判断 等
　〇その他　　　：汚染傷病者発生、管理区域外での内部火災発生

【シナリオ概要】
 定格電気出力運転中の1号機(新規制基準適用プラント想定)において、自然災害(2回の地震)を起因とした原子炉スクラム、残留
熱除去機能の喪失、原子炉注水機能の喪失等により、原災法第10条事象、第15条事象に至る原子力災害を想定。

Ａ

4つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第5報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第10報)
　【参考】その他訂正報
　○なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○防災業務計画やEALフロー図を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:5分(判断10:42、確認10:47)
　○15条認定:5分(判断12:07、認定12:12)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後38分、27分間隔(最大)
　【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                       5報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報 等  5報
　　11:20(第 7報) プラント状況､MP､気象情報 等
　　11:46(第 8報) プラント状況､MP､気象情報 等
　　12:11(第 9報) プラント状況､MP､気象情報 等
　　12:38(第12報) プラント状況､MP､気象情報 等
　  13:02(第15報) プラント状況､MP､気象情報 等

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤33%､④60%､③7%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COPやプラント状況をまとめた紙を少し事象や状況が変化した都度配付して
くれたのでわかりやすかった。

Ａ

情
報
共
有
・
通
報

情報共有のための情報フロー

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞ
れ以下の基準により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報
共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に
情報共有が行われている
　ａａｂ又はａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

基準

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

前回までの訓練の訓練課題を踏
まえた訓練実施計画等の策定

Ｂ

現場実動訓練の実施

B

特段の支障なく情報共有が行われている

▲事故対策の全般を理解するための情報が不足していた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③25%､②69%､①6%
・発生した事象に対して発話が遅い。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④0%､③17%､②67%､①11%
・事象進展に関する事後報告が目立った。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④12%､③29%､②47%､①12%
・戦略の優先順位が分かりにくい。
・COP戦略の説明文がわかりにくい。各機能毎の記録を充実させた方が良
い。
・事象進展に関する事後報告が目立った。

Ａ

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④47%､③41%､②6%､①6%

Ａ

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

Ａ

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○複数号機(2/3基)でAL以上
　○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：1基(1/2基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
　今年度の原子力防災訓練はＧＥに至ることを求めない訓練（試行）を実施するため、今までは故障等により使用不能としてい
たＳＡ設備や多様性拡張設備、常用系設備を使用可能とすること、有効性評価等で示していない、または期待していない手順、
通常運転時で使用する手順（事故対応では使用しない手順）をうまく組み合わせる等により幅広い着眼点による戦略立案能力の
向上が期待できるシナリオ。またＧＥに至ることを求めないため事象進展が比較的緩やかになり、その分より判断に悩む判断分
岐等を設定し、緊急時対策所の対策本部・指揮者が判断に悩む時間を確保することで事故対処能力の向上が期待できるシナリ
オ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機(適　合)   AL:1､SE:2
　3号機(適　合)　 AL:2､SE:1

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　○気象　　　：厳冬期
　○体制　　　：発電所対策本部要員を3箇所分散（新型コロナ感染防止のため）
　○資機材　　：可搬型大型送水ポンプ車のバッテリ上がり、可搬型大型送水ポンプ車給水準備中のホース継手損傷
　○計器故障　：３Ｂ－蒸気発生器水位(広域)の故障(指示固着)
　○人為的ミス：ＭＣＲから発電所対策本部に誤情報連絡（３Ｂ母線停電）
　○ＯＦＣ対応：要員派遣､資料作成、現地事故対策連絡会議（模擬）でのプラント状況説明および質疑応答、本店対策本部への
情報連絡
　○判断分岐　：あり（補助給水ポンプ機能喪失時の給水手段への電源選択など）
　○その他　　：３Ａ－安全補機開閉器室における火災の消火対応、アクセスルートの土砂対応、傷病者対応

【シナリオ概要】
　・１号機：地震発生後、使用済燃料ピットゲート漏えい。２回目の地震でＳＢＯ。ＤＢ設備による使用済燃料ピットへの補給
手段喪失。その後、原子炉補助盤が監視機能喪失し１０条該当事象。
　・２号機：地震発生後、傷病者発生、全ディーゼル発電機トリップ、ＳＢＯ。
　・３号機は地震発生後、ＣＶ内でＡ－ＳＧ主蒸気配管漏えい。２回目の地震により外部電源が喪失するとともに地震加速度大
で原子炉トリップ。ＣＶ内のＡ－制御用空気配管破断、Ａ－加圧器逃がし弁が機能喪失、Ａ－ＳＧの主蒸気漏えい拡大でＥＣＣ
Ｓ作動。６－３Ａ母線火災で使用可能な母線が３Ｂのみになる中タービン動補助給水ポンプ起動失敗。その後、ＡおよびＢ－Ｓ
Ｇがドライアウトした状況で、Ｂ－電動補助給水ポンプがトリップし１０条該当事象。さらにＳＧ直接給水用高圧ポンプの起動
に失敗。

区
分

No. 指標
11月25日

東通原子力発電所
自己評価

泊発電所
自己評価 1月27日

Ａ

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映してい
る

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

Ａ

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤23%､④62%､③15%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・ＥＲＳＳ画面がにじんで見えないことがありました。
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評価指標に基づく評価結果(一覧)(実用発電用原子炉) 別添１－１
2/18

Ａ Ｂ Ｃ
基準区

分
No. 指標

11月25日
東通原子力発電所

自己評価
泊発電所

自己評価 1月27日

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下

A A

９

【Ｄ】

実動が３つ 実動が２～１ 実動なし

A A

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

A A

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施さ
れている

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

A A

【Ｐ】

【Ｄ】

【Ｐ】

【Ｐ】

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｄ】

届出日 109日 97日
○指標2、3は、ﾌﾟﾗﾝﾄ班ｱﾝｹｰﾄ(5段階(大変良い5、大変悪い1)の加重平均(3以上a、2
以上b、2未満cで表記)
○その他の指標は、Aは5点、Bは2.9点、Cは1.9点で計算
○新型コロナウィルス感染症対策のため実施できなかった項目(評価が括弧付き)は
合計から外す

訓練報告書届出日 訓練後経過日数 5月16日

備
考

ＥＲＣプラント班への備え付け
資料に係る説明実績

シナリオ非提示型訓練の実施状
況

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

訓練統制

評価指標だけで表せない取
組等を記述する。

2022年11月29日に、オンサイト緊急時医療チーム（原子力安全研究協会）とのオンサイト
医療訓練として、管理区域内傷病者を想定した搬送訓練を実施
多様なシナリオによる訓練の試行として、ＧＥに至らない訓練を実施

3月2日

東北電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
○北海道電力　後方支援活動訓練実働訓練参加（2022年9月）
○関西電力　　美浜発電所総合防災訓練 避難退域時検査および評価者対応
(2022年11月)
○東京電力HD　福島第一緊急時演習現場評価者対応（2022年10月）
○東京電力HD　柏崎刈羽発電所 事業者間ピアレビュー（2023年2月実施）

１０条通報に要した時間

中期計画の見直し

対象外

送•配電事業者である東北電カネットワークを含め、全社一体体制による訓練に取り組んで
いる。

シナリオを予見できる内容については非提示であるものの
訓練上想定する手順および設備については開示している。

訓練参加率：94％
・訓練参加者：90名(うちコントローラー18名)、計画人数　：96名

訓練参加率：99%
・訓練参加者：306名(うちコントローラー12名)、計画人数 ：308名

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

他事業者の改善に向けた取り組
みへの協力

北海道電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
○社内訓練における模擬ＥＲＣ役として、ＥＲＣ対応者との情報連携、質疑応答対応
・2022年8月10日 関西電力（株）高浜発電所社内訓練
・2022年11月11日 日本原子力発電（株）敦賀発電所社内訓練

訓練参加率：101％
・訓練参加者：134名、計画人数　：133名

訓練参加率：98％
・訓練参加者：102名、計画人数　：104名

対象外

【第1部訓練】
　○最大 6分
　○第 7報     6分、○第 8報     6分、○第 9報     4分
【第2部訓練】
　○最大 9分
  ○第 8報     9分

2022年10月26日改訂

○最大10分
○第 5報 　 8分、○第10報   10分、○第13報    6分、○第14報    2分

本  店：2022年 8月12日改訂
発電所：2022年 4月 1日改訂

Ａ

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
　・(統原防視察) 即応センター：13訓練
　・(DVD視察)  　即応センター： 9訓練、緊急時対策所：11訓練
　・(現場視察)   即応センター： 1訓練、緊急時対策所： 2訓練
　・(ERC視察)  　即応センター： 2訓練

○自社訓練の視察受入れ（DVD）
　・あり（北海道電力、東京電力HD、中部電力、中国電力、関西電力、四国電力、九
州電力、日本原電、電源開発）

○ピアレビュー等の受入れ
　・本　店：中国電力、九州電力、日本原電

　・発電所：東京電力HD、関西電力

○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・(現場視察) 現場実働 ：3訓練　(志賀、福島第一、東海第二)

Ａ

①～③が実施されている

○4件の問題点から4件の課題が抽出されている
○4件の課題に対して原因分析がされている
○4件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

Ａ

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
　・日本原燃（連携し支援拠点活動 10/18　実連絡 11/25）
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　・尾駮変電所にてスクリーニングエリアの設定、スクリーニングおよび除染活動を
実施（10/18）
　・本店－尾駮変電所間情報連携
○原子力緊急事態支援組織との連動
　・ロボット操作訓練を発電所にて実施(11/21､22)
　・原子力緊急事態支援組織への実連絡(11/25)

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレ
ス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
③他原子力事業者広報担当等の
社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外部
への情報発信

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動訓
練への視察

Ａ

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社2社)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(四国電力)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ、SNS（投稿手順確認）

Ａ

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

Ａ

①～③が実施されている

○24件の問題点から13件の課題が抽出されている
○13件の課題に対して原因分析がされている
○13件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠
点との連動
③原子力緊急事態支援組織との
連動

実動が３つ

○事業者間の支援活動
　・日本原燃（実連絡）
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　・北海電力ﾈｯﾄﾜｰｸ(株)余市ﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ(実動なし(連絡のみ))
　・倶知安無線局(ロボット資機材の輸送訓練)(要素訓練として実施)
○原子力緊急事態支援組織との連動
　・ロボット操作訓練(要素訓練として実施)

Ａ

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
　・(統原防視察) 即応センター：14訓練
　・(DVD視察)  　即応センター：13訓練、緊急時対策所：10訓練
　・(現場視察)   即応センター： 3訓練、緊急時対策所： 2訓練
　・(ERC視察)  　即応センター： 3訓練

○自社訓練の視察受入れ
　・あり（関西電力、中国電力、日本原子力発電、電源開発、日本原燃）

○ピアレビュー等の受入れ
　・緊急時対策所：九州電力
　・即応センター：関西電力、日本原子力発電
　・現場実動訓練：四国電力

○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・(DVD視察)  現場実働 ：7訓練
　・(現場視察) 現場実働 ：1訓練

Ａ

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社）
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり（中部電力）
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

緊急時対応要員の訓練参加率
（即応センター）

▼地震発生に伴う本店コントローラからの情報付与が適切ではなかった。 訓練統制上のトラブルはなし
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評価指標に基づく評価結果(一覧)(実用発電用原子炉) 別添１－１
3/18

Ａ Ｂ Ｃ

１

【Ｐ】

前回訓練結果に対
する分析・評価が
行われ、全体を網
羅した情報フロー
へ反映している

全体を網羅した情
報フローを作成し
ている

情報フローを作成
しているものの、
全体が網羅されて
いない又は情報フ
ローを作成してい
ない

２－１
事故・プラントの状況

２－２
進展予測と事故収束対応戦
略

２－３
戦略の進捗状況

３－１
プラント情報表示システム
の使用（ＥＲＳＳ又はＳＰ
ＤＳ等を使用した訓練の実
施）

プラント情報表
示システムの使
用に習熟し、情
報共有に活用し
た

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る
即応センターの
補助ができてい
た

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣ
プラント班に共
有され、情報共
有に資した

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活用

情報共有におい
て必要な際、備
付け資料が活用
されていた

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

５

【Ｐ】

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

６

【Ｐ】

難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

７

【Ｄ】

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者を受入
れあり）かつ能
力向上を促せる
ような工夫を凝
らした訓練を実
施

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者を受入
れあり）

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者受入れ
なし）又は緊急
時対策所と連携
した事故シナリ
オに基づかない
現場実動訓練を
実施

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

シナリオの多様化・難度

情
報
共
有
・
通
報

情報共有のための情報フロー

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞ
れ以下の基準により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報
共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に
情報共有が行われている
　ａａｂ又はａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

基準

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

前回までの訓練の訓練課題を踏
まえた訓練実施計画等の策定

現場実動訓練の実施

区
分

No. 指標

A A

ａ ａ 3.1 a ａ 3.5 a

ａ ａ 3.6 a ａ 3.5 a

ｂ ｂ 3.4 a ａ 3.6 a

A 3.5 A 3.4

A 3.5 A 3.6

A 3.3 A 3.1

A 4.0 A 3.4

B B

A A

A A

A AＡ

3月7日

Ａ

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映してい
る

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

Ｂ

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④42%､③58%､②0%､①0%
・御社から送信されたERSSデータが見え辛い。
・書画をもう少し長く映して欲しい。

10月7日

AA

必要な情報に不足や遅れがなく､積極的に情報共有が行われている

○プラント状況等について積極的に情報共有され、戦略の全体像や対策の
進捗については情報が限定的なものもあった

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④25%､③63%､②12%､①0%
・スピーカは落ち着いており発話内容が理解しやすかった

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④44%､③50%､②0%､①0%
・優先度が低くても、取り得る対策の選択肢について、タイ
  ミングを見て、より広く説明したほうがよりよかったと思
  います

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④50%､③44%､②6%､①0%
・事象の進展が速かったためか、情報提供の途中で変化など
  があり、十分に情報が提供されたとは言いがたい。
　戦略がよく見えなかった。

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

ＡＡ

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実施（他原子
力事業者評価者を受入れあり）かつ能力向上を促せるような工夫を凝らした訓練を実
施
○現場実動訓練を実施
・実施状況：総合訓練で実施
・テーマ　：大津波警報発令下における構内２箇所同時火災に対する初期消火対応
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり（火災現場周辺３箇所の防火水槽の枯渇）
・能力向上を促せるような工夫：消火対象の優先順位を検討、近傍の水源枯渇時の消
火方法の検討
・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
・他事業者評価：東京電力HD､北陸電力､関西電力(現地評価)

ＡＡ

Ｂ

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実施（他原
子力事業者評価者を受入れあり）かつ能力向上を促せるような工夫を凝らした訓練
を実施

○現場実動訓練を実施
・実施状況：要素訓練で実施
・テーマ　：高線量環境下での火災対応
　・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり（保安班現場出動中に車両がパンク、共用プール建屋屋外
消火栓（第１水源）から水が出ない（地震の影響）、放水を行っている消防隊員の
APD設定値超過のおそれ）
　〇能力向上を促せるような工夫を凝らした訓練
　　火災規模、消火活動のリソースを踏まえて速やかな消火手段を選択させるなど
指揮者判断能力、現場対応能力、認知力の力量向上に資するシナリオ・マルファン
クションの設定。
・連携状況：現場、緊急時対策所
・他事業者評価：東北電力

Ａ

Ａ

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
○全号機(2/2基)でAL以上※冷却告示を除く
○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：1基(1/1基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
予備変圧器エリアにおける外部火災の発生を想定し、火災延焼により可
搬型変圧器を使用した外部電源の早期復旧が不可能となるリスクへの対応
として、大津波警報発令下においても、人身安全を確保しつつ初期消火活
動の指揮対応ができるか検証できる能力向上を促せる実効性のあるシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　　ＡＬ:５回､ＳＥ:３回､ＧＥ:１回
○場面設定など（5つ以上付与）
・時間　　　：－
・場所　　　：－
○気象　　　：大津波警報発令時における事故収束対応
○体制　　　：緊急時対策所への要員移動中における限られた要員での
　　　　　　　　初動対応
・資機材　　：－
○計器故障　：ＥＲＳＳ、ＳＰＤＳ表示端末故障時のパラメータおよび
　　　　　　　　設備の状態監視
・人為的ミス：－
○ＯＦＣ対応：オフサイトセンターへの要員派遣
○判断分岐　：あり（機能喪失したECCSの設備状態を踏まえた早期復旧の検討、大津波警報下
での海水取水ポイントの選択など）
○その他　　：傷病者発生、火災延焼による電源設備影響リスク
【シナリオ概要】
　2号機：定格熱出力一定運転中の女川原子力発電所２号機において、自
　　　　 然災害（地震）を起因とした原子炉自動停止、残留熱除去機能
         の喪失、原子炉注水機能の喪失等により、原災法第１０条事象
         および同法第１５条事象に至る原子力災害を想定。
  3号機：定期事業者検査中の女川原子力発電所３号機において、自然災
         害（地震）を起因とした使用済燃料プールの冷却材喪失により
         原災法第１０条事象に至る原子力災害を想定。

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○複数号機(2/6基:5号機･6号機（複数号機）)でAL以上

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
火災の発生場所が、空間放射線量が高いエリアのため、消火活動の継続可否や離隔距離の判
断、保安班員との連携が必要となる事故シナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　5号機： AL:1､SE:0､GE:0
　6号機： AL:1､SE:1､GE:1

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　：－
　○場所　：1～4号機周辺の高線量エリアを模擬した火災対応訓練
　・気象　：－
　○体制　：新事務本館での初動対応、新事務本館と緊急時対策所の引き継ぎ、自治体リエゾ
ン派遣(模擬)、コロナ対策態勢下
　○資機材：通報用FAX使用不能
　○計器故障：6号機6階エリアモニタ故障
　○人為的ミス：6号機FPC系統の手動弁折損
　○OFC対応：OFCからの要請
　・判断分岐：－
　○その他：2サイト同時発災、汚染傷病者の発生

【シナリオ概要】
地震起因により、SFP水位低下事象が発生する。あわせて、1～4号機周辺の工事用資機材から
の火災が発生する。当該火災の発生場所は、空間放射線量が高いエリアのため、消火活動の継
続可否や離隔距離の判断、保安班員との連携が必要となる事故シナリオ。

Ａ

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤8%､④85%､③8%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備え付け資料の説明が頻繁にあってよかったが、書画の映像
　が粗くよく見えなかった

Ｂ

３つ該当

×通報文の正確性
  ×10条:MP番号記載漏れ(第10報)の訂正報として第16報
  ×15条:MP番号記載誤り(第12報)の訂正報として第17報
 【参考】その他訂正報
  ▼AL該当事象連絡 MP番号漏れ（第 6報)の訂正報として第14報
　▼AL該当事象連絡 MP番号漏れ（第 8報)の訂正報として第15報
・誤りが多く正確な通報ができておらず、チェック不足が疑われる。

○ＥＡＬ判断根拠の説明
  ○「EAL判断シート」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
  ○10条確認:6分（判断15:08、確認15:14）
  ○15条認定:5分（判断15:36、認定15:41）
  ○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
  ○間隔　特定事象判断後30分、29分間隔(最大)
【参考】報告内容
  ○発生事象と対応の概要              　      3報
  ○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  3報
　　15:38(第11報)プラント状況､MP、気象情報等
　　16:01(第13報)プラント状況､MP、気象情報等
　　16:30(第18報)プラント状況､MP、気象情報等

Ａ

Ａ

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④19%､③71%､②10%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COP資料は多くあるが、あまり説明に使われていなかった。
　（昨年も同様のコメントが出ているが改善に至らず。）

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤5%､④37%､③47%､②11%､①0%

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④44%､③50%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・ホワイトボード担当への配布が遅れることが目立った。

Ａ

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④40%､③47%､②7%､①0%

Ａ

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤13%､④40%､③33%､②13%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンへの質問に適切に対応いただいた

Ｂ

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④44%､③38%､②19%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COPの更新が遅くて、説明に追いついていない
・書画が焦点が合わず見えにくい

Ａ

３つ該当

○通報文の正確性
○10条:誤記・記載漏れなし(第3報)
○15条:誤記・記載漏れなし(第7報)
【参考】その他訂正報
○なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
○EALフロー図を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
○10条確認:5分(判断10:36、確認10:41)
○15条認定:6分(判断11:13、認定11:19)
○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

▲第２５条報告
　▲間隔　特定事象判断後85分、14分間隔
　　通報FAXが、11:10以降送信されない事象発生。着信確認において
　　ERC側から届いていない旨を伝えたにもかかわらずその後も手順に
　　ある代替手段がとられなかった。
  　（計画上25条報告2回、10条通報後30分目処に発出予定であった）
　【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                  　   2報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   2報
　　　12:01(第 5報)対応の概要､プラント状況､MP
　　　12:15(第10報)対応の概要､プラント状況､MP
・FAX送信が30分以上来ないなどトラブルが発生した。こちらから
　　リエゾンを通して状況を伝えても、尚同じ手法でずっと送り続け
　　ていた。連携あるいは代わりの手法への切り替えに問題がある。

Ａ

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映してい
る

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

Ａ

Ａ

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている

○落ち着いて丁寧な説明がなされていた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④48%､③52%､②0%、①0%
・サイトと号機の記載が小さく、時々どこの話しなのかわからなくなっ
た。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④57%､③38%､②5%､①0%

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④67%､③29%､②5%､①0%
・戦略目標達成毎に優先順位を変更し、変更した優先順位に基づき戦略Ｃ
ＯＰの内容が更新されており良好であった。
・GEを出した６号機より５号機の説明が先だった。

Ａ

自己評価 ピアレビュー

女川原子力発電所 福島第一原子力発電所
自己評価
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Ａ Ｂ Ｃ
基準区

分
No. 指標

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下

９

【Ｄ】

実動が３つ 実動が２～１ 実動なし

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施さ
れている

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

【Ｐ】

【Ｄ】

【Ｐ】

【Ｐ】

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｄ】

届出日
○指標2、3は、ﾌﾟﾗﾝﾄ班ｱﾝｹｰﾄ(5段階(大変良い5、大変悪い1)の加重平均(3以上a、2
以上b、2未満cで表記)
○その他の指標は、Aは5点、Bは2.9点、Cは1.9点で計算
○新型コロナウィルス感染症対策のため実施できなかった項目(評価が括弧付き)は
合計から外す

訓練報告書届出日 訓練後経過日数

備
考

ＥＲＣプラント班への備え付け
資料に係る説明実績

シナリオ非提示型訓練の実施状
況

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

訓練統制

評価指標だけで表せない取
組等を記述する。

１０条通報に要した時間

中期計画の見直し

他事業者の改善に向けた取り組
みへの協力

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレ
ス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
③他原子力事業者広報担当等の
社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外部
への情報発信

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動訓
練への視察

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠
点との連動
③原子力緊急事態支援組織との
連動

緊急時対応要員の訓練参加率
（即応センター）

3月7日 10月7日自己評価 ピアレビュー

女川原子力発電所 福島第一原子力発電所
自己評価

A A

A A

A A

A A

100日 126日

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（広報コンサルティング会社）
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり（日本原燃）
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ、模擬SNS

対象外

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
　・東北電力（幹事事業者）へFAXおよび電話で実連絡
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　・後方支援拠点（大熊拠点）の立ち上げ訓練（要素訓練として）
○原子力緊急事態支援組織との連動
　・美浜原子力緊急事態支援センターへのFAX、電話実連絡

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
　・(統原防視察)即応センター ：15訓練
　・(DVD視察)即応センター     : 4訓練、緊急時対策所： 3訓練
　・(現場視察)　即応センター　: 3訓練、緊急時対策所： 3訓練
　・(ERC視察)  即応センター　： 4訓練

○自社訓練の視察受入れ（現地又はDVD）
　・あり
　　即応センター
　　現場視察：北陸電力・中部電力・東北電力・中国電力・北海道電力
　　　　　　　日本原燃・原子力安全推進協会・日本原子力発電
　　映像視察：北陸電力・中部電力・九州電力・東北電力・中国電力
　　　　　　　北海道電力・電源開発・関西電力・電気事業連合会
　　　　　　　日本原子力発電
　　緊急時対策所
　　現場視察：中部電力・九州電力・東北電力・中国電力・四国電力
　　映像視察：北陸電力・中部電力・九州電力・東北電力・中国電力
　　　　　　　北海道電力・電源開発・関西電力・電気事業連合会
　　　　　　　日本原子力発電

○ピアレビュー等の受入れ
　・即応センター：東北電力・日本原子力発電
  ・緊急時対策所：東北電力

○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・伊方原子力発電所 （2022年12月9日）
　・女川原子力発電所 （2023年3月7日）

Ａ

○最大13分
○第10報　 　13分、○第12報　　 11分

  本  社：2021年 4月26日改訂
  発電所：2021年 6月7日改訂

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

訓練参加率：96%
・訓練参加者：297名、計画人数　：309名

訓練参加率：96％
・訓練参加者：212名、計画人数　：220名

訓練統制上のトラブルはなし

Ａ

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(東京電力HD)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページによる情報発信

○最大11分
○第 3報     11分、○第 7報     8分
○第 9報      5分、
▼第3報については規制庁に着信し、18分で規制庁への着信確認が行われていたものの、以
降の通報についてはトラブルにより未達。（未達であることが確認されているものの、代
替手段等の対策が実施されておらず、最終的な着信確認も実施されていない。）

Ａ

Ａ

Ａ

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
・東京電力HD
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　女川地域総合事務所跡地（スクリーニングのエリア設定、スクリーニング及び除染
活動を実施（12/9）
○原子力緊急事態支援組織との連動
・ロボット操作訓練（発電所にて9/14、15実施）
・連絡訓練（3/7）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

6月15日

シナリオを予見できる内容については非提示であるものの
訓練上想定する手順および設備については開示している。

・訓練事務局からプレーヤーに対して訓練で使用する通信機器について事前説明が曖昧
だった結果、通報文のFAXが未送達となった際に代替措置として統原防NWが使用されず、
FAXの送達が遅れた。
・試伝送時には燃料域水位計の挙動に問題はなかったが、試伝送後に燃料域水位計とは異
なる部分を修正したタイミングでデータが変化し、燃料域水位計の値が誤植の状況で
ERSS(訓練モード）のデータとして伝送されていた。

対象外

本  店：2022年8月12日改訂
発電所：2023年2月27日改訂

東北電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
○北海道電力　後方支援活動訓練実働訓練参加（2022年9月）
○関西電力　　美浜発電所総合防災訓練 避難退域時検査および評価者対応
　　　　　　   (2022年11月)
○東京電力HD　福島第一緊急時演習現場評価者対応（2022年10月）
○東京電力HD　柏崎刈羽発電所 事業者間ピアレビュー（2023年2月実施）

【発電所】
・COP2の様式を見直し、常設設備についての使用可否欄を設けることで、視認性の向上に
取り組んだ。（東通良好事例の展開）
【本店】
・摸擬記者会見ではHPのバーチャルプラントモデルを用いて、一般の方にもわかりやすい
説明に努めた。
・原子班では、各自治体やOFCへの要員派遣の指示及び派遣状況が逐一共有されていた。
・緊急時対策室への参集及び入室の機器設営もスムーズであった。また、事務局長は参集
後速やかに、各機能班の参集状況を確認し、書画装置上のパネルを使って参集状況を把
握・共有することで、参集確認を確実、迅速に行っていた。（参集完了確認は事象発生後
10分以内）
・送配電事業者である東北電力ネットワークを含め全社一体体制による訓練に取り組んで
いる。

-

2月10日

東京電力HDとして、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力

・2023年2月 6日　日本原子力発電株式会社に対し規制庁役模擬を実施

・2023年3月22日　電事連 防災検討委員会／ATENA防災検討WGで訓練シナリオにおけるMAAP

水位データの炉圧逆補正について」を周知

Ａ

①～③が実施されている

○4件の問題点から9件の課題が抽出されている
○9件の課題に対して原因分析がされている
○9件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
　なし

Ａ

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
　・(統原防視察)即応センター：13訓練
　・(DVD視察)　 即応センター： 9訓練、緊急時対策所：11訓練
　・(現場視察)　即応センター： 1訓練、緊急時対策所： 2訓練
　・(ERC視察)   即応センター： 2訓練

○自社訓練の視察受入れ（DVD）
　・あり（北海道電力、東京電力HD、中部電力、中国電力、関西電力、四国電力、九
州電力、日本原電、電源開発）

○ピアレビュー等の受入れ

　・本　店：東京電力HD、関西電力、北陸電力

　・発電所：東京電力HD、関西電力、北陸電力

○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・(現場視察) 現場実働 ： 2訓練　(志賀、福島第一)

①～③が実施されている

○3件の問題点から3件の課題が抽出されている
○3件の課題に対して原因分析がされている
○3件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

訓練参加率：104％
・訓練参加者：145名、計画人数　：140名

訓練参加率：102％
・訓練参加者：107名、計画人数　：105名

73



評価指標に基づく評価結果(一覧)(実用発電用原子炉) 別添１－１
5/18

Ａ Ｂ Ｃ

１

【Ｐ】

前回訓練結果に対
する分析・評価が
行われ、全体を網
羅した情報フロー
へ反映している

全体を網羅した情
報フローを作成し
ている

情報フローを作成
しているものの、
全体が網羅されて
いない又は情報フ
ローを作成してい
ない

２－１
事故・プラントの状況

２－２
進展予測と事故収束対応戦
略

２－３
戦略の進捗状況

３－１
プラント情報表示システム
の使用（ＥＲＳＳ又はＳＰ
ＤＳ等を使用した訓練の実
施）

プラント情報表
示システムの使
用に習熟し、情
報共有に活用し
た

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る
即応センターの
補助ができてい
た

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣ
プラント班に共
有され、情報共
有に資した

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活用

情報共有におい
て必要な際、備
付け資料が活用
されていた

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

５

【Ｐ】

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

６

【Ｐ】

難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

７

【Ｄ】

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者を受入
れあり）かつ能
力向上を促せる
ような工夫を凝
らした訓練を実
施

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者を受入
れあり）

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者受入れ
なし）又は緊急
時対策所と連携
した事故シナリ
オに基づかない
現場実動訓練を
実施

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

シナリオの多様化・難度

情
報
共
有
・
通
報

情報共有のための情報フロー

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞ
れ以下の基準により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報
共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に
情報共有が行われている
　ａａｂ又はａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

基準

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

前回までの訓練の訓練課題を踏
まえた訓練実施計画等の策定

現場実動訓練の実施

区
分

No. 指標

A A

ａ 3.5 a ａ ａ 3.7 a

ａ 3.5 a ａ ａ 3.5 a

ａ 3.6 a ａ ａ 3.3 a

A 3.4 A 3.9

A 3.6 A 3.5

A 3.1 A 3.3

A 3.4 A 3.5

A A

A A

A A

A A

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実施（他原子
力事業者評価者を受入れあり）かつ能力向上を促せるような工夫を凝らした訓練を実
施

○現場実動訓練を実施
　・実施状況：要素訓練で実施
　・テーマ　：消防車を用いた注水、電源車による電源復旧、原子炉建屋6階におけ
る消火栓ホース展張
　・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり（注水作業中における火災の発生、ホースへのピンホール
発生、防火水槽への補給ルート閉塞発生、電源車接続作業中の体調不良者発生）
　〇能力向上を促せるような工夫を凝らした訓練
　　現場で発生する不測の事態について、迅速かつ正確に本部へ報告し、可能なもの
は臨機の対策を実施させる判断力及び対応力の向上に資するシナリオ及びマルファン
クションの設定。
　・連携状況：現場、緊急時対策所
　・他事業者評価：日本原子力発電

Ａ

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤22%､④50%､③28%､②0%､①0%

Ａ

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤11%､④32%､③53%､②5%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンは適切に対応していた。
・リエゾン資料については､フロント側配付と同時に資料配付担当にも配布す
ること

Ａ

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤5%､④26%､③58%､②11%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COPについて、電源の部分が明確でない

Ａ

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤5%､④42%､③47%､②5%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備え付け資料の電媒は一つのファイルの方が検索しやすいので、一つに整理
すべき。

Ａ

４つ該当

○通報文の正確性
○10条:誤記・記載漏れなし(第5報)
○15条:誤記・記載漏れなし(第13報)
【参考】その他訂正報
　▼AL発生連絡 事象発生時刻の誤記(第12報)の訂正報として第18報

○ＥＡＬ判断根拠の説明
○「EAL判断シート」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
○10条確認:7分(判断14:01、確認14:08)
○15条認定:6分(判断14:56、認定15:02)
○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した
 
○第２５条報告
○間隔　特定事象判断後8分、56分間隔(最大)
【参考】報告内容
○発生事象と対応の概要　　8報
○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等 8報
     14:09(第 6報)　対応の概要､ﾌﾟﾗﾝﾄ状況
     14:19(第 7報)　対応の概要､ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､MP
     15:15(第15報)　対応の概要､ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､
     15:33(第17報)　対応の概要､ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､MP
　　 15:43(第19報)　対応の概要､ﾌﾟﾗﾝﾄ状況
     16:06(第22報)　対応の概要､ﾌﾟﾗﾝﾄ状況
     16:10(第23報)　対応の概要､ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､MP
     16:21(第24報)　対応の概要､ﾌﾟﾗﾝﾄ状況

Ａ

自己評価

Ａ

Ａ

Ａ

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

Ａ Ａ

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実施（他原
子力事業者評価者を受入れあり）かつ能力向上を促せるような工夫を凝らした訓練
を実施
○現場実動訓練を実施
　・実施状況：要素訓練で実施
　・テーマ　：電源車による荒浜側緊急用M/C受電対応
7号機代替注水用電源確保のため電源車による緊急用M/C受電対応を可搬型照明使用
による暗闇対応訓練、重大事故想定下の放射線防護装備着用にて実施
　・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(・電源車燃料タンク損傷・接続ケーブル不良)
　・能力向上を促せるような工夫：
電源車燃料タンク損傷：現場は軽油漏洩に対し吸着マットで拡散防止処置を実施、
予備電源車使用を速やかに決定。
接続ケーブル不良：現場は電源車－緊急用M/C間接続ケーブルの絶縁不良を本部へ報
告、絶縁抵抗測定で不良ケーブルを特定、悪天候（雪）下ケーブル端部が濡れぬよ
うシート養生の上速やかに予備ケーブルへ交換。
作業完了時間の共有：状況に合わせトランシーバーや拡声器にて本部から現場へ戦
略やプラント状況の共有、現場から本部へ作業進捗状況や作業完了予定時刻が報告
された。
　・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
　・他事業者評価：東北電力、九州電力、電源開発

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

Ａ

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○複数号機(2/4基:1号機･4号機（複数号機）)でAL以上
　　※全基廃止措置段階

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
限られたリソース（消防車、水等）を消火へ向けるか、注水用に確保して別手段で消火を行う
かの判断を行う事故シナリオ

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機：　AL:1､SE:2､GE:2
　4号機：　AL:1､SE:1､GE:1

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　○場所　　　：アクセスルート使用不可
　・気象　　　：－
　○体制　　　：自治体リエゾン派遣(模擬)、コロナ対策態勢下
　○資機材　　：通報用FAX使用不能、モニタリングカーによる放射線測定
　・計器故障　：－
　〇人為的ミス：2号機の水位誤報告
　○ＯＦＣ対応：OFCからの要請
　・判断分岐　：－
　○その他　　：2サイト同時発災、廃止措置に伴う機器構成変更、汚染
　　　　　　　　傷病者発生、屋内溢水、4号機非常用ディーゼル発電機
　　　　　　　　における火災発生に対する実動対応、避難誘導訓練

【シナリオ概要】
地震起因により、SFP水位低下事象が発生する。あわせて、運転中の4号機D/Gにおいて火災が
発生する。当該火災発生に際し、限られたリソース（消防車、水等）を消火へ向けるか、注水
用に確保して別手段で消火を行うかの判断を行う事故シナリオ

Ａ

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○複数号機(3/7基)でAL以上(1号機、6号機および7号機)
　○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：1基(1/1基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
森林火災、地震の外部事象に加え、設備機器の機能喪失等が重畳し、複数の場面を設定
したシナリオ

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
1号機、6号機(未適合) AL:1､SE:0､GE:0
　　7号機　　(適合)  AL:5､SE:4､GE:3

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　○場所　　　：敷地内森林火災
　・気象　　　：－
　○体制　　　：段階的な要員参集
　〇資機材　　：MP4の火災による焼失、通報用FAX使用不能、MUWC系の機能喪失に関す
る代替措置
　・計器故障　：－
　○人為的ミス：7号機水位不明領域到達（当直側からの連絡なし）
　○ＯＦＣ対応：OFCからの要請
　〇判断分岐　：消火栓-消防車による放水（外部電源喪失）
　○その他　　：汚染傷病者

【シナリオ概要】
1～6号機は冷温停止中、7号機は定格熱出力運転中において、震度5弱の地震により、敷
地境界近傍の国道でタンクローリーが転倒し出火、構内の森林へ延焼。要員が参集し活
動中に震度6強の地震が発生。7号機は原子炉スクラム、SBO、全残留熱除去機能喪失。森
林火災の影響を踏まえた災害対応を迫られる中、さらに震度6弱の余震発生、非常用
ディーゼル発電機が停止し、原子炉が無注水状態となり炉心損傷に至る。6号機ではSBO
に加え、1号機及び6号機でSFP水位が低下し、有効燃料頂部（TAF）を割り込む恐れがあ
る事象が発生。SFP水位低下と線量上昇の予測、要員の線量管理が必要となる。また、2
号機では汚染傷病者が発生。

Ａ

Ａ

Ａ

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第 8報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第11報)
　【参考】その他訂正報
　▼特定事象通報（ＧＥ）MP指示値修正（第12報)の訂正報として第16報
　▼第２５条報告　1号ＳＦＰ水位等修正(第13報)の訂正報として第17報
　▼第２５条報告　負傷者出血有無訂正 (第18報)の訂正報として第19報
・誤りが多く正確な通報ができておらず、チェック不足が疑われる。

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「EAL判断シート」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:6分(判断14:23、確認14:29)
　○15条認定:7分(判断14:53、認定15:00)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後38分、39分間隔(最大)
　【参考】報告内容
  ○発生事象と対応の概要              　      5報
  ○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  5報
　　15:01(第10報)プラント状況､MP、気象情報等
　　15:19(第13報)プラント状況､MP、気象情報等
　　15:29(第15報)プラント状況､MP、気象情報等
　　15:49(第18報)プラント状況､MP、気象情報等
　　16:28(第21報)プラント状況､MP、気象情報等

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤5%､④37%､③47%､②11%､①0%

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④44%､③50%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・ホワイトボード担当への配布が遅れることが目立った。

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④19%､③71%､②10%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COP資料は多くあるが、あまり説明に使われていなかった。
　（昨年も同様のコメントが出ているが改善に至らず。）

Ａ

Ａ

柏崎刈羽原子力発電所
自己評価 2月3日

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ A

福島第二原子力発電所
10月7日

A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている

○落ち着いて丁寧な説明がなされていた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④48%､③52%､②0%、①0%
・サイトと号機の記載が小さく、時々どこの話しなのかわからなくなっ
た。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④57%､③38%､②5%､①0%

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④67%､③29%､②5%､①0%
・戦略ＣＯＰの目標設定について、前回までは非常に時間を要していた
が、短時間で注水及び電源戦略のみならず、止水戦略まで、３０分程度で
方針を決定しており良好であった。
・戦略目標達成毎に優先順位を変更し、変更した優先順位に基づき戦略Ｃ
ＯＰの内容が更新されており良好であった。

ピアレビュー

Ａ

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④42%､③58%､②0%､①0%
・御社から送信されたERSSデータが見え辛い。
・書画をもう少し長く映して欲しい。

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映してい
る

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映してい
る

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

必要な情報に不足や遅れがなく､積極的に情報共有が行われている

○発話者は非常に落ち着いており､発話内容が把握しやすかった

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤5%､④58%､③37%､②0%､①0%
・LOCA発生時､即応センターは緊対所での発話より先にERCに情報を伝えて
いた｡事象によって発電所の判断を待つ必要があるものとないものの整理が
できていた｡（事業者の正式判断との誤解されない発話の仕方には引き続き
留意が必要｡）

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤11%､④37%､③47%､②5%､①0%
・戦略を示すことが少し遅かった

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤5%､④32%､③53%､②11%､①0%
・対応戦略を厚めに説明を求めるべきであった

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ
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Ａ Ｂ Ｃ
基準区

分
No. 指標

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下

９

【Ｄ】

実動が３つ 実動が２～１ 実動なし

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施さ
れている

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

【Ｐ】

【Ｄ】

【Ｐ】

【Ｐ】

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｄ】

届出日
○指標2、3は、ﾌﾟﾗﾝﾄ班ｱﾝｹｰﾄ(5段階(大変良い5、大変悪い1)の加重平均(3以上a、2
以上b、2未満cで表記)
○その他の指標は、Aは5点、Bは2.9点、Cは1.9点で計算
○新型コロナウィルス感染症対策のため実施できなかった項目(評価が括弧付き)は
合計から外す

訓練報告書届出日 訓練後経過日数

備
考

ＥＲＣプラント班への備え付け
資料に係る説明実績

シナリオ非提示型訓練の実施状
況

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

訓練統制

評価指標だけで表せない取
組等を記述する。

１０条通報に要した時間

中期計画の見直し

他事業者の改善に向けた取り組
みへの協力

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレ
ス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
③他原子力事業者広報担当等の
社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外部
への情報発信

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動訓
練への視察

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠
点との連動
③原子力緊急事態支援組織との
連動

緊急時対応要員の訓練参加率
（即応センター）

自己評価
柏崎刈羽原子力発電所

自己評価 2月3日
福島第二原子力発電所

10月7日 ピアレビュー

A A

A A

A A

A A

126日 82日

Ａ

Ａ

Ａ

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
　・東北電力（幹事事業者）へFAXおよび電話で実連絡
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　・後方支援拠点（大熊拠点）の立ち上げ訓練（要素訓練として）
○原子力緊急事態支援組織との連動
　・美浜原子力緊急事態支援センターへのFAX、電話実連絡

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
　・(統原防視察)即応センター ：15訓練
　・(DVD視察)即応センター     : 4訓練、緊急時対策所： 3訓練
　・(現場視察)　即応センター　: 3訓練、緊急時対策所： 3訓練
　・(ERC視察)  即応センター　： 4訓練

○自社訓練の視察受入れ（現地又はDVD）
　・あり
　　即応センター
　　現場視察：北陸電力・中部電力・東北電力・中国電力・北海道電力
　　　　　　　日本原燃・原子力安全推進協会・日本原子力発電
　　映像視察：北陸電力・中部電力・九州電力・東北電力・中国電力
　　　　　　　北海道電力・電源開発・関西電力・電気事業連合会
　　　　　　　日本原子力発電
　　緊急時対策所
　　現場視察：中部電力・四国電力・日本原子力発電
  　映像視察：北陸電力・中部電力・九州電力・東北電力・中国電力
　　　　　　　北海道電力・電源開発・関西電力・電気事業連合会
　　　　　　　日本原子力発電

○ピアレビュー等の受入れ
　　・即応センター：東北電力・日本原子力発電
  　・緊急時対策所：日本原子力発電

○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・伊方原子力発電所 （2022年12月9日）
　・女川原子力発電所 （2023年3月7日）

対象外

訓練参加率：104.5％
・訓練参加者：162名、計画人数　：155名

  本  社：2021年 4月26日改訂
  発電所：2021年 4月21日改訂

○最大25分
○第8報      15分、○第 9報     18分、○第11報     19分
○第12報　　 25分、○第14報　　 13分、○第20報　　  7分

  本  社：2021年 4月26日改訂
  発電所：2021年 4月27日改訂

訓練統制上のトラブルはなし

訓練参加率：96％
・訓練参加者：212名、計画人数　：220名

訓練統制上のトラブルはなし

訓練参加率：100%
・訓練参加者：193名、計画人数　：193名

-

2月10日

-

4月26日

東京電力HDとして、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力

・2023年2月 6日　日本原子力発電株式会社に対し規制庁役模擬を実施

・2023年3月22日　電事連 防災検討委員会／ATENA防災検討WGで訓練シナリオにおけるMAAP

水位データの炉圧逆補正について」を周知

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

○最大11分
○第 5報　　 4分、○第 8報　　 5分、○第10報　　 9分
○第13報    11分、○第14報    11分、○第21報     8分

Ａ

①～③が実施されている

○3件の問題点から3件の課題が抽出されている
○3件の課題に対して原因分析がされている
○3件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

Ａ

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
　・(統原防視察)即応センター ：15訓練
　・(DVD視察)即応センター     : 4訓練、緊急時対策所： 3訓練
　・(現場視察)　即応センター　: 3訓練、緊急時対策所： 3訓練
　・(ERC視察)  即応センター　： 4訓練
○自社訓練の視察受入れ（現地又はDVD）
　・あり
　即応センター
　現場視察：東北電力・九州電力・電源開発
　映像視察：北海道電力・東北電力・北陸電力・中部電力・関西電力・中国電力・
四国電力・九州電力・日本原子力発電・電源開発・原子力安全推進協会
　緊急時対策所
　現場視察：東北電力・九州電力・電源開発
　映像視察：北海道電力・東北電力・北陸電力・中部電力・関西電力・中国電力・
四国電力・九州電力・日本原子力発電・電源開発・原子力安全推進協会
○ピアレビュー等の受入れ
　・東北電力・九州電力・電源開発（即応センター、緊急時対策所）
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・(現場視察) 現場実働 ： 2訓練　伊方原子力発電所 （2022年12月9日）
　・女川原子力発電所 （2023年3月7日）

Ａ

①～③が実施されている

○12件の問題点から4件の課題が抽出されている
○4件の課題に対して原因分析がされている
○4件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
 なし

Ａ

Ａ

Ａ

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（広報コンサルティング会社）
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり（日本原燃）
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ、模擬SNS

Ａ

Ａ

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
　・東北電力
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　・後方支援拠点（出雲崎拠点）立ち上げ訓練（要素訓練として実施）
○原子力緊急事態支援組織との連動
　・美浜原子力緊急事態支援センターへの連絡訓練を実施

対象外

Ａ

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（広報コンサルティング)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(中部電力)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ、模擬SNSによる情報発信

訓練参加率：85％
・訓練参加者：111名、計画人数　：130名

東京電力HDとして、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力

・2023年2月 6日　日本原子力発電株式会社に対し規制庁役模擬を実施

・2023年3月22日　電事連 防災検討委員会／ATENA防災検討WGで訓練シナリオにおけるMAAP

水位データの炉圧逆補正について」を周知
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Ａ Ｂ Ｃ

１

【Ｐ】

前回訓練結果に対
する分析・評価が
行われ、全体を網
羅した情報フロー
へ反映している

全体を網羅した情
報フローを作成し
ている

情報フローを作成
しているものの、
全体が網羅されて
いない又は情報フ
ローを作成してい
ない

２－１
事故・プラントの状況

２－２
進展予測と事故収束対応戦
略

２－３
戦略の進捗状況

３－１
プラント情報表示システム
の使用（ＥＲＳＳ又はＳＰ
ＤＳ等を使用した訓練の実
施）

プラント情報表
示システムの使
用に習熟し、情
報共有に活用し
た

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る
即応センターの
補助ができてい
た

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣ
プラント班に共
有され、情報共
有に資した

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活用

情報共有におい
て必要な際、備
付け資料が活用
されていた

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

５

【Ｐ】

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

６

【Ｐ】

難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

７

【Ｄ】

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者を受入
れあり）かつ能
力向上を促せる
ような工夫を凝
らした訓練を実
施

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者を受入
れあり）

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者受入れ
なし）又は緊急
時対策所と連携
した事故シナリ
オに基づかない
現場実動訓練を
実施

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

シナリオの多様化・難度

情
報
共
有
・
通
報

情報共有のための情報フロー

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞ
れ以下の基準により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報
共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に
情報共有が行われている
　ａａｂ又はａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

基準

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

前回までの訓練の訓練課題を踏
まえた訓練実施計画等の策定

現場実動訓練の実施

区
分

No. 指標

A A

ａ 3.3 a ａ 3.7 a

ａ 3.5 a ａ 3.7 a

ａ 3.5 a ａ 3.6 a

A 3.3 A 3.4

A 3.4 A 3.6

A 3.3 A 3.8

A 3.3 A 3.6

A A

A A

A A

A A

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤12%､④18%､③59%､②12%､①0%
【良好事例、不足する点】
　・常用系に関する備付け資料の情報が少ない。

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤5%､④26%､③63%､②5%､①0%
【良好事例、不足する点】
　・後半はCOPを使った説明がわかりやすかった。

Ａ

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし（第6報：第1部訓練）
　○15条:誤記・記載漏れなし（第5報：第2部訓練）
　【参考】その他訂正報
　  なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○ＥＡＬ判断フローを用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認: 6分(判断14:17、確認14:23：第1部訓練）
　○15条認定: 6分(判断10:17、認定10:23：第2部訓練）
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した。

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後19分、28分間隔(最大)
　【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                  　   3報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   3報
　　14:36(第7報)対応の概要､プラント状況､MP､気象情報等
　　14:51(第8報)対応の概要､プラント状況､MP､気象情報等
    15:19(第9報)対応の概要､プラント状況､MP､気象情報等

Ａ

Ａ

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤10%､④30%､③50%､②10%､①0%
【良好事例、不足する点】
　・リエゾンが積極的に追加説明をして、混乱を防ぐことができたと思われ
る。
　・リエゾンからの資料が静かに渡されるので、何の資料がきていたのか、い
つ資料がおかれたのかわからない場面があった。

Ａ

Ａ

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

Ａ Ａ

Ａ

Ａ

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○全号機（1／1基）でAL以上
　○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：1基（1／1基）

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
　炉心冷却と格納容器除熱手段がRHR(B)ポンプのみとなった状況で、RHR(B)ポンプ
出口配管からの溢水発生を想定し、発電所本部に運転継続判断と今後の対応を検討
させ、フルスコープシミュレータと連携することで、発電所本部の判断で結果が変
わるマルチエンディングシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　東海第二(適合)　 AL：5回　SE：2回

○場面設定など（５つ以上付与）
　・時 間     ：－
　・場 所     ：－
　・気 象     ：－
　○体　制：キーとなる要員の配置変更
　○資機材：水中ポンプを使用した現場実働訓練
　・計器故障：－
　○人為的ミス：EAL情報の不達（AL23の進言なし）
　○OFC対応：要員の派遣、情報の入手、発電所と連携
　○判断分岐：漏えい発生中のRHR(B)の運転継続判断
　○その他：複数箇所での火災、汚染傷病者

【シナリオ概要】
　落雷起因によるLOCA発生及び原子炉注水機能の喪失等により、原災法第10条事象
となる原子力災害を想定。最終対応処置は、外部電源復旧後、給復水系での原子炉
注水、復水器での原子炉減圧冷却を実施。

Ａ

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実施（他原
子力事業者評価者を受入れあり）かつ能力向上を促せるような工夫を凝らした訓練
を実施
○現場実動訓練を実施
　・実施状況：要素訓練で実施
　・テーマ　：溢水対応（水中ポンプを使用した現場実働訓練）
　・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：なし
　・能力向上を促せるような工夫：RHR(B)ポンプ出口配管からの溢水を想定し、防
災資機材である水中ポンプを用いた溢水対応訓練を実施。
現場の溢水状況により、発電所本部に運転継続判断と今後の対応を検討させるシナ
リオ。また、漏えい水は炉水を含むことから、放射線管理班と連携し、漏えい水の
サンプリング、必要装備の装着を行わせる。
　・連携状況：現場、発電所本部、即応センターとの連携
　・他事業者評価：東北電力

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた。
○発災を想定する号機（複数号機又は全号機）
 ○複数号機（1／1基）でAL以上
  ※冷却告示を除く
 ○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：1基（1／1基）
 
○能力向上を促せるような実効性のある内容か
　2次系冷却手段がタービン動補助給水ポンプのみの状況において、予期せぬ事態
（SG給水と蒸気の漏えい）の発生を受け、人身安全と原子力安全を考慮して当該ポン
プの運転継続判断と今後の対応を検討させるシナリオ。
 
○EAL（複数の異なるEAL区分）
　※地震・津波等は評価外
　2号機（適合）AL：5回、SE：4回、GE：5回
 
○場面設定など（５つ以上付与）
　・時 間     ：－
　・場 所     ：－
　・気 象     ：－
　〇体 制     ：要員の分散配置
　〇資機材    ：一斉FAXの故障
　〇計器故障  ：炉心出口温度の計器故障
　〇人為的ミス：EAL情報の不達（AL24の進言なし）
　〇OFC対応   ：要員の派遣、情報の入手、発電所と連携
　〇判断分岐  ：タービン動補助給水ポンプの運転継続判断
　〇その他    ：重要設備火災、汚染傷病者の発生
 
【シナリオ概要】
2号機：地震起因によるLOCA時原子炉注水機能の喪失等により、原災法第10条事象及
び同法第15条事象に至った後に炉心損傷となる原子力災害を想定。最終対応処置は、
常設低圧代替注水ポンプによる格納容器スプレイを実施（事故収束戦略として、可搬
型代替注水大型ポンプによる格納容器内自然対流冷却を計画）するシナリオ。

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実施（他原子
力事業者評価者を受入れあり）

○現場実動訓練を実施
　・実施状況：要素訓練で実施
　・テーマ ：可搬型設備による給電（放射線防護装備着用）
　・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり（仮設足場倒壊による電源車配備場所の検討、ケーブル絶
縁不良）
　・能力向上を促せるような工夫：電源確保作業において発生する不測事態として、
絶縁抵抗低下を状況付与し、原因の特定及び電源の接続先を検討させるなど、現場対
応能力の向上を促せる工夫等。
　・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
　・他事業者評価：関西電力、北陸電力

Ａ

東海第二発電所
自己評価 2月17日

敦賀発電所
自己評価 12月2日

Ａ

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤18%､④35%､③35%､②12%､①0%
【良好事例、不足する点】
・配付資料について、担当で１部ではなく、島で１部しか配付されないことが
何回かあったため、資料作成を迅速に行うためにも、担当で１部配付するよう
にしてほしい。

Ａ

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した。

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤17%､④44%､③39%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・ＣＯＰ等を用いて円滑な連携に努めていた。

Ａ

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤12%､④35%､③35%､②18%､①0%
【良好事例、不足する点】
・ＳＰＤＳ等を用いて円滑な連携に努めていた。

Ａ

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映してい
る

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

Ａ

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映してい
る

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

Ａ A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている

○プラント状況等の必要な情報共有が、発電所の情報とタイムラグがな
く、即時性をもって前広になされた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤5%､④26%､③58%､②10%､①0%
　・LOCA事象で推定漏えい量等の情報が共有されていなかった。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤11%､④33%､③50%､②6%､①0%
　・EALについて、発生時に、今後事象がどう推移するとSE、GE事象となる
旨、説明が出来ていた。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤17%､④22%､③56%､②6%､①0%

Ａ

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④28%､③61%､②6%､①0%

A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている

○ＥＲＣプラント班へのタイムリーな情報発信、情報共有ツールを活用し
た情報発信について、ＥＲＣ対応班は落ち着いて、簡潔かつ短切に、ポイ
ントを絞り必要事項を共有していたのは良好。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤5%､④63%､③26%､②5%､①0%
・プラント状況については速やかな共有が図られていた。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤17%､④44%､③33%､②6%､①0%
・大破断LOCAとSBOで保守的に炉心損傷時間を予測し早くCV対策の戦略に切
り替えていたのが良かった。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤11%､④39%､③44%､②6%､①0%
・火災の消火状況に関して、即応センターからＥＲＣに対し、消防班の進
入方法や排煙の方法について、図面を使い現場の状況が分かりやすい説明
を行っていた。

Ａ

Ａ

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条/15条:誤記・記載漏れなし(第7報)
　【参考】その他訂正報
　○なし
　
○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○ＥＡＬ判断フローを用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○（10条確認/）15条認定: 7分(判断15:02、認定15:09)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後31分、33分間隔(最大)
　【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要       2報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   2報
　　15:33(第10報)対応の概要､プラント状況､MP、気象情報等
 　 16:06(第17報)対応の概要､プラント状況､MP、気象情報等

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④50%､③44%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備え付け資料は有効に活用されていた。
・備え付け資料と当日配付資料で設備名を統一すること。
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Ａ Ｂ Ｃ
基準区

分
No. 指標

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下

９

【Ｄ】

実動が３つ 実動が２～１ 実動なし

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施さ
れている

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

【Ｐ】

【Ｄ】

【Ｐ】

【Ｐ】

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｄ】

届出日
○指標2、3は、ﾌﾟﾗﾝﾄ班ｱﾝｹｰﾄ(5段階(大変良い5、大変悪い1)の加重平均(3以上a、2
以上b、2未満cで表記)
○その他の指標は、Aは5点、Bは2.9点、Cは1.9点で計算
○新型コロナウィルス感染症対策のため実施できなかった項目(評価が括弧付き)は
合計から外す

訓練報告書届出日 訓練後経過日数

備
考

ＥＲＣプラント班への備え付け
資料に係る説明実績

シナリオ非提示型訓練の実施状
況

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

訓練統制

評価指標だけで表せない取
組等を記述する。

１０条通報に要した時間

中期計画の見直し

他事業者の改善に向けた取り組
みへの協力

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレ
ス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
③他原子力事業者広報担当等の
社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外部
への情報発信

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動訓
練への視察

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠
点との連動
③原子力緊急事態支援組織との
連動

緊急時対応要員の訓練参加率
（即応センター）

東海第二発電所
自己評価 2月17日

敦賀発電所
自己評価 12月2日

A A

A A

A A

A A

94日 171日

訓練統制上のトラブルはなし

Ａ

対象外

【第1部訓練】
　○最大7分
　○第6報　　 7分
【第2部訓練】
　○最大４分
  ○第 5報    4分

2022年10月改訂

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

○原子力災害医療訓練のうちオンサイト医療に関する実動訓練を実施
　・実動訓練：2022年7月22日（金）
　・通報連絡訓練：2023年2月17日（金）
○公設消防と連携した消火活動訓練の実施
　・連携訓練：2022年12月14日（金）
○多様なシナリオによる訓練の試行として、ＧＥに至らない訓練を実施

日本原電として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
○視察・評価において抽出された良好事例、気付き・改善事項のコメント数：393件（良好
事例：213件、気づき・改善事項：180件）
○他事業者（北海道電力）の訓練において、模擬ＥＲＣ役を実施

訓練統制上のトラブルはなし

5月22日

○原子力災害医療訓練のうちオンサイト医療に関する実動訓練を実施
　・実動訓練：2022年8月24日（水）
　・通報連絡訓練：2022年12月2日（金）
○公設消防と連携した消火活動訓練の実施
　・連携訓練：2022年12月2日（金）

日本原電として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
○視察・評価において抽出された良好事例、気付き・改善事項のコメント数：393件（良好
事例：213件、気づき・改善事項：180件）
○他事業者（北海道電力）の訓練において、模擬ＥＲＣ役を実施

5月22日

2022年10月改訂

対象外

Ａ

①～③が実施されている

○17件の問題点から3件の課題が抽出されている。
○3件の課題に対して原因分析がされている。
○3件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている。

Ａ

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
・(統原防視察)即応センター：14訓練
・(DVD視察)即応センター： 8訓練、緊急時対策所：8訓練
・(現場視察)　即応センター： 7訓練、緊急時対策所：7訓練
・ (ERC視察)  即応センター： 4訓練
○自社訓練の視察受入れ（DVD）
・あり（北海道電力、東北電力、東京電力HD、中部電力、北陸電力、中国電力、四国
電力、九州電力、電源開発）
○ピアレビュー等の受入れ（現地）
・東京電力HD、関西電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
・ （DVD）：川内、東通、玄海
・（現地）：高浜、志賀、福島第二、大飯、浜岡、美浜

Ａ

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
　・(統原防視察)即応センター：18訓練
　・(DVD視察)　 即応センター： 8訓練　緊急時対策所： 8訓練
　・(現場視察)　即応センター： 7訓練　緊急時対策所： 7訓練
　・(ERC視察)　 即応センター： 3訓練

○自社訓練の視察受入れ（DVD）
　・あり（北海道電力、東北電力、東京電力HD、中部電力、北陸電力、中国電力、
関西電力、四国電力、九州電力、電源開発、JANSI）
○ピアレビュー等の受入れ
　・あり（東北電力、東京電力HD）
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・（DVD）：3訓練
　・（現地）：6訓練

Ａ

①～③が実施されている

○12件の問題点から3件の課題が抽出されている
○3件の課題に対して原因分析がされている
○3件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
 なし

Ａ

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
　・関西電力
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　・敦賀総合研修センター初動対応（電話実連絡、拠点開設準備、原子力事業者間協
力協定に基づく対応）
○原子力緊急事態支援組織との連動
　・無線資機材等の操作訓練（要素訓練として実施）

Ａ

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
　・東京電力HD
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　・茨城事務所（住民避難要請の状況下で発電所本部及び本店本部と連携し、要避
難支援者を福祉車両にて搬送する現場実働訓練を実施）
○原子力緊急事態支援組織との連動
　・美浜原子力緊急事態支援センターへの実連絡訓練

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(東京電力HD)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページによる情報発信

Ａ

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(東京電力HD)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページによる情報発信

○最大13分
○第 7報  9分、○第 9報  7分、○第11報 13分
○第12報  9分、○第13報  7分、○第14報  8分
○第15報  8分、○第16報  8分、○第18報 12分

訓練参加率：101％
・訓練参加者：149名、計画人数148名

【第1部訓練】訓練参加率：114％
　・訓練参加者：114名、計画人数：100名
【第2部訓練】訓練参加率：100％
　・訓練参加者： 14名、計画人数： 14名

【第1部訓練】訓練参加率：90％
　・訓練参加者：107名、計画人数：119名
【第2部訓練】訓練参加率：86％
　・訓練参加者： 12名、計画人数： 14名

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

訓練参加率：101％
・訓練参加者：119名、計画人数118名
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評価指標に基づく評価結果(一覧)(実用発電用原子炉) 別添１－１
9/18

Ａ Ｂ Ｃ

１

【Ｐ】

前回訓練結果に対
する分析・評価が
行われ、全体を網
羅した情報フロー
へ反映している

全体を網羅した情
報フローを作成し
ている

情報フローを作成
しているものの、
全体が網羅されて
いない又は情報フ
ローを作成してい
ない

２－１
事故・プラントの状況

２－２
進展予測と事故収束対応戦
略

２－３
戦略の進捗状況

３－１
プラント情報表示システム
の使用（ＥＲＳＳ又はＳＰ
ＤＳ等を使用した訓練の実
施）

プラント情報表
示システムの使
用に習熟し、情
報共有に活用し
た

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る
即応センターの
補助ができてい
た

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣ
プラント班に共
有され、情報共
有に資した

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活用

情報共有におい
て必要な際、備
付け資料が活用
されていた

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

５

【Ｐ】

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

６

【Ｐ】

難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

７

【Ｄ】

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者を受入
れあり）かつ能
力向上を促せる
ような工夫を凝
らした訓練を実
施

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者を受入
れあり）

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者受入れ
なし）又は緊急
時対策所と連携
した事故シナリ
オに基づかない
現場実動訓練を
実施

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

シナリオの多様化・難度

情
報
共
有
・
通
報

情報共有のための情報フロー

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞ
れ以下の基準により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報
共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に
情報共有が行われている
　ａａｂ又はａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

基準

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

前回までの訓練の訓練課題を踏
まえた訓練実施計画等の策定

現場実動訓練の実施

区
分

No. 指標

A A

ａ 2.6 b ａ 3.9 a

ｂ 2.1 b ａ 3.9 a

ｂ 2.2 b ａ 3.8 a

B 2.5 A 3.6

A 3.3 A 4.2

B 2.5 A 4.0

B 2.6 A 3.7

A A

A A

A A

A A

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実施（他原子
力事業者評価者を受入れあり）かつ能力向上を促せるような工夫を凝らした訓練を実
施

○現場実動訓練を実施
　・実施状況：要素訓練で実施
　・テーマ　：重機を用いてアクセスルート上の障害物を除去することを模擬した訓
練
　・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(アクセスルートの障害物撤去で使用のブルドーザー故障)
　・能力向上を促せるような工夫：複数のアクセスルート現場において異なる障害を
付与し、アクセスルート選択によっては炉心損傷に至る難易度の高いシナリオ。
　・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
　・他事業者評価：日本原電、中国電力

Ａ

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第 7報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第14報)
　【参考】その他訂正報
　▼AL該当事象連絡 主蒸気隔離弁全閉の記載漏れ（第2報)の訂正報として第4報で
追記。
　▼２５条報告　原子炉圧力容器注水有無のチェック間違い（第20報）の訂正報と
して第21報で訂正
　▼２５条報告　原子炉水位の表記ミス等（第22報）の訂正報として第23報で修正

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「EAL判断フロー」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:8分(判断11:01、確認11:09)
　○15条認定:8分(判断13:42、認定13:50)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後43分、1時間17分間隔(最大)（昼休憩11:50～13:10（80
分）除く）
　【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要      　            　 4報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   4報
     11:44(第 9報)対応の概要、プラント状況、MP、気象情報
     14:21(第16報)対応の概要、プラント状況、MP、気象情報
     15:09(第20報)対応の概要、プラント状況、MP、気象情報
     15:32(第22報)対応の概要、プラント状況、MP、気象情報

Ａ

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○全号機(１号機（未適合炉）、２号機（適合炉想定）)でAL以上
　○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：1基(1/1基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
地震の影響で２号機のＤ/Ｇ２台が停止する状況下、残り１台のＤ/Ｇ（Ｃ）が給電するＭ/Ｃ
（Ｅ）のある非常用電気品室（Ｃ）で火災が発生し、自動消火設備が動作せず、煙が充満し室
内の状況が確認できない中、消火活動のため手順どおり Ｍ/Ｃ（Ｅ）への給電停止の判断を迷
わせる判断能力の向上を図るシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機(未適合)　 AL：1、SE：1、GE：0
　2号機(適合)　   AL：6、SE：6、GE：4

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　：-
　○場所　：発電所構内のモバイル設備に係るアクセスルート障害
　・気象　：-
　○体制　：少人数体制、分散配置（発電所は緊急時対応に必要な最小人数、即応センターも
要員を４割削減し、２拠点に分散配置）
　○資機材　：通報ＦＡＸの不具合（東京方面におけるＮＴＴ回線の不具合を想定）
　〇計器故障　：モニタリングポスト故障
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：要員派遣、プラント情報収集、ＯＦＣでの記者会見
　○判断分岐　：非常用電気品室における火災発生時の消火方針
　○その他　　：汚染傷病者、内部火災、大ＬＯＣＡ

【シナリオ概要】
地震(震度６弱)により１･２号機共にSBO、２号機は原子炉自動スクラム｡２号機は３台中２台
のＤ/Ｇがトリップし、残り１台のＤ/Ｇの給電先であるＭ/Ｃでは火災（内部火災）が発生し
消火活動を開始。２度目の地震(震度６強)で２号機で大ＬＯＣＡ、高圧注水設備喪失、ＳＦＰ
スロッシングが同時発生。またその直後、常設代替交流電源設備がトリップし、全注水機能喪
失に至った後、炉心損傷に至る。一方、１号機では燃料プール冷却浄化系配管が破断、サイ
フォン効果で使用済燃料貯蔵プール水位が低下｡復水補給水系により使用済燃料貯蔵プール内
に注水するものの、水位低下は継続し、原災法10条事象に至る。

Ａ

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

Ａ

Ａ

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤39%､④39%､③22%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンの方の対応は非常によかった。
・プラントをよく熟知した要員が配置されていた
・動きも速やかで自律的に対応していた。
・リエゾンによる事業者資料の配付は、速やかで配布時に
　「これから説明する資料です」と一言添えていた。

Ａ

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映してい
る

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練で情報フローに反映が必要な課題はなかった

Ａ A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤25%､④40%､③30%､②5%､①0%
・情報はタイムリーに伝わってきた。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤20%､④50%､③25%､②5%､①0%
・COPにはある程度記載されているものの、注水喪失等、重要なイベント発
生時の事象進展の発話が少なかった印象。
・CV破損防止対策についてはベント阻止のための戦略しか記載
されていない。長期的な除熱対策の検討等の検討状況がCOPで俯瞰的に見れ
ないので改善が必要。
・ステータスが変わる可能性のある時刻で取りまとめ状況の共有がなかっ
た。ステータスが変わることを予測し、事前に対策等の認識共有をしてい
くことが肝心。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤21%､④37%､③42%､②0%､①0%
・プラント状況（応急措置の概要）の頻度、内容が不十分ではないか。
（RCICで水位維持していたことが機能喪失の時点まで読み解けないなど）

Ａ

志賀原子力発電所

Ａ

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　　複数号機(2/3基)でAL以上

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
・複数箇所で火災が発生している状況化で、火災のリスク・影響評価を実施したのち、限られ
た要員(自衛消防隊)で、適切な優先順位を付けるなど、指揮者の意思決定能力向上させるシナ
リオ

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　3号機(未適合) AL:1､SE:1､GE:0
  4号機(適合炉) AL:3、SE:2、GE:1

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時　間　  ：－
　○場　所　  ：地震・火災によるアクセスルート障害
　・気　象 　 ：－
　・体　制    ：－
　○資機材    ：火災発生時の消火装置不具合、アクセスルート復旧車両の故障
　○計器故障  ：モニタリングポスト故障
　○ＯＦＣ対応：OFCへ要員派遣
　○判断分岐  ：消火活動の優先順位付け、代替消火手段の検討等
　○その他    ：複数個所での火災、汚染傷病者の発生
【シナリオ概要】
平日昼間帯に震度7の地震起因により、4号機原子炉停止し、複数の火災が発生。複数の原子炉
注水設備が故障し、徐々に事態悪化。原子炉注水機能喪失により全面緊急事態となる。また、
3号機では使用済燃料プールの漏えいが発生。施設敷地緊急事態となる事故シナリオ。

Ａ

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤17%､④50%､③22%､②11%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備え付け資料はとても良い。
・ページ番号の発話を初期に漏らす時もあったが、必要なものは活用してい
た。

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤13%､④50%､③25%､②13%､①0%
【良好事例、不足する点】
・SPDS、COPが使われ情報共有がなされた。

浜岡原子力発電所
自己評価 2月10日 自己評価 1月31日

Ａ

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実施（他原
子力事業者評価者を受入れあり）かつ能力向上を促せるような工夫を凝らした訓練
を実施

○現場実動訓練を実施
　・実施状況：総合訓練で実施
　・テーマ　：使用済燃料貯蔵プール水位低下事象対応実働訓練
　・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(２号機ＳＦＰへの注水作業に係るアクセスルート使用不
可。)
　・能力向上を促せるような工夫：地震による法面崩落で消防車による２号機ＳＦ
Ｐへの注水作業に係るアクセスルート使用不可。軽油タンクからの軽油漏えいによ
り、代替ルート使用不可。更なる代替ルートの検討として漏えいした軽油タンク
側、法面崩落している斜面側、耐震性が確保されていない屋内のいずれの選択迫る
シナリオ。
　・連携状況：現場、緊急時対策所、即応センター
　・他事業者評価：東北電力、東京電力HD、中部電力、関西電力、日本原電、電源
開発

Ａ

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤32%､④42%､③21%､②5%､①0%
【良好事例、不足する点】
・戦略について、個々に系統図等で説明があったが、体系的な整理が不足して
いる。
・事業者の資料（特にCOP）が見やすく理解しやすかった。

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映してい
る

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練で情報フローに反映が必要な課題はなかった

Ｂ

特段の支障なく情報共有が行われている

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④7%､③60%､②20%､①13%
【良好事例、不足する点】
　・アクセスルートに係る説明を行う際は、備え付け資料の図面等を活用して
説明を行うべき。
　・電子の備え付け資料については、PDF化して一冊にしてもらいたい。
　・略称を用いる場合は備付資料で正式名称がわかるようにするなど整理する
こと。（質問を受け、即答できないのはもってのほか）

B

特段の支障なく情報共有が行われている

○即応センターのスピーカはとても落ち着いており、ポイントを押さえて
発話しており内容を理解しやすかった。
▼進展予測やその対応状況については発話がなかった。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④11%､③39%､②44%､①6%
・個々の事象の説明はあったが、全体のステータスや戦略の説明が乏し
かった。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④6%､③17%､②61%､①17%
・炉心損傷予測20：00に対し、19：20に可搬型による注水が準備完了予定
となった際、「炉心損傷を回避できる見込み」について発話があり対策失
敗を想定した発話がなかった。いろいろな、マルファンクションが次々発
生している状況を鑑み、失敗を想定した先の対策説明も必要。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④11%､③17%､②50%､①22%
・訓練後振り返りの事業者より、戦略の立案、情報等が伝えられなかった
との発言にあるように、ERCへの戦略、対応等の共有が、全て後手後手の感
がある。
・戦略が短期的なものしか説明されず、手順フローの説明が適時にできて
いなかった。

Ａ

特段の支障なく情報共有が行われている

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③62%､②31%､①8%
【良好事例、不足する点】
　・SPDSを用いてプラント状態等を説明する際、どこを説明しているかを示す
べく、矢印などをポインター表示の着意が必要。

Ａ

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤13%､④13%､③67%､②7%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンの対応は非常によかった。
・プラント対応リエゾン4人中3人が本社から参加で震度7の東南海地震発生の
今回のシナリオでは初動で駆けつけられる筈がなく、現実離れしている。
・リエゾン配付資料には通しNo.を付けること。

Ａ

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第3報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第7報)
　【参考】その他訂正報
　○なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「EAL判断チャート」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:6分(判断13:59、確認14:05)
　○15条認定:5分(判断15:11、認定15:16)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後56分、54分間隔(最大)
　【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                　    2報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  2報
　　14:55(第6報)対応の概要､プラント状況､MP、気象情報
　　15:49(第8報)対応の概要､プラント状況､MP、気象情報

Ａ

Ｂ

特段の支障なく情報共有が行われている

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④6%､③53%､②29%､①12%
【良好事例、不足する点】
・戦略の情報が体系化されておらず、わかりづらかった。
・COPのへ変更点が反映されていない箇所が多く見られた。
・COP3は配付が少なく、文字が小さく全く見えなかった。

Ｂ

Ａ
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Ａ Ｂ Ｃ
基準区

分
No. 指標

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下

９

【Ｄ】

実動が３つ 実動が２～１ 実動なし

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施さ
れている

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

【Ｐ】

【Ｄ】

【Ｐ】

【Ｐ】

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｄ】

届出日
○指標2、3は、ﾌﾟﾗﾝﾄ班ｱﾝｹｰﾄ(5段階(大変良い5、大変悪い1)の加重平均(3以上a、2
以上b、2未満cで表記)
○その他の指標は、Aは5点、Bは2.9点、Cは1.9点で計算
○新型コロナウィルス感染症対策のため実施できなかった項目(評価が括弧付き)は
合計から外す

訓練報告書届出日 訓練後経過日数

備
考

ＥＲＣプラント班への備え付け
資料に係る説明実績

シナリオ非提示型訓練の実施状
況

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

訓練統制

評価指標だけで表せない取
組等を記述する。

１０条通報に要した時間

中期計画の見直し

他事業者の改善に向けた取り組
みへの協力

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレ
ス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
③他原子力事業者広報担当等の
社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外部
への情報発信

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動訓
練への視察

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠
点との連動
③原子力緊急事態支援組織との
連動

緊急時対応要員の訓練参加率
（即応センター）

志賀原子力発電所浜岡原子力発電所
自己評価 2月10日 自己評価 1月31日

A A

A A

A A

A A

124日 99日

▼新規制基準適合後の想定であるにも関わらず、訓練設備（シミュレータやSPDS）の都合
により、規制要求設備を含む一部設備を運用開始していないものとして扱った。またこの
ことについて、参加者、規制庁統制者及び事業者統制者の間で共通認識が図られず混乱が
生じた。
▼リエゾン要員の構成が本店派遣要員の比率が高く、実発災時の初動対応体制と乖離が
あったため、訓練前に是正を求めたが、本来初動対応する東京支社の大半の要員に事前に
シナリオが開示されてしまっているため交代できないとの理由で是正されなかった。

5月10日

対象外

全てのプレーヤーに対してシナリオ非提示全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

訓練参加率：100％
・訓練参加者：386名（うち、コントローラ20名）、計画人数：386名（うち、コントロー
ラ20名）

訓練参加率：94%
・訓練参加者：138名（うち、コントローラ13名）、計画人数：147名（うち、コントロー
ラ14名）

○ERC対応ブース発話者、仕切り役、ERCリエゾンの育成。
○訓練中確認されたプレーヤーの機転の利いた対応や判断等について、今後も継続して高
いパフォーマンスが維持できるよう、良好事例として抽出。
○より広範囲な緊急時対応組織との連携を伴う訓練の試行として、送電部門と連携した電
源復旧訓練を実施。

6月14日

・部門共通：2022年5月24日改訂
・原子力部：2022年5月24日改訂
・発電所：2022年5月31日改訂

中部電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
○Ⅱ型訓練の評価2件（現地：4/21泊、DVD：4/27女川）
○現場実動訓練の評価1件（11/15島根)
○総合訓練の評価1件（12/9伊方）

○緊急時対応能力の向上のための試行として、第3者ピアレビューを実施

北陸電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
〇他原子力事業者訓練の評価
　・即応センター：1回
　　現地：2023年 1月23日　中部電力社内訓練（プレイヤーとして参加）
　・現場実動：１回
　　現地：2022年11月15日　中国電力総合訓練（プレイヤーとして参加）
    (島根電源機能喪失時対応訓練における連携訓練)
  ・後方支援拠点：１回
　　現地：2023年2月28日　九州電力後方支援拠点訓練（評価者として参加）

Ａ Ａ

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
　・（統原防視察）即応センター：0訓練
　・（DVD視察）  即応センター：8訓練、緊急時対策所： 8訓練
　・（現場視察）即応センター：3訓練、緊急時対策所： 2訓練
　・（ERC視察） 即応センター：3訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・即応センター：3社（東北電力、中部電力、電源開発）
　・緊急時対策所：3社（東北電力、関西電力、電源開発）
○ピアレビュー等の受入れ
　・即応センター：2社（中国電力、九州電力）
　・緊急時対策所：2社（中国電力、九州電力）
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・ （DVD）：日本原電
　・（現地）：東北電力

Ａ

①～③が実施されている

○8件の問題点から3件の課題が抽出されている
○3件の課題に対して原因分析がされている
○3件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

対象外

Ａ

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
　・日本原子力発電（実連絡）
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　・島田電力センター掛川分室（身体・車両・物品スクリーニング及び除染設備の立
上げ、運営に係る訓練:要素訓練にて実施)
○原子力緊急事態支援組織との連動
　・美浜原子力緊急事態支援センターへの支援要請（実連絡）
　・無線ヘリコプターの操作訓練（要素訓練として実施）

Ａ

Ａ

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(北陸電力)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページによる情報発信

○最大17分
　○第 7報    17分、○第11報    10分、○第14報   　12分
　○第15報     1分、○第17報     4分、〇第18報      1分
　○第19報     3分

○最大5分
　○4号機
　　第3報　　5分、　第4報　　3分、　第7報　　4分
　○3号機
　　第3報　　2分

Ａ

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
　・東京電力ＨＤ及び中部電力（３社による協力協定に基づく派遣要員受入）
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　・原子力事業所災害対策支援拠点（七尾大田火力発電所運動公園）立上げ
　・原子力事業所災害対策支援拠点より通信機器にて即応センターと通信確認
○原子力緊急事態支援組織との連動
　・美浜原子力緊急事態支援センターへの支援要請（実連絡）
　・小型ロボット２台による模擬現場偵察作業、ＳＦＰ注水に係る作業の訓練
　・原子力安全研究協会へ実連絡

Ａ

①～③が実施されている

○14件の問題点から5件の課題が抽出されている
○5件の課題に対して原因分析がされている
○5件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
　なし

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
　・(統原防視察)即応センター ：13訓練
　・(DVD視察)　 即応センター ： 8訓練、緊急時対策所：18訓練
　・(現場視察)　即応センター ： 3訓練、緊急時対策所： 2訓練
　・(ERC視察)   即応センター ： 5訓練
○自社訓練の視察受入れ（DVD又は現地）
　・あり（現地視察：関西電力）
　（DVD視察：関西電力、日本原電、東北電力、中国電力、電源開発、九州電力）
○ピアレビュー等の受入れ
　・あり（東北電力、四国電力：即応センター、緊急時対策所）
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察（DVD又は現地）
　・ （DVD）：東通、東海第二
　・（現地）：島根、伊方

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(東京電力HD)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

2022年11月28日改訂

訓練参加率：99％
・訓練参加者：139名、計画人数　：141名

訓練参加率：100%
・訓練参加者：116名、計画人数　：116名

訓練統制上のトラブルはなし
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評価指標に基づく評価結果(一覧)(実用発電用原子炉) 別添１－１
11/18

Ａ Ｂ Ｃ

１

【Ｐ】

前回訓練結果に対
する分析・評価が
行われ、全体を網
羅した情報フロー
へ反映している

全体を網羅した情
報フローを作成し
ている

情報フローを作成
しているものの、
全体が網羅されて
いない又は情報フ
ローを作成してい
ない

２－１
事故・プラントの状況

２－２
進展予測と事故収束対応戦
略

２－３
戦略の進捗状況

３－１
プラント情報表示システム
の使用（ＥＲＳＳ又はＳＰ
ＤＳ等を使用した訓練の実
施）

プラント情報表
示システムの使
用に習熟し、情
報共有に活用し
た

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る
即応センターの
補助ができてい
た

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣ
プラント班に共
有され、情報共
有に資した

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活用

情報共有におい
て必要な際、備
付け資料が活用
されていた

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

５

【Ｐ】

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

６

【Ｐ】

難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

７

【Ｄ】

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者を受入
れあり）かつ能
力向上を促せる
ような工夫を凝
らした訓練を実
施

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者を受入
れあり）

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者受入れ
なし）又は緊急
時対策所と連携
した事故シナリ
オに基づかない
現場実動訓練を
実施

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

シナリオの多様化・難度

情
報
共
有
・
通
報

情報共有のための情報フロー

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞ
れ以下の基準により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報
共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に
情報共有が行われている
　ａａｂ又はａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

基準

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

前回までの訓練の訓練課題を踏
まえた訓練実施計画等の策定

現場実動訓練の実施

区
分

No. 指標

A A

ａ ａ 3.6 a ａ 3.8 a

ａ ａ 3.7 a ａ 3.7 a

ａ ａ 3.6 a ａ 3.7 a

A 3.6 A 3.8

A 3.8 A 3.9

A 3.4 A 3.4

A 3.7 A 3.6

A A

A A

A A

A A

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実施（他原
子力事業者評価者を受入れあり）

○現場実動訓練を実施
　・実施状況：総合訓練で実施
　・テーマ　：蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプの蒸気発生器注水ラインの系統構
成、免震架台固定治具とホースの取付
　・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり（ポンプ水張り時にポンプ出口管（スプールピース）から
の漏れ発生 ）
　・現場作業能力向上を促せる想定
　　タービン動補助給水ポンプ1台のみ状況において、現場の焦りを誘発するような
情報（タービン動補助給水ポンプ不調兆候に伴う早急な準備対応）を対策本部（プ
レーヤ）から現場要員に対し付与し、現場作業の能力向上を促す想定。また、予期
せぬトラブル（ポンプ水張り時に漏れ発生）を付与し、本部への状況報告に対する
能力向上を促す想定。
　・連携状況：現場、緊急時対策所
　・他事業者評価：日本原電

Ａ

Ａ

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④63%､③31%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
　・適切に情報提供がなされていた。

Ａ

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤24%､④47%､③29%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
　・リエゾンに各種問い合わせを行ったが、速やかかつ適切な回答を得ること
ができた。
　・リエゾンから負傷者情報について確実に連絡していただいた。

Ａ

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤11%､④32%､③47%､②11%､①0%
【良好事例、不足する点】
　・前半の状況把握や戦略の理解が難しかった。
　・付箋紙で急ぎ共有された情報が一部分かりにくかった。
時々何号機の情報か明確ではないときがあった。

Ａ

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤16%､④26%､③58%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
　・資料等は有効に使っていたと思います。

Ａ

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④59%､③35%､②0%､①0%

Ａ

Ａ

美浜発電所
3月3日 1月20日

大飯発電所
自己評価 自己評価

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④53%､③41%､②0%､①0%

Ａ

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
○全号機(1/1基:3号機)でAL以上　※冷却告示除く
○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：全号基(1/1基:3号機)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
3号機で電源の多重故障が発生、電源車のみ使用可能な状況でタービン動補助給水ポンプが異常の兆

候。仮設中圧ポンプの準備作業を早期に完了させておくことで２次系の冷却により炉心損傷を回避でき
る可能性を含むシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　3号機(適合)　  AL:5､SE:5､GE:4

○場面設定など（5つ以上付与）
○時間 ：３号機仮設中圧ポンプの起動準備対応にて通常の対応人数では時間制限に間に合わな

い設定の付与
　・場所　　　：－
　・気象　　　：－

・体制 ：全交流電源喪失対応に必要な緊急安全対策要員以外の要員が必要となった場面を設定
し、構内退避している要員から現場対応にあてるべき要員を選定する判断を行った（模擬）
　○資機材　　：・３号機で電源車の車両移動不可及びバッテリ端子はずれを付与。
            　　・クレーン転倒によるアクセスルート１の制限
          　　　・ＰＨＳアンテナ破損で不通場所設定、本部との連携が困難な状況で
　　　　　　　　　 代替通信手段等の検討が必要となる。
　○計器故障　：高レンジエリアモニタ、No.５モニタポストの故障による指示値不良
　○人為的ミス：中央制御室から発電所対策本部への[特重代替炉注ポンプ]トリップの報告失念
　・ＯＦＣ対応：－
　○判断分岐　：３号機にて、電源の多重故障が起き、復旧の優先順位を検討させる状況を付与
　○その他　　：複数の汚染傷病者の発生、事故収束とは関係のない問合せ等の外乱の付与

【シナリオ概要】
地震（震度6弱）により3号機がDG故障等によりSBO。全給水喪失で10条事象、蒸気発生器広域水位1０％
未満到達、特重代替炉注ポンプによるＦ＆Ｂ開始で15条事象となる。ポンプ不調兆候や充てん／高圧注
入ポンプおよび余熱除去ポンプ起動不可となる。その後仮設中圧ポンプによるＳＧへの補助給水が開始
されるも再び地震（震度6弱）でLOCA等が発生し、炉心損傷に至る。

ＡＡ

Ａ

Ａ

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映してい
る

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

Ａ A

必要な情報に不足や遅れがなく､積極的に情報共有が行われている

○プラント状況等の必要な情報共有が、発電所の情報とタイムラグがな
く、即時性をもって前広になされた。また、適宜、今後のEALの進展、戦略
の全体像等の情報をまとめて説明していた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④47%､③47%､②0%､①0%
・事象初期の混みあった時間帯含めて、総じてプラント状況について、
「止める」「冷やす」を分けて適切に発話できていた。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④71%､③29%､②%､①0%
・事象進展予測、今後発出するであろうEALの見通し、及び対策について
も、講じているものが失敗した場合の対策も含めて適切に情報提供できて
おり、非常に安定感があった。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④65%､③35%､②0%､①0%
・プラント状況の整理、EALの今後の予告、今後の各種設備の復旧対策・見
込み等について、適切に対応・発言されていた。

Ａ

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実施（他原子力事業者
評価者を受入れあり）かつ能力向上を促せるような工夫を凝らした訓練を実施
○現場実動訓練を実施
　・実施状況：総合訓練で実施
　・テーマ　：電源車による代替電源（交流）からの給電
　・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり
　電源車の不具合への対応。
　（３台中２台は使用不能、1台は現場対応によって使用可能となる。）
　ＰＨＳ通話不可エリアが発生した場合における本部との適切な情報連絡の実施。
　・能力向上を促せるような工夫：美浜３号機のＳＢＯの発生に伴い、発電所対策本部からの
指示に基づき、「電源車による代替電源（交流）からの給電」に向けた対応を実施し、現場対
応において以下のマルファンクションを設定した。なお、現場実動訓練では、このような状況
でも現場調整者と情報連携のうえ適切な対応が実施できた。
　　・ルート１の３号機変圧器前でクレーンが転倒し通行不能との情報を付与した。
　　・電源車Ａはパンクにより移動不能との情報を付与した。
　　・電源車Ｂは外観異常なし（アクセスルート確認時の事前情報）、プレーヤの現場確認時
に使用不可を情報付与する予定であったが、今回は、電源車Ｃでの対応が選択されたので、電
源車Ｂについて情報付与する場面はなかった。）
　　・電源車Ｃはバッテリ端子が外した状態とし、端子をつなぐことでエンジンがかかる状態
とした。
　　・３２ｍ構台から接続箇所までの間で、ＰＨＳアンテナ破損によりＰＨＳがつながらない
状況を付与した。
　　・ノンテクニカル要素として、現場調整者に対し、構内退避中の職員等（コントローラ対
応）からの事故収束とは関係のない問合せ等の外乱を付与した。
　・連携状況：現場、緊急時対策所
　・他事業者評価：日本原電、中国電力、四国電力

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第 3報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第 6報)
　【参考】その他訂正報
　○なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○ＥＡＬ判断フローを用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:6分(判断14:06、確認14:12)
　○15条認定:5分(判断14:50、認定14:55)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後44分、53分間隔(最大)
　【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                  　   2報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   2報
　　14:50(第 5報)対応の概要､プラント状況､MP、気象情報
　　15:43(第 9報)対応の概要､プラント状況､MP、気象情報

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤18%､④41%､③41%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンからの説明フォローがとても良く、クロノロ作成が助かった

Ａ

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④29%､③65%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・最初、COPの共有が遅かったように思う

Ａ

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映してい
る

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

Ａ A

必要な情報に不足や遅れがなく､積極的に情報共有が行われている

○プラント状況等の必要な情報共有が、発電所の情報とタイムラグがな
く、即時性をもって前広になされた。また、適宜、今後のEALの進展、戦略
の全体像等の情報をまとめて説明していた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤16%､④53%､③32%､②0%､①0%
　・適切に情報提供がなされていた。
　
【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤5%､④65%､③25%､②5%､①0%
　・進展予測や戦略の説明があまりない印象だった。３号の情報なのか４
号の情報なのか、書画でも発話でもわかりにくかった。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤10%､④55%､③25%､②10%､①0%

Ａ

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
○全号機(2/2基)でAL以上 ※冷却告示除く。
○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：全号基(2/2基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
　３号機において、炉心注水手段が喪失し、炉心損傷予想時刻までに炉心注水を開始できない
事態状況設定でＭＣＣＩの回避を目指し、対策（[特重代替注水ポンプによるスプレイ]の先行
着手）判断を悩ませる等、指揮者の能力向上を促す場面設定したシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分) ※地震･津波等は評価外
　3号機(適合)　 AL:4､SE:4､GE:4
　4号機(適合)　 AL:4､SE:1､GE:0

○場面設定など（5つ以上付与）
　○時間　　　：補助給水ポンプの故障等、現場の焦りを誘発する情報の付与
　○場所　　　：３号機炉心損傷後対策本部から屋外SA設備作業に対し、今後の対応も見越し
た待機場所を指示できるか
　・気象　　　：－
　○体制　　　：新型コロナウィルス蔓延等の影響で発電所内人員数最低限
　・資機材　　：－
　○計器故障　：ＣＶ内高レンジエリアモニタ（高レンジ）指示不良
　○人為的ミス：ホースが接続不備により外れポンプモータ被水、LOCA発生後4号機A-SIP起動
不可の誤情報
　・ＯＦＣ対応：－
　○判断分岐　：代替パラメータである格納容器内エリアモニタ(ＥＳ)の指示確認での炉心損
傷判断等
　○その他　　：全ユニットでの発災想定、複数の汚染傷病者

【シナリオ概要】
運転中の２ユニット発災（内１基は全面緊急事態に至る）に加え、停止中２ユニットでも、使
用済燃料ピットスロッシング等、全ユニットでの発災を想定した対応が必要とされる厳しい状
況を設定したシナリオ

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第 5報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第 8報)
【参考】その他訂正報
　▼第２５条報告 確認時刻の誤記(第 7報)の訂正報として第18報
　▼第２５条報告 確認時刻の誤記(第14報)の訂正報として第19報

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○ＥＡＬ判断フローを用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:4分(判断14:20、確認14:24)
　○15条認定:6分(判断14:47、認定14:53)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後16分、58分間隔(最大)
　【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                  　   3報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   3報
　　＜3号＞
　　14:36(第 7報)対応の概要､プラント状況､MP
　　15:34(第14報)対応の概要､プラント状況､MP
　(16:07(第18報)対応の概要､プラント状況､MP※第 7報の訂正報)
　(16:17(第19報)対応の概要､プラント状況､MP※第14報の訂正報)
　　＜4号＞
　　16:20(第20報)対応の概要､プラント状況､MP

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している
○前回訓練において本店対策本部（若狭）の重点課題として抽出した『定期的な情
報整理時間（クールタイム）の確保』については、2022年2月に実施した美浜防災訓
練において検証済みである。

Ａ

ピアレビュー

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ
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Ａ Ｂ Ｃ
基準区

分
No. 指標

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下

９

【Ｄ】

実動が３つ 実動が２～１ 実動なし

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施さ
れている

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

【Ｐ】

【Ｄ】

【Ｐ】

【Ｐ】

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｄ】

届出日
○指標2、3は、ﾌﾟﾗﾝﾄ班ｱﾝｹｰﾄ(5段階(大変良い5、大変悪い1)の加重平均(3以上a、2
以上b、2未満cで表記)
○その他の指標は、Aは5点、Bは2.9点、Cは1.9点で計算
○新型コロナウィルス感染症対策のため実施できなかった項目(評価が括弧付き)は
合計から外す

訓練報告書届出日 訓練後経過日数

備
考

ＥＲＣプラント班への備え付け
資料に係る説明実績

シナリオ非提示型訓練の実施状
況

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

訓練統制

評価指標だけで表せない取
組等を記述する。

１０条通報に要した時間

中期計画の見直し

他事業者の改善に向けた取り組
みへの協力

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレ
ス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
③他原子力事業者広報担当等の
社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外部
への情報発信

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動訓
練への視察

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠
点との連動
③原子力緊急事態支援組織との
連動

緊急時対応要員の訓練参加率
（即応センター）

美浜発電所
3月3日 1月20日

大飯発電所
自己評価 自己評価ピアレビュー

A A

A A

A A

A A

55日 67日

原子力災害医療訓練のうちオンサイト医療に関する机上演習および通報連絡訓練を実施
(1) オンサイト医療机上演習：2023年1月12日(木)
(2) オンサイト医療に係る通報連絡訓練：2023年1月20日(金)

4月27日

関西電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
○ＥＲＣ対応自主訓練への協力
 ・今年度実績なし
○ＥＲＣ対応自主訓練の実施（他事業者からの協力）
 ・北海道電力：高浜発電所 自主訓練1回
　　＜気付き事項＞良好11点､課題16点
 ・ 九州電力 ：大飯発電所 自主訓練1回
　　＜気付き事項＞良好12点､課題 3点
 ・ 四国電力 ：美浜発電所 自主訓練1回
　　＜気付き事項＞良好10点､課題 7点

3月28日

原子力災害医療訓練のうちオンサイト医療訓練および通報連絡訓練を実施
(1) オンサイト医療訓練：2022年11月5日(土)
医務室及び処置室の状況確認、医療資機材等の確認、患者搬送の動線確認、実動訓練への
参加及び意見交換等を実施
(2) オンサイト医療に係る通報連絡訓練：2023年3月3日(金)
原子力事業本部から原子力安全研究協会に対し、緊急事態該当事象の発生と医療スタッフ
の派遣依頼について通報連絡訓練を実施

関西電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
○ＥＲＣ対応自主訓練への協力
 ・今年度実績なし
○ＥＲＣ対応自主訓練の実施（他事業者からの協力）
 ・北海道電力：高浜発電所 自主訓練1回
　　＜気付き事項＞良好11点､課題16点
 ・ 九州電力 ：大飯発電所 自主訓練1回
　　＜気付き事項＞良好12点､課題 3点
 ・ 四国電力 ：美浜発電所 自主訓練1回
　　＜気付き事項＞良好10点､課題 7点

対象外

Ａ

①～③が実施されている

○6件の問題点から6件の課題が抽出されている
○3件の課題に対して原因分析がされている
○3件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
 なし

対象外

Ａ

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
　・（統合原防視察）即応センター：13訓練
　・（DVD視察）即応センター:10訓練、緊急時対策所：11訓練
　・（現場視察）即応センター：2訓練、緊急時対策所：2訓練、後方支援拠点：1訓
練
　・（ERC視察） 即応センター：3訓練
○自社訓練の視察受入れ（DVD）
・あり （即応センタ－、緊対所ともに10社）
○ピアレビュー等の受入れ
・日本原電、中国電力、四国電力（即応センター、緊急時対策所及び現場実働）
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
・志賀　Ⅱ型訓練（DVD）・川内　現場実動(DVD)
・東通　現場実動（現地）　　　・伊方　Ⅱ型訓練（現地）
・東海第二　現場実動(DVD)　・女川　現場実動（現地）

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり  ※11/4、5、6総合防災訓練（美浜）で実施
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社）
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり （他事業者広報担当等社外プレーヤが参加した模擬記者会見実施。 ）
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ  ※11/4、5、6総合防災訓練（美浜）で実施

訓練統制上のトラブルはなし

Ａ

実動が３つ

○事業者間の支援活動
・連絡訓練を実施。
　日本原電（原子力事業者間協定）及び北陸電力（5社アライアンス）への支援の要
請
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・あり　※総合防災訓練（美浜）で実施
　　　　　中核施設（現地本部）の設営・運営訓練
　　　　　前線施設の設営訓練および協力施設（若狭支援
　　　　　連携本部）の設営・運営訓練
○原子力緊急事態支援組織との連動
・連絡訓練を実施。
・無線資機材（無線重機）の操作訓練を実施。

・事業本部：2022年8月改訂
・発 電 所：2023年1月改訂

○最大 9分
○第 3報      4分、○第 4報     2分、○第 6報   3分
○第 7報 9分、5分  ○第10報     5分

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

Ａ

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
・あり  ※総合防災訓練（11/4、5、6）で実施
○記者等の社外プレーヤの参加
・あり（新聞社）  ※1/20大飯で実施
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
・あり  ※1/20大飯で実施
○模擬記者会見の実施
・あり  ※1/20大飯で実施
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
・模擬ホームページ　※総合防災訓練（11/4、5、6）で実施

○最大 9分
○第 5報     4分、○第 8報     6分、○第 9報     6分
○第13報     4分、○第15報     9分、○第16報     7分
○第17報     9分

・事業本部：2022年8月改訂
・発 電 所：2022年12月改訂

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

Ａ

訓練参加率：113％　（ﾌﾟﾚｰﾔｰは100%）
・訓練参加者：92名(プレーヤー81名、コントローラー11名)、計画人数　：81名

Ａ

訓練参加率：107％　（ﾌﾟﾚｰﾔｰは100%）
・訓練参加者：106名、計画人数　：99名

訓練参加率：109%　（ﾌﾟﾚｰﾔｰは100%）
・訓練参加者：94名、計画人数　：86名

訓練参加率：108%　（ﾌﾟﾚｰﾔｰは100%）
・訓練参加者：106名(プレーヤー98名、コントローラー8名)、計画人数　：98名

訓練統制上のトラブルはなし。

実動が３つ

○事業者間の支援活動
・連絡訓練を実施。※実働訓練は、11/4、5、6総合防災訓練（美浜）で実施
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・なし。※実働訓練は、11/4、5、6総合防災訓練（美浜）で実施
○原子力緊急事態支援組織との連動
・連絡訓練を実施。※実働訓練は、11/4、5、6総合防災訓練（美浜）で実施

Ａ

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
  ・（統合原防視察）即応センター：13訓練
　・（DVD視察）即応センター:10訓練、緊急時対策所：11訓練
　・（現場視察）即応センター:2訓練､緊急時対策所：3訓練､後方支援拠点：1訓練
　・（ERC視察） 即応センター：3訓練
○自社訓練の視察受入れ（DVD）
・あり （即応センタ－10社、緊対所11社）
○ピアレビュー等の受入れ
　・日本原電（即応センター及び緊急時対策所）
　・中国電力、四国電力（即応センターのみ）
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・川内　現場実動(DVD)　・東海第二　現場実動(DVD)
　・志賀　Ⅱ型訓練(DVD)　・志賀　現場実働(現地)
　・伊方　Ⅱ型訓練（現地）

Ａ

①～③が実施されている

○6件の問題点から6件の課題が抽出されている
○2件の課題に対して原因分析がされている
○2件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ
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Ａ Ｂ Ｃ

１

【Ｐ】

前回訓練結果に対
する分析・評価が
行われ、全体を網
羅した情報フロー
へ反映している

全体を網羅した情
報フローを作成し
ている

情報フローを作成
しているものの、
全体が網羅されて
いない又は情報フ
ローを作成してい
ない

２－１
事故・プラントの状況

２－２
進展予測と事故収束対応戦
略

２－３
戦略の進捗状況

３－１
プラント情報表示システム
の使用（ＥＲＳＳ又はＳＰ
ＤＳ等を使用した訓練の実
施）

プラント情報表
示システムの使
用に習熟し、情
報共有に活用し
た

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る
即応センターの
補助ができてい
た

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣ
プラント班に共
有され、情報共
有に資した

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活用

情報共有におい
て必要な際、備
付け資料が活用
されていた

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

５

【Ｐ】

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

６

【Ｐ】

難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

７

【Ｄ】

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者を受入
れあり）かつ能
力向上を促せる
ような工夫を凝
らした訓練を実
施

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者を受入
れあり）

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者受入れ
なし）又は緊急
時対策所と連携
した事故シナリ
オに基づかない
現場実動訓練を
実施

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

シナリオの多様化・難度

情
報
共
有
・
通
報

情報共有のための情報フロー

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞ
れ以下の基準により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報
共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に
情報共有が行われている
　ａａｂ又はａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

基準

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

前回までの訓練の訓練課題を踏
まえた訓練実施計画等の策定

現場実動訓練の実施

区
分

No. 指標

A A

ａ 3.9 a ｂ 3.1 a

ａ 3.9 a ａ 3.1 a

ａ 3.8 a ａ 3.2 a

A 4.1 A 3.4

A 3.9 A 3.5

A 3.9 A 3.6

A 3.9 A 3.6

A B

A A

A A

B AＡ

Ａ

４つ該当

○通報文の正確性
○10条:誤記・記載漏れなし(第 3報)
○15条:誤記・記載漏れなし(第 8報)※正確には9回目の報告
【参考】その他訂正報
　▲第7報が誤って第6報として送付され、その後枝番方式で訂正された。

○ＥＡＬ判断根拠の説明
○ＥＡＬ判断フローを用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
○10条確認:6分(判断14:03、確認14:09)※1号機
○15条認定:6分(判断14:37、認定14:43)※1号機
○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
○間隔　特定事象判断後25分、50分間隔(最大)
【参考】報告内容
○発生事象と対応の概要                  　   5報
○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   5報
　14:28(第06報)対応の概要､プラント状況､MP
　15:15(第14報)対応の概要､プラント状況､MP
　15:41(第17報)対応の概要､プラント状況､MP
　16:02(第19報)対応の概要､プラント状況､MP
　16:10(第20報)対応の概要､プラント状況､MP

Ａ

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
○複数号機（3/4基）でAL以上
○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：3基(3/4基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
炉心損傷予測時刻までに実施可能な注水可能手段が喪失している中で、MCCIの回避を目指し対
策判断を悩ませるシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機(適合)　 AL:4､SE:3､GE:3
　2号機(適合)　 AL:2､SE:1､GE:0
　3号機(適合)　 AL:1､SE:0､GE:0
　4号機(適合)　 AL:4､SE:1､GE:1

○場面設定など（5つ以上付与）
　○時間　　　：制限時間内での対応
　・場所　　　：－
　・気象　　　：－
　○体制　　　：長期対応を見据え約2/3の体制で継続対応
　○資機材　　：代替工具の準備等手順外の対応
　　　　　　　　※実訓練では他号機の資機材を活用
　・計器故障　：－
　・人為的ミス：－
　・ＯＦＣ対応：－
　○判断分岐　：ねらいを持った判断分岐を設定
　○その他　　：複数の汚染傷病者の発生

【シナリオ概要】
1号機は、地震（震度6弱）によりLOCAが発生し、10条事象に至る。注水機能を喪失し15条事象
に至る。炉心損傷後、特重施設による格納容器破損防止対策を実施。2号機は、地震発生に伴
い、主蒸気管破断が発生し10条事象に至る。その後、仮設ポンプにより注水を実施。3号機
は、負傷者のみ発生。4号機は、地震に伴い、RCSの微少漏えいが発生。その後、2次系による
強制減圧を開始するも、LOCAに進展し、10条及び15条事象に至る。その後、特重施設による注
水を開始後、準備完了したSA設備による注水を実施。

Ａ

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる

○本店対策本部指揮者に対する活動事項把握の容易化（本店対策本部（若狭））に
ついて、検証計画が高浜の訓練計画書に記載されていないが、令和3年度の大飯発電
所の訓練において検証されている。

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実施（他原
子力事業者評価者を受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：総合訓練で実施
・テーマ　：C充てん／高圧注入ポンプ（自己冷却）による炉心注水に
　　　　　　関する現場操作
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり（ディスタンスピース取替用工具の紛失）
　※2号機の現場アクセス不可により工具の流用不可を計画して
　　いたが、訓練においては2号機から工具を流用した。
・連携状況：現場、緊急時対策所
・他事業者評価：日本原電

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤28%､④50%､③22%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】

島根原子力発電所
自己評価 11月15日

Ａ

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映してい
る

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

Ａ A

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤21%､④47%､③32%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COPは分かりやすく整理されていた。

8月30日
高浜発電所

Ａ

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤29%､④35%､③35%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・資料集にある解析結果の説明がすぐに出てこなかったものの、概略は説明で
きていた。

自己評価

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映している
○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
  (5週間前面談資料にて情報共有のための情報フローを確認済）
○前回訓練での課題を情報フローに反映している
  (前回訓練における情報フローの課題は抽出されていない)

A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている

▲即応センターでプラント状況を把握し切れていない印象。即応センター
は事象・シナリオ通り（合わせて）発話するのに忙しく、必ずしもERCの
ニーズに応じた情報共有となっていない。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤11%､④22%､③33%､②38%､①0%
・プラント状況について、ERCの方から問い合わせるまで説明がなかったよ
うに思う。自ら積極的に発信・説明すべき。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④22%､③50%､②22%､①0%
・TAF到達、炉心損傷の時間について、情報発信が薄かった。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤11%､④11%､③67%､②11%､①0%
・電源融通の（可搬型への）戦略変更がわからなかった。
・減圧については、注水への肝となる情報となるが、事業者側からの情報
発信が少し薄かった。
・火災情報がなかった。(鎮火確認)

Ａ

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤13%､④25%､③50%､②13%､①0%

Ａ

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④39%､③56%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・配布資料の右肩に「中国リエゾン－①」と赤文字で明記しており、整理がつ
けやすく、間違わずにスムースに活用できた。Ａ

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤20%､④47%､③33%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・ERCリエゾンの動きがスムーズで次の対応を考慮した活動が出来ているなと
感じた。

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

Ｂ

3つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第5報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第9報)
　【参考】その他訂正報
 　 ▲第15報で記載漏れ 10条、15条発生事象チェック枠の塗り忘れ、第17報で訂正連
絡（昨年も同様の塗り忘れあり。）

▲ＥＡＬ判断根拠の説明
　▲第15条該当事象判断時、判断基準の一時的な誤認により発電所で判断せず、本社総
本部の指摘により遅れて判断した。

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:4分(判断14:25、確認14:29)
　○15条認定:3分(判断14:55、認定14:58)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後20分、64分間隔(最大)
　【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要              　       3報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   0報
　　14:55(第 7報) 対応の概要
  　15:13(第10報) 対応の概要
  　16:17(第21報) 対応の概要

Ａ

Ｂ

Ａ

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤11%､④39%､③44%､②6%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COPは分かりやすいが、配布枚数・頻度が多過ぎる。
・COP資料について、前のバージョンからの変更点がわかり辛い。

Ａ

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤12%､④41%､③41%､②6%､①0%
【良好事例、不足する点】
・必要な情報が備付け資料等にしっかり用意されていた。

Ａ

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
○全号機(1/1機※)でAL以上
　　※１号機は廃止措置、３号機は建設中
○能力向上を促せるような実効性のある内容か
逃がし安全弁の操作機能の不能事象に対し、代替手段の検討、確保を行う際、シナリオ分岐を設
定し、対応期限を意識した活動の検討、指示をさせるなど、現場と本部の情報共有や対応能力の
向上および指揮命令、情報連携能力の向上を図るシナリオ。
○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　2号機(適合)    AL:7､SE:5､GE:2
○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　○場所　　　：アクセスルート上での土砂災害の発生
　○気象　　　：発電所施設への被害発生のおそれのある豪雨
　○体制　　　：体調不良による要員の欠損、代替要員への引継ぎ
　○資機材　　：通信機器の一部使用不可
　○計器故障　：低圧原子炉代替注水系の監視計器不調
　・人為的ミス：－
　○OFC対応   ：オフサイトセンター（OFC）における要員の引継ぎ
　○判断分岐　：逃がし安全弁代替開放手段の選定判断分岐
　○その他　　：支援班の要員が不足する規模の汚染傷病者等の同時発生
　　　　　　　　本館建物内の重要区域での内部火災発生
【シナリオ概要】
集中豪雨により鉄塔が倒壊し、外部電源が喪失。２号機は所内単独運転に失敗し原子炉スクラ
ム。その後、大規模な地震、機器故障の影響により、電源機能、注水機能、閉じ込め機能に関わ
る複数の設備故障が発生。炉心損傷のおそれが生じ、回避に向けた注水、除熱機能を確保するシ
ナリオ。また本シナリオは、火災発生による逃がし安全弁機能喪失に対し、プレイヤーが選択し
た代替手段により炉心損傷または損傷回避のいずれかとなる設定。

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実施

○現場実動訓練を実施
・実施状況：総合防災訓練で実施
・テーマ　：ケーブル処理室での火災、逃がし安全弁機能喪失による
　　　　　　減圧不能事象への消火対応(排煙対応含む)
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(消火対応中の体調不良者発生)
・連携状況：現場、緊急時対策所、即応センターと連携
・他事業者評価：中部電力

Ａ

Ａ

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている

○プラント状況等の必要な情報共有が、発電所の情報とタイムラグがな
く、即時性をもって前広になされた。また、適宜、今後のEALの進展、戦略
の全体像等の情報をまとめて説明していた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤10%､④65%､③25%､②0%､①0%
・3プラント事象発生も適切に対応されていた

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤10%､④70%､③20%､②0%､①0%
・複数号機での事故進展を複数人で手分けして適切にコミュニケーション
していた。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤5%､④68%､③26%､②0%､①0%
・全般には必要なタイミングに必要な情報を連絡してもらえたので状況把
握しやすかったが、二の矢三の矢の観点で、単にバックアップということ
だけでなく、事象進展したらということでのCV破損対策への移行や特重の
使用などの展開も早めに伝えるよう意識してもらえればより良かった。

Ａ

Ａ
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Ａ Ｂ Ｃ
基準区

分
No. 指標

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下

９

【Ｄ】

実動が３つ 実動が２～１ 実動なし

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施さ
れている

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

【Ｐ】

【Ｄ】

【Ｐ】

【Ｐ】

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｄ】

届出日
○指標2、3は、ﾌﾟﾗﾝﾄ班ｱﾝｹｰﾄ(5段階(大変良い5、大変悪い1)の加重平均(3以上a、2
以上b、2未満cで表記)
○その他の指標は、Aは5点、Bは2.9点、Cは1.9点で計算
○新型コロナウィルス感染症対策のため実施できなかった項目(評価が括弧付き)は
合計から外す

訓練報告書届出日 訓練後経過日数

備
考

ＥＲＣプラント班への備え付け
資料に係る説明実績

シナリオ非提示型訓練の実施状
況

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

訓練統制

評価指標だけで表せない取
組等を記述する。

１０条通報に要した時間

中期計画の見直し

他事業者の改善に向けた取り組
みへの協力

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレ
ス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
③他原子力事業者広報担当等の
社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外部
への情報発信

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動訓
練への視察

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠
点との連動
③原子力緊急事態支援組織との
連動

緊急時対応要員の訓練参加率
（即応センター）

島根原子力発電所
自己評価 11月15日8月30日

高浜発電所
自己評価

A A

A A

A A

A A

92日 191日

原子力災害医療訓練のうちオンサイト医療に関する机上演習および通報連絡訓練を実施
(1) オンサイト医療机上演習：2022年9月6日(火)
(2) オンサイト医療に係る通報連絡訓練：2022年8月30日(火)

11月30日

・事業本部：2022年8月改訂
・発 電 所：2022年8月改訂

関西電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
○ＥＲＣ対応自主訓練への協力
 ・今年度実績なし
○ＥＲＣ対応自主訓練の実施（他事業者からの協力）
 ・北海道電力：高浜発電所 自主訓練1回
　　＜気付き事項＞良好11点､課題16点
 ・ 九州電力 ：大飯発電所 自主訓練1回
　　＜気付き事項＞良好12点､課題 3点
 ・ 四国電力 ：美浜発電所 自主訓練1回
　　＜気付き事項＞良好10点､課題 7点

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

Ａ

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察)
 ・（統原防視察）即応センター：13訓練
 ・（DVD視察）即応センター:10訓練、緊急時対策所：12訓練
 ・（現場視察）即応センター：2訓練、緊急時対策所：1訓練、後方支援拠点：1訓
練
 ・（ERC視察） 即応センター：3訓練
○自社訓練の視察受入れ（DVD）
　・あり （即応センタ－、緊対所ともに11社）
○ピアレビュー等の受入れ
 ・日本原電（即応センター及び緊急時対策所）

○他原子力事業者の現場実動訓練への視察（DVD）
 ・東海第二　現場実動(DVD)　・川内　現場実動(DVD)
 ・志賀　Ⅱ型訓練(DVD)

Ａ

①～③が実施されている

○4件の問題点から4件の課題が抽出されている
○1件の課題に対して原因分析がされている
○1件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

Ａ

対象外

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
・あり  ※11/4、5、6総合防災訓練（美浜）で実施
○記者等の社外プレーヤの参加
・あり（新聞社）  ※1/20大飯で実施
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
・あり(電気新聞)  ※1/20大飯で実施
○模擬記者会見の実施
・あり  ※1/20大飯で実施
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
・模擬ホームページ  ※11/4、5、6総合防災訓練（美浜）で実施

Ａ

対象外

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
　・(統原防視察)即応センター：12訓練
　・(DVD視察)　 即応センター： 9訓練、緊急時対策所：9訓練
　・(現場視察)　即応センター： 3訓練、緊急時対策所：1訓練
　・(ERC視察)   即応センター： 6訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・あり（本社：北海道電力、東京電力、電源開発、中部電力、日本原子力発電)
         (発電所：北海道電力、東北電力、東京電力、関西電力、九州電力、日本原子
力発電、電源開発）
○ピアレビュー等の受入れ（現地）
　・北陸電力、四国電力(発電所緊対本部および即応センター)
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・ （DVD）：玄海、川内、東海・東海第二
　・（現地）：浜岡、美浜

5月25日

訓練参加率：106％
・訓練参加者：366名、計画人数　：345名

Ａ

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
・あり（新聞社)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
・あり(四国電力)
○模擬記者会見の実施
・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
・模擬ホームページ、SNSによる情報発信

Ａ

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
・九州電力
・北陸電力
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・知井宮変電所（拠点の候補地である知井宮変電所において、拠点の
　設営・運営訓練の実施および本社即応センターとの連絡訓練を実施））
○原子力緊急事態支援組織との連動
・ロボット輸送訓練（要素訓練）に合わせて、原子力緊急事態支
　援組織へのロボット要請の実連絡を実施

Ａ

Ａ

①～③が実施されている

○11件の問題点から2件の課題が抽出されている
○2件の課題に対して原因分析がされている
○2件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
　▲第15報で 10条、15条発生事象チェック枠の塗り忘れがあった。昨年も同様のミス
が発生しており、軽微な課題ではあるものの改善が図られていない。

・原子力災害医療訓練のうちオンサイト医療に関する通報連絡訓練を実施：2022年11月15日
(火)
・緊急時対応組織の実効性の向上に係る試行として、北陸電力と連携した現場実働訓練を実
施した。

中国電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
下記の他事業者訓練に参加した。
①原子力事業者間協力協定に基づく支援連携訓練（四国伊方訓練）
②広報活動訓練（模擬記者会見:記者役の派遣）（四国伊方訓練）
③高圧電源車接続訓練（美浜総合訓練）
④事業者総合防災訓練（評価者の派遣）（東北東通訓練、関西大飯訓練、北陸志賀訓練、中
部浜岡訓練、関西美浜訓練）
⑤本部運営訓練（訓練における模擬ERC役の協力）（原電東海第二訓練）

訓練統制上のトラブルはなし。

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

訓練参加率：108%　（ﾌﾟﾚｰﾔｰは100%）
・訓練参加者：115名、計画人数　：106名

訓練参加率：109％　（ﾌﾟﾚｰﾔｰは100%）
・訓練参加者：91名、計画人数　：83名

実動が３つ

○事業者間の支援活動
・連絡訓練を実施。※実働訓練は、11/4、5、6総合防災訓練（美浜）で実施
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・なし。※実働訓練は、11/4、5、6総合防災訓練（美浜）で実施
○原子力緊急事態支援組織との連動
・連絡訓練を実施。※実働訓練は、11/4、5、6総合防災訓練（美浜）で実施

2022年8月22日改訂

○最大13分
○第 3報     9分、○第 8報     5分、○第11報    8分
○第13報    13分、○第15報    10分、○第16報　　8分
○第18報　　 6分

○最大7分
○第 5報　　  3分、○第 8報　　3分、〇第 9報　 3分
○第15報　　  7分、○第19報　　4分、〇第20報　 4分

訓練参加率：102%
・訓練参加者：127名、計画人数　：125名

訓練統制上のトラブルはなし。
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評価指標に基づく評価結果(一覧)(実用発電用原子炉) 別添１－１
15/18

Ａ Ｂ Ｃ

１

【Ｐ】

前回訓練結果に対
する分析・評価が
行われ、全体を網
羅した情報フロー
へ反映している

全体を網羅した情
報フローを作成し
ている

情報フローを作成
しているものの、
全体が網羅されて
いない又は情報フ
ローを作成してい
ない

２－１
事故・プラントの状況

２－２
進展予測と事故収束対応戦
略

２－３
戦略の進捗状況

３－１
プラント情報表示システム
の使用（ＥＲＳＳ又はＳＰ
ＤＳ等を使用した訓練の実
施）

プラント情報表
示システムの使
用に習熟し、情
報共有に活用し
た

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る
即応センターの
補助ができてい
た

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣ
プラント班に共
有され、情報共
有に資した

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活用

情報共有におい
て必要な際、備
付け資料が活用
されていた

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

５

【Ｐ】

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

６

【Ｐ】

難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

７

【Ｄ】

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者を受入
れあり）かつ能
力向上を促せる
ような工夫を凝
らした訓練を実
施

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者を受入
れあり）

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者受入れ
なし）又は緊急
時対策所と連携
した事故シナリ
オに基づかない
現場実動訓練を
実施

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

シナリオの多様化・難度

情
報
共
有
・
通
報

情報共有のための情報フロー

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞ
れ以下の基準により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報
共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に
情報共有が行われている
　ａａｂ又はａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

基準

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

前回までの訓練の訓練課題を踏
まえた訓練実施計画等の策定

現場実動訓練の実施

区
分

No. 指標

A A

ｂ ａ 3.4 a ａ 3.4 a

ａ ａ 3.6 a ａ 3.2 a

ａ ａ 3.4 a ａ 3.0 a

A 3.6 A 3.7

A 3.6 A 3.7

A 3.5 A 3.5

A 3.8 A 3.4

A B

A A

A A

A A

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤5%､④52%､③33%､②10%､①0%
【良好事例、不足する点】
・一部COPの配付が適時でない時期があったが、概ね良かった
・COP等を活用した戦略・手立て（対応の進捗等）の共有・説明はみられず、
適時のタイミングでの俯瞰（総括）した状況の共有が必要。

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実施（他原子
力事業者評価者を受入れあり）かつ能力向上を促せるような工夫を凝らした訓練を実
施
○現場実動訓練を実施
　・実施状況：総合訓練で実施
　・テーマ　：充てんポンプ自己冷却運転への切替に伴う配管ﾃﾞｨｽﾀﾝｽﾋﾟｰ
ｽ取付作業（配管接続班）非常用ガスタービン発電機の現地起動（電源確保班）加圧
判断用ﾓﾆﾀ、可搬型ﾓﾆﾀの設置作業（ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ隊）予備変圧器火災の消火作業（初期消
火班）
　・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(人為的ミスによる発電機起動失敗と建屋扉損傷に伴う通行
不可、送水ホースの損傷)
・実行性を高めるための工夫
　不測の事態発生時における認知、判断および対応能力向上させるための工夫として
以下マルファンクション付与
　・人為的ミスによる発電機起動失敗及び建屋扉損傷に伴う通行不可
　・送水ホースの損傷
　・連携状況：現場、緊急時対策所、即応センター
　・他事業者評価：北海道電力、東京電力HD、中部電力

Ａ

Ａ

Ａ

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

Ｃ

3つ該当

▼通報文の正確性
　▼10条:誤記（判断時間）あり・記載漏れなし(第 6報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第 9報)
　【参考】その他訂正報
　　なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○ＥＡＬ判断フローを用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:6分(判断14:35、確認14:41)
　○15条認定:5分(判断15:30、認定15:35)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後58分
　【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要    1報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況　　　　　　   1報
　　15:07(第 8報)対応の概要、
　　25条報告の次報発信準備中に訓練終了

Ａ

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
○複数号機(2/2基)でAL以上 ※冷却告示除く。
○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：全号基(2/2基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
CV高レンジエリアモニタの指示に偏差が発生する事象に対し関連パラメータにより計器故障の
判断、事故対応に係る手順に基づく代替手段の検討及びバックアップパラメータによる炉心損
傷を判断するシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　3号機(適合)　　AL:5､SE:1､GE:0
　4号機(適合)　  AL:2､SE:4､GE:3

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　○気象　　　：大津波警報、地震の複数回発生の中での事故収束対応
　○体制　　　：新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策を踏まえた要員の分散配置
　○資機材　　：資機材損傷
　○計器故障　：CV高ﾚﾝｼﾞｴﾘｱﾓﾆﾀ
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：オフサイトセンターへの要員派遣
　○判断分岐　：シナリオ判断ポイントの設定（交流電源喪失に備えた代替電源の準備、炉心
注入機能の確保、格納容器健全性確保に向けたＣＶ注入機能の確保 等）
　○その他　　：住民避難支援対応、汚染傷病者、火災発生、川内発電所による支援

【シナリオ概要】
3号機において地震により原子炉トリップ及びLOCA発生、ECCSが作動するが、火災の影響で高
圧注入ポンプ全台停止。その後、低圧注入を開始して継続的な炉心冷却を実施。4号機におい
ては地震で原子炉トリップ及びLOCA発生､ECCSが作動するが、引き波で非常用ディーゼル発電
機全台停止することでSBOとなりECCSが機能喪失するシナリオ。

ＡＡ

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　○全号機(1/1基)でAL以上　※冷却告示を除く
　○適合炉のうち発災時に運転中の原子炉：1基(1/1基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
　・ＬＯＣＡ発生時における特重施設からの炉心注水判断
　・モード３整定以降の冷却後に発生したＬＯＣＡに対するＥＡＬ判断

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　3号機(適合)　  AL:5､SE:2､GE:2

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　○場所　　　：火災によるｱｸｾｽﾙｰﾄの通行制限
　・気象　　　：－
　○体制　　　：訓練途中で応急救護隊の放射線管理要員が離脱
　○資機材　　：非常用高圧母線短絡、非常用ディーゼル発電機及び
　　　　　　　　空冷式非常用発電装置故障、非常用高圧母線しゃ断
　　　　　　　　器及び消火作業時ホース損傷
　・計器故障　：（炉心出口温度計故障）
　○人為的ミス：人為的ミスで非常用ガスタービン発電機起動不能
　○ＯＦＣ対応：OFCへ要員派遣、資料作成
　・判断分岐　：－
　○その他　　：汚染傷病者、予備変圧器火災

【シナリオ概要】
３号機通常運転中において、地震（震度6弱）が発生、変電所トラブルの波及を受け、原子炉
トリップに至る。その後、予備変圧器および非常用ディーゼル発電機が相次ぎ故障し、SBOと
なり、非常用ガスタービン発電機および空冷式非常用発電装置による電源復旧対応をすすめる
が、故障等により給電できず、特重施設からの給電もしゃ断器の故障により直ちに受電ができ
ず、電源復旧が難航。電源復旧ができない状況で１次冷却材ポンプのシール部から、１次冷却
材の漏えい（ＬＯＣＡ）が発生する。

Ａ

Ａ

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤10%､④52%､③38%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・書画装置を使用している時、ノイズが多かった気がする。

Ａ

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤11%､④47%､③42%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・事業者判断時間の記載に悩んでいた際に、事業者リエゾンからタイムリーに
フォローが入り助かった。
・広報リエゾンでも事務系、技術系問わず、自社プラントを説明できる知識を
持った方を派遣すべき。

Ａ

Ａ

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④28%､③67%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備え付け資料などを使って説明を分かりやすくしていた。

玄海原子力発電所
自己評価 2月28日

Ａ

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映してい
る

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

Ａ A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている

○初出のSEに対しては、カットインしてタイムリーに情報が発話されてい
た。また、10条確認会議、15条認定会議はコンパクトに必要な情報が発信
されていた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤5%､④43%､③43%､②9%､①0%
・工具保管エリアでの火災について、近傍重要設備（ケーブル）の存在、
火災による影響の可能性について適時に共有されており適切であった。
・いくつか事象発生の発話漏れがあったが、事象の説明は十分だった。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤5%､④19%､③67%､②10%､①0%
・戦略の説明は適時されていたが、どんな状況にあるからどういう対処を
する、という点についても説明が必要。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤5%､④10%､③71%､②14%､①0%
・大津波警報時の屋外作業について、作業再開要件の説明を求められてい
たが、即応センターからは屋外作業再開について「様子を見ながら」と
いったような曖昧な表現での発話であった。

4つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第6報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第8報)
【参考】その他訂正報
　▲AL発生連絡　事象発生後のプラント状態訂正（第4報）

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○ＥＡＬ判断フローを用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:6分(判断14:30、確認14:36)
　○15条認定:6分(判断15:00、認定15:06)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後26分、41分間隔(最大)
　【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要 　 3報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等 3報
　　14:56(第 7報) 対応の概要､プラント状況､MP
　　15:37(第11報) 対応の概要､プラント状況､MP
　　15:51(第12報) 対応の概要､プラント状況､MP

▲第２５条報告の発出タイミングの考え方として２時間以内を目途とし、以後２時間
以内に継続して発出するとしているが、他事業者と比較して突出して長い間隔であ
り、適切な間隔については検討の余地があるのではないかと思われる。

伊方発電所
自己評価 12月9日

Ａ

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映してい
る

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

Ｂ A

必要な情報に不足や遅れがなく､積極的に情報共有が行われている

○プラント状況等について積極的に情報共有され、戦略の全体像や対策の進捗につ
いては情報が限定的なものもあったが、基本的に必要な情報が前広に共有されてい
た。
▲火災や傷病者情報など一部情報が連携が遅かった。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤13%､④31%､③44%､②13%､①0%
・COP1戦略共有シート、炉心冷却の炉心注水において、特重施設からの炉心注水
（電源：特重電源）と非常用ガスタービン発電機（しゃ断器故障による受電不可）
による電源回復を前提とした充てんポンプＢによる炉心注水の優先順位を、電源確
保の確実性から柔軟に優先順位を入れ替えを行っていたのは適切であった。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④50%､③44%､②0%､①0%
・事象進展予測については､前提条件を明確すべき。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④50%､③44%､②6%､①0%
・３号機がSBOになる中、今後の電源戦略（確保戦術）の説明に時間を要した。SBO
における対応は問われる前に説明すべき。
・対応の完了時刻やEAL判断に自動で到達した際に、ERCからの問合せ後の発話が散
見された。また、火災やSFP評価など発生等から大分時間が経過してから発話が
あった。いずれもタイムリーな発話が望まれる。

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤13%､④31%､③56%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・資料、ERSSも上手く活用されていた

Ａ

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④50%､③44%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンの方による情報提供がきわめて良好。

Ａ

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④41%､③53%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・途中からCOP-1しか届かなくなり、COP-2、4が無いのが不便だった。

Ａ

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤12%､④53%､③35%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・資料、ERSSも上手く活用されていた
・ERC備え付け資料（PDF）ページ番号と右下のページ番号が一致しないので、
さがしにくい。

Ａ

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実施（他原
子力事業者評価者を受入れあり）かつ能力向上を促せるような工夫を凝らした訓練
を実施

○現場実動訓練を実施
　・実施状況：総合訓練で実施
　・テーマ　：シナリオと連動した中容量発電機車による３号機非常用高圧母線へ
の給電操作訓練（給電は模擬）
　・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：アクセスルート法面崩壊、電源ケーブルの被覆損傷
　・能力向上を促せるような工夫：大津波警報を考慮し、現場作業員の安全確保に
配慮しつつ、電源接続先を選定し作業手順を立案させるなど、現場実働能力の向上
を促すシナリオ。
　・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
　・他事業者評価：日本原電（DVD）

ピアレビュー

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ
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Ａ Ｂ Ｃ
基準区

分
No. 指標

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下

９

【Ｄ】

実動が３つ 実動が２～１ 実動なし

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施さ
れている

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

【Ｐ】

【Ｄ】

【Ｐ】

【Ｐ】

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｄ】

届出日
○指標2、3は、ﾌﾟﾗﾝﾄ班ｱﾝｹｰﾄ(5段階(大変良い5、大変悪い1)の加重平均(3以上a、2
以上b、2未満cで表記)
○その他の指標は、Aは5点、Bは2.9点、Cは1.9点で計算
○新型コロナウィルス感染症対策のため実施できなかった項目(評価が括弧付き)は
合計から外す

訓練報告書届出日 訓練後経過日数

備
考

ＥＲＣプラント班への備え付け
資料に係る説明実績

シナリオ非提示型訓練の実施状
況

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

訓練統制

評価指標だけで表せない取
組等を記述する。

１０条通報に要した時間

中期計画の見直し

他事業者の改善に向けた取り組
みへの協力

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレ
ス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
③他原子力事業者広報担当等の
社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外部
への情報発信

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動訓
練への視察

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠
点との連動
③原子力緊急事態支援組織との
連動

緊急時対応要員の訓練参加率
（即応センター）

玄海原子力発電所
自己評価 2月28日

伊方発電所
自己評価 12月9日ピアレビュー

A A

A A

A A

A A

154日 77日

訓練統制上のトラブルはなし

○最大11分
  ○第 6報　　　3分、○第 8報　　　4分、  ○第 9報　　 11分

Ａ

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
・あり（新聞社）
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
・あり（中国電力）
○模擬記者会見の実施
・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
・模擬ホームページ

Ａ

実動が３つ

○事業者間の支援活動
 ・中国電力（実連絡および先遣隊の派遣）
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
 ・松山原子力本部（設営訓練（関係箇所との情報連携））
 ・要員派遣、通信連絡訓練、設営訓練（要素訓練として実施）
○原子力緊急事態支援組織との連動
 ・ロボット操作訓練（要素訓練として実施）

Ａ

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
・(統原防視察)即応センター：8訓練
・(DVD視察)即応センター、緊急時対策所：3訓練
・(現場視察)　緊急時対策所：1訓練  ERCﾘｴｿﾞﾝ：2訓練
○自社訓練の視察受入れ（DVD）
・あり
○ピアレビュー等の受入れ
・北海道電力、東京電力HD、中部電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
・北海道電力　泊発電所（現場評価）
・関西電力　美浜発電所（現場評価）

Ａ

訓練参加率：91％
・松山訓練参加率　98％（訓練参加者：59名、計画人数：60名）
・高松訓練参加率　83％（訓練参加者：29名、計画人数：35名）

5月12日 5月16日

Ａ

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
　・四国電力（実連絡）
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動※
　・社員研修所に後方支援拠点を設置し、即応センターと連携訓練
○原子力緊急事態支援組織との連動
　・原子力緊急事態支援組織協定に基づく支援要請の実連絡を実施
　＊原子力緊急事態支援組織の要素訓練を実動で1月10、11日に実施

オンサイト医療体制の実効性を検証するため、本年度の総合防災訓練において、オンサイ
ト医療に係る初動対応訓練（実連絡）を実施。【2022/12/9】
緊急時対応能力の向上に係る試行として、Ⅱ型訓練において検査官によるマルファンク
ションを付与する訓練を実施。

訓練統制上のトラブルはなし

訓練参加率：101％
・訓練参加者：111名、計画人数　：110名

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

2022年9月28日改訂（即応Cと発電所の両方が一つの中期計画）

①～③が実施されている

○27件の問題点から8件の課題が抽出されている
○8件の課題に対して原因分析がされている
○8件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
 なし

対象外

Ａ

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社、ﾒﾃﾞｨｱﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ講師、電事連広報部)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(北海道電力）
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

2022年9月5日改訂

４つ該当

○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
　・(統原防視察)即応センター：13訓練
　・（DVD視察）即応センター:12訓練、緊急時対策所：10訓練
　・（現場視察）即応センター:4訓練、緊急時対策所：5訓練
　・(ERC視察)  即応センター　：  6訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・あり(2回:川内及び玄海訓練時）
○ピアレビュー等の受入れ(DVD)
　・北海道電力、東北電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・ （DVD）：志賀、東通、東海、東海第二、女川
　・（現地）：泊

対象外

○最大14分
○第 6報    14分、○第 7報     9分、○第 9報     8分
○第11報     9分、○第13報     4分、○第14報     6分

Ａ

①～③が実施されている

○1件の問題点から1件の課題が抽出されている
○1件の課題に対して原因分析がされている
○1件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

Ａ

四国電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
〇他社訓練の即応センターや緊対所に評価者を派遣

  2022年10月25日  九州電力川内発電所 即応センター

  2022年11月4､5日 関西電力美浜発電所 即応センター

  2022年11月15日  中国電力島根発電所 即応センター、緊急時対策所

  2023年 1月20日  関西電力大飯発電所 即応センター、緊急時対策所、

  2023年 1月27日  北海道電力泊発電所 現場実動訓練

  2023年 2月10日  中部電力浜岡発電所 即応センター、緊急時対策所

  2023年 3月 3日  関西電力美浜発電所 即応センター、緊急時対策所、現場実動訓練

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

訓練参加率：99％
・訓練参加者：158名、計画人数　：160名

訓練参加率：100％
・訓練参加者：136名、計画人数　：136名

九州電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
〇他社自主訓練時の模擬ＥＲＣ対応
　・原電敦賀自主訓練（2022.11.18）：模擬ＥＲＣ対応
　・関電大飯自主訓練（2023. 1.13）：模擬ＥＲＣ対応

○ＥＲＣ対応ブース発話者の育成
　（当社訓練見学、ＥＲＣ見学、備付資料勉強会　等）
○原子力事業者間協力協定等に基づく支援要請を受け、先遣隊派遣及び協力・支援要員の
派遣・資機材提供に関する支援連携訓練を実施。
・中国電力 島根原子力発電所防災訓練先遣隊派遣(2022.11.15)
・中国電力 島根、鳥取県訓練避難退域時検査(2022.11.12)
・北陸電力 石川県訓練避難退域時検査（2022.11.23）
・関西電力 原子力総合防災訓練避難退域時検査他(2022.11.4～6)
○ＥＲＣオフサイト系機能班と連携した訓練の実施
・ＥＲＣ広報班と広報班リエゾンの連携を実施
・ＥＲＣ医療班と本店支援班の連携を実施
○事業者防災訓練に併せて、緊急時対応組織の実効性の向上のための試行として、後方支
援拠点にて自衛隊など広範囲な支援組織との連携訓練を実施した。

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ
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評価指標に基づく評価結果(一覧)(実用発電用原子炉) 別添１－１
17/18

Ａ Ｂ Ｃ

１

【Ｐ】

前回訓練結果に対
する分析・評価が
行われ、全体を網
羅した情報フロー
へ反映している

全体を網羅した情
報フローを作成し
ている

情報フローを作成
しているものの、
全体が網羅されて
いない又は情報フ
ローを作成してい
ない

２－１
事故・プラントの状況

２－２
進展予測と事故収束対応戦
略

２－３
戦略の進捗状況

３－１
プラント情報表示システム
の使用（ＥＲＳＳ又はＳＰ
ＤＳ等を使用した訓練の実
施）

プラント情報表
示システムの使
用に習熟し、情
報共有に活用し
た

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る
即応センターの
補助ができてい
た

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣ
プラント班に共
有され、情報共
有に資した

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活用

情報共有におい
て必要な際、備
付け資料が活用
されていた

特段の支障なく
情報共有が行わ
れている

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

５

【Ｐ】

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

６

【Ｐ】

難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

７

【Ｄ】

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者を受入
れあり）かつ能
力向上を促せる
ような工夫を凝
らした訓練を実
施

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者を受入
れあり）

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者受入れ
なし）又は緊急
時対策所と連携
した事故シナリ
オに基づかない
現場実動訓練を
実施

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

シナリオの多様化・難度

情
報
共
有
・
通
報

情報共有のための情報フロー

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞ
れ以下の基準により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報
共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に
情報共有が行われている
　ａａｂ又はａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

基準

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

前回までの訓練の訓練課題を踏
まえた訓練実施計画等の策定

現場実動訓練の実施

区
分

No. 指標

A

ａ 3.2 a

ａ 3.4 a

ａ 3.4 a

A 3.6

A 3.4

A 3.4

A 3.2

A

A

A

A

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④38%､③44%､②13%､①0%
【良好事例、不足する点】
・重要度の低い情報はリエゾン経由で提供する用にお願いしたが、守られてい
ない場面があった。
・リエゾンの配付資料について、事業者FAX等と区別することとなっていた
が、当日、そのような運用とはなっていなかった。

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤11%､④33%､③44%､②11%､①0%
【良好事例、不足する点】
・更新したCOPの配付と即応センターの説明のタイミングが合っていない場面
があった
・前半はCOPの共有が遅かったので、事象のフォローが難しかった。（後半は
早めに共有してもらえた）

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④19%､③63%､②13%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備付け資料には全体通しページの付与が望ましい。

４つ該当

○通報文の正確性
○10条:誤記・記載漏れなし(第4報)
○15条:誤記・記載漏れなし(第8報)
【参考】その他訂正報
　なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
○ＥＡＬ判断フローを用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
○10条確認: 6分(判断14:34、確認14:40)
○15条認定: 7分(判断15:24、認定15:31)
○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
○間隔　特定事象判断後20分、52分間隔(最大)
【参考】報告内容
○発生事象と対応の概要                   　 3報
○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等　　　　　　　　  1報
　14:54(第 5報)対応の概要
　15:46(第10報)対応の概要
　16:24(第15報)対応の概要、ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等

▲第２５条報告の発出タイミングの考え方として２時間以内を目途とし、以後２時間
以内に継続して発出するとしているが、他事業者と比較して突出して長い間隔であ
り、適切な間隔については検討の余地があるのではないかと思われる。

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
○全号機(2/2機)でAL以上
○発災時に運転中の原子炉は適合炉の全号基(2/2基)

○能力向上を促せるような実効性のある内容か
計器故障（蒸気発生器狭域水位）によりプラント状況の把握が困難な状況における代替手段に
よる対応の検討が求められるとともに、主蒸気管室での火災発生を想定することにより火災対
応能力を確認するシナリオ。

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機(適合)　 AL:1､SE:1､GE:0
　2号機(適合) 　AL:4､SE:4､GE:3

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　○気象　　　：地震の複数回発生の中での事故収束対応
　○体制　　　：新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策を踏まえた要員の分散配置
　○資機材　　：資機材損傷
　○計器故障　：CV高ﾚﾝｼﾞｴﾘｱﾓﾆﾀ、SG水位計
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：オフサイトセンターへの要員派遣
　○判断分岐　：シナリオ判断ポイントの設定
　○その他　　：住民避難支援、管理区域内での汚染傷病者発生、ｱｸｾｽﾙｰﾄの一部使用不可、
主蒸気管室での火災発生

【シナリオ概要】
 1号機：定格熱出力一定運転中、地震により原子炉トリップし、主蒸気管室にて火災発生、そ
の後、蒸気発生器給水機能の喪失等により、原災法第10条事象に至る原子力災害を想定。
 2号機：定格熱出力一定運転中、地震により原子炉トリップ及びLOCAが発生、その後、漏えい
量が増加し、ＥＣＣＳを作動させるが、非常用ディーゼル発電機の全台停止（全交流動力電源
喪失）に伴いＥＣＣＳ機能が喪失し、原災法第15条事象に至るシナリオ。

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実施（他原子
力事業者評価者を受入れあり）かつ能力向上を促せるような工夫を凝らした訓練を実
施

○現場実動訓練を実施
・実施状況：総合訓練で実施
・テーマ　：川内１号機シナリオと連動し、対策本部からの指示を受け、可搬型
ディーゼル注入ポンプによる蒸気発生器への給水準備作業を実施。（系統への接続は
模擬）
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり（作業班員の体調不良、アクセスルート一部使用不能、給水
用ホース不具合）
・能力向上を促せるような工夫：手順にない主蒸気配管室の火災後の排煙方法につい
て、類似の手順を参考に本部及び現場作業員が、手順及び必要な資機材について、検
討させる訓練シナリオなど。
・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
・他事業者評価：北海道電力（DVD）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

川内原子力発電所
自己評価 10月25日

Ａ

Ａ

Ａ

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映してい
る

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている

○プラント状況等について積極的に情報共有されていた。戦略の全体像や
対策の進捗については情報が限定的なものもあった

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④17%､③67%､②11%､①0%
・形式的に「発言すべき事項」にとらわれ過ぎて、ある時点で共有すべき
情報が十分に伝えられていないケースが散見された。（以下、指標2-2及び
2-3に対しても同じ。）
・事象進展の早いシナリオの中で、訓練序盤のプラント情報、説明が断片
的な内容も散見された。
・発生時刻の情報がない場合が多々あった。
・号機と発生時刻は、発話の冒頭にしていただきたい。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④33%､③56%､②6%､①0%

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④35%､③53%､②6%､①0%

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④59%､③29%､②6%､①0%
【良好事例、不足する点】
・ツールの活用はおおむねできていると思う。
・書画装置画像で文字が薄い、線が細いものが見られた。

Ａ

Ａ

Ａ
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評価指標に基づく評価結果(一覧)(実用発電用原子炉) 別添１－１
18/18

Ａ Ｂ Ｃ
基準区

分
No. 指標

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下

９

【Ｄ】

実動が３つ 実動が２～１ 実動なし

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施さ
れている

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

【Ｐ】

【Ｄ】

【Ｐ】

【Ｐ】

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｄ】

届出日
○指標2、3は、ﾌﾟﾗﾝﾄ班ｱﾝｹｰﾄ(5段階(大変良い5、大変悪い1)の加重平均(3以上a、2
以上b、2未満cで表記)
○その他の指標は、Aは5点、Bは2.9点、Cは1.9点で計算
○新型コロナウィルス感染症対策のため実施できなかった項目(評価が括弧付き)は
合計から外す

訓練報告書届出日 訓練後経過日数

備
考

ＥＲＣプラント班への備え付け
資料に係る説明実績

シナリオ非提示型訓練の実施状
況

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

訓練統制

評価指標だけで表せない取
組等を記述する。

１０条通報に要した時間

中期計画の見直し

他事業者の改善に向けた取り組
みへの協力

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレ
ス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
③他原子力事業者広報担当等の
社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外部
への情報発信

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動訓
練への視察

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠
点との連動
③原子力緊急事態支援組織との
連動

緊急時対応要員の訓練参加率
（即応センター）

川内原子力発電所
自己評価 10月25日

A

A

A

A

90日

下線部は訓練報告会後に修正

訓練統制上のトラブルはなし

九州電力として、他事業者の改善に向けた取り組みへの協力
〇他社自主訓練時の模擬ＥＲＣ対応
　・原電敦賀自主訓練（2022.11.18）：模擬ＥＲＣ対応
　・関電大飯自主訓練（2023. 1.13）：模擬ＥＲＣ対応

○原子力事業者間協力協定等に基づく支援要請を受け、先遣隊派遣及び協力・支援要員の
派遣・資機材提供に関する支援連携訓練を実施。
・中国電力 島根原子力発電所防災訓練先遣隊派遣(2022.11.15)
・中国電力 島根、鳥取県訓練避難退域時検査(2022.11.12)
・北陸電力 石川県訓練避難退域時検査（2022.11.23）
・関西電力 原子力総合防災訓練避難退域時検査他(2022.11.4～6)
○ＥＲＣ対応ブース発話者の育成  （自社訓練見学、ＥＲＣ見学、備付資料勉強会 等

４つ該当
○他原子力事業者への視察(統原防視察、DVD視察、現場視察、ERC視察)
 ・（統原防視察）即応センター：713訓練
 ・（DVD視察）即応センター：612訓練、緊急時対策所：610訓練
 ・（現場視察）即応センター：24訓練、緊急時対策所：35訓練
 ・(ERC視察)  即応センター　：  6訓練
○自社訓練の視察受入れ
・あり(2回:川内及び玄海訓練時）
○ピアレビュー等の受入れ
・北陸電力、四国電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察（DVD）
・ （DVD）：東通、志賀、東海、東海第二、女川
・（現地）：泊

①～③が実施されている

○2件の問題点から2件の課題が抽出されている
○2件の課題に対して原因分析がされている
○2件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている
　
【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

対象外

▲最大23分
○第 4報   9分、○第 6報  6分、○第 8報 　9分
○第11報  13分、○第12報 13分、○第13報  14分、
○第14報  23分

訓練参加率：96％
・訓練参加者：319名、計画人数　：334名

訓練参加率：100％
・訓練参加者：130名、計画人数　：130名

2022年9月5日改訂

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
・あり（新聞社、ﾒﾃﾞｨｱﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ講師等：玄海訓練で併せて実施)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
・あり(北海道電力：玄海訓練で併せて実施)
○模擬記者会見の実施
・あり（玄海訓練で併せて実施）
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
・模擬ホームページ

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
・四国電力（先遣隊派遣を受入）
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・本店に後方支援拠点を模擬した指揮所を設置し、即応センターと実動で連携
・後方支援拠点の設置運営訓練：2月11日実施（薩摩川内市湯田用地）
○原子力緊急事態支援組織との連動
・原子力緊急事態支援組織協定に基づく支援要請の実連絡を実施
　＊原子力緊急事態支援組織の要素訓練を実動で1月10、11日に実施

1月23日

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ
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原⼦⼒事業者の緊急時対応に係る訓練及び
規制の関与のあり⽅における事業者の活動結果について

（2022年度）

2023年7⽉26⽇
Ａ Ｔ Ｅ Ｎ Ａ

別添１－２
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1．はじめに

＜事業者の対応内容＞
(1)緊急時対応能⼒の維持・向上の活動に関する基本⽅針の設定

対応状況︓第４回訓練のあり⽅検討で報告（添付1参照）
(2)規制庁提案の訓練の試⾏（訓練成⽴性の検討を含む）等

対応状況︓2022年度の活動実績及び2023年度の活動計画について、
第9回訓練のあり⽅検討で報告（添付2参照）

(3)緊急時対応能⼒向上を⽬指した中期計画の策定
対応状況︓2022年度の活動実績及び2023年度の活動計画について、

第9回訓練のあり⽅検討で報告（添付2参照）

１

第４回原⼦⼒事業者の緊急時対応に係る訓練及び規制の関与のあり⽅に係る意⾒交換
（以後、訓練のあり⽅検討）（2022年10⽉20⽇）において、これまでの訓練のあり⽅検討

を踏まえた今後の対応として、規制庁から提⽰された今後の検討⽅針の全体像を踏まえ、
以下の(1)〜(3)を実施していくことで合意した。

事業者の対応内容のうち、規制庁提案の訓練試⾏及び緊急時対応能⼒向上を⽬指した中期
計画の策定の状況について、2022年度実績及び2023年度計画を第9回訓練のあり⽅検討
（2023年6⽉12⽇）で「原⼦⼒事業者の緊急時対応に係る訓練及び規制の関与のあり⽅に
おける事業者の活動結果について」として報告したことから、今回この概要について報告を⾏う。
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２．各訓練試⾏等の実績及び計画 ２

＜全体計画＞
2024年度〜2023年度2022年度活動項⽬【主たる検討担当】

全体スケジュール

⑦中期計画の策定

【関⻄】

訓練のあり⽅検討で提⽰された試⾏案件への取り組み(訓練のあり⽅検討で報告) 試⾏結果の事業者活動への反映

2023年度2022年度活動項⽬【主たる検討担当】

終了①GEに⾄ることを求めない（SE⽌まり）訓練
(2022年度試⾏)【P︓北海道、B︓⽇本原電】

継続
②現場シーケンス訓練と兼ねる防災訓練の実施

（⼿順書や体制を柔軟に活⽤する現場シーケンス
訓練のあり⽅検討）

(2023年度試⾏)【関⻄】

終了
③-1
実発災を想定した広範囲な⽀援組織との連携
(2022年度試⾏)【九州】

新規
③-2
PPとの連携訓練

（2023年度試⾏）【中国】

継続
④意思決定及び現場実動などの緊急時対応能⼒を

評価する新規指標案による評価を試⾏
(2023年度試⾏)【東京、関⻄】

終了

⑤-1
現⾏のNRA指標を⽤いた原⼦⼒事業者間ピアレ
ビュー
(2022年度試⾏)【北陸、東北】

継続
⑤-2 
第三者（外部専⾨家）によるレビュー

（2022-2023年度試⾏）【中部、中国】

継続

⑥マルファンクション付与等により現場での臨機の対応
を確認できる訓練の試⾏

（現場操作者あるいは現場指揮者)
(2022-2023年度試⾏)

【四国、北海道、⽇本原電】

＜訓練試⾏実績・計画＞

試⾏結果
検証

訓練
試⾏

試⾏
結果
検証

指標等
改定

※試⾏結果から⾒直しが必要な場合

試⾏結果
検証

シナリオ・実施要領検討 訓練試⾏ 試⾏結果
検証

試⾏内容検討・調整
訓練試⾏

評価指標案の検討

評価指標案の検討

評価チェックシート検討

対象訓練選定
マルファンクションの

性質・内容・付与⽅法の整理

訓練
試⾏

実施⽅法検討

訓練課題検討
事業者試⾏案等検討

訓練試⾏(2022年度)
検証

訓練試⾏(2023年度)
検証

新たに特定された訓練課題の解決へ
の取り組み実施(更なる試⾏の実施、
法令等の⾒直しに向けた協議等)中 期 計 画 へ の

反映（各社）
中期計画への
反映（各社）

訓練
試⾏

試⾏結果
検証

試⾏内容検討・調整
実施計画検討

訓練試⾏

実施⽅法検討 訓練試⾏ 試⾏結果
検証

実施⽅法検討 訓練試⾏ 試⾏結果
検証

訓練
試⾏

試⾏結果
検証

各社の訓練計画に基づき対応

位置づけの再整理

記載要件の再整理、明確化

作成要領を踏まえた
中期計画作成

中期計画作成要領の改訂
（試⾏検証結果の反映）

中期計画作成
要領の作成 試⾏

訓練
試⾏

試⾏結果
検証

評価と検査の同時実施の⽅法の検討

実施・評価体制の検討

実施⽅法検討 訓練試⾏

試⾏結果
検証

持続可能な⽅策検討
計画策定 ピアレビュー対応

各社の訓練計画に基づき対応

試⾏内容は
検討中
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３．各訓練試⾏（2022年度）の実績 ３

試⾏内容
（ ）内はレビューワ―

対象とした
訓 練実施⽇事業者・サイト

電源復旧（北陸電⼒との連携）広範囲な⽀援組織との連携③-1
総合訓練11⽉15⽇BWR島 根中 国１

外部専⾨家（第三者）によるレビュー（録画映像）を実施第三者（外部専⾨家）によるレビュー⑤-2

他原⼦⼒事業者によるピアレビューを実施
[ERC、本店対策本部、発電所対策本部、現場実動訓練]ピアレビュー（北海道、東京、中部）⑤-1総合訓練12⽉9⽇

PWR伊 ⽅四 国２
マルファンクション付与等により現場での臨機の対応を確認マルファンクション付与等の訓練⑥Ⅱ型訓練2⽉2⽇

GEに⾄ることを求めない（SE⽌まり）シナリオの訓練を実施GEに⾄ることを求めない訓練①

総合訓練

1⽉27⽇PWR泊北海道３

電源復旧（送電部⾨（社外）との連携）広範囲な⽀援組織との連携③-11⽉31⽇BWR志 賀北 陸４

他原⼦⼒事業者によるピアレビューを実施
[ERC、本店対策本部、発電所対策本部、現場実動訓練]ピアレビュー（東北、九州、電発）⑤-12⽉3⽇BWR柏崎刈⽻東電HD５

外部専⾨家（第三者）によるレビューを実施第三者（外部専⾨家）によるレビュー⑤-2 2⽉10⽇BWR浜 岡中 部６

GEに⾄ることを求めない（SE⽌まり）シナリオの訓練を実施GEに⾄ることを求めない訓練①2⽉17⽇BWR東海第⼆原 電７

発電所⽀援（実動組織等との連携）広範囲な⽀援組織との連携③-12⽉28⽇PWR⽞ 海九 州８

他原⼦⼒事業者によるピアレビューを実施
[ERC、本店対策本部、発電所対策本部、現場実動訓練]ピアレビュー（中国、四国、原電）⑤-13⽉3⽇PWR美 浜関 ⻄９

他原⼦⼒事業者によるピアレビューを実施
[ERC、本店対策本部、発電所対策本部、現場実動訓練]ピアレビュー（関⻄、北陸）⑤-13⽉7⽇BWR⼥ 川東 北10

 2022年度に、10発電所で12の訓練試⾏を実施し、有効性の検証を実施した。
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４．2022年度検証結果及び2023年度活動⽅針案 ４

2023年度の活動⽅針案2022年度担当活動項⽬
計画概要検証結果

今後は、事業者防災訓練において、多様なシナリオによる
訓練の実施を継続していく。

常⽤系の設備に関する仕様や系統情報等、備え付け
資料の充実の必要性が認められる等多くの改善すべき
課題が⾒いだされるなど、能⼒向上に対する有効性を
確認するとともに、更なる多様なシナリオでの訓練実施
が期待できる。

北 海 道
⽇ 本 原 電①GEに⾄ることを求めない(SE⽌まり)訓練

より効果的な現場シーケンス訓練の実施⽅法を検討し、
試⾏により訓練の有効性を確認する。

（より効果的な現場シーケンス訓練のあり⽅について、
検討・議論を実施）関 ⻄

②現場シーケンス訓練と兼ねる防災訓練の実施
（⼿順書や体制を柔軟に活⽤する現場シーケ

ンス訓練のあり⽅検討）

事業者防災訓練において、より広範囲な緊急時対応組織
の参加・連携を伴う訓練の実施を継続していく。
新たな評価指標適⽤へむけて、計画の検討等の準備を進め
ていく。

・連携した⽀援組織との活動に必要な情報や連携すべ
き内容等が確認することができ、実発災を想定した⽀
援組織との連携にあたって、有効であった。

・⽀援組織との連携にあたっては、段階的な訓練等のス
コープや訓練規模を設定し、それに応じた⽬標設定と
することが確実な緊急時対応能⼒向上に寄与する。

九 州
中 国
北 陸

③-1
実発災を想定した広範囲な⽀援組織との連携

検討開始―中 国③-2
ＰＰとの連携訓練

評価指標案に基づき、事業者防災訓練において、試⾏を⾏
い検証する。

（意思決定及び現場実動などの緊急時対応能⼒を評
価するための指標案を作成）

東 京
関 ⻄

④意思決定及び現場実動などの緊急時対応能
⼒を評価する新規指標案による評価を試⾏

持続可能な体制の構築やその実施⽅法について検討し、
ピアレビューの実施を継続していく。

・評価者として他事業者を評価することにより、⾃社との
違い等、良い気付きを得られることができた。
・評価者は、当⽇の訓練評価に加え、評価に係る事前
準備及び事後対応（結果取りまとめ）が必要なため
全ての発電所への展開を想定した場合、持続的に
⾏うための⽅策を検討する必要があることがわかった。

北 陸
東 北

⑤-1
現⾏のNRA指標を⽤いた原⼦⼒事業者間
ピアレビュー

外部専⾨家の選任やピアレビュー実施⽅法について、引き続
き検討し、試⾏を継続していく。

原⼦⼒安全推進協会の専⾨家が、本店（即応セン
ター）及び発電所（緊急時対策所）を評価できること
を確認できた。また、事業者とは異なる視点からの気付
き・課題が得られるなど、有効性が確認できた。

中 部
中 国

⑤-2 
第三者（外部専⾨家）によるレビュー

他の訓練における試⾏を検討する。

Ⅱ型訓練において、現場実動能⼒、危機管理能⼒向
上及び訓練事務局側の能⼒向上に⼀定の効果
があった。
今後は、現場と緊急時対策所等とが連携する訓練な
どの対応を含め、更なる訓練効果の確認を⾏う。

2022年度
四国

2023年度
北海道
⽇本原電

⑥マルファンクション付与等により現場での臨機の
対応を確認できる訓練の試⾏

代表社において、新たな中期計画の策定・訓練の実施・評
価を含めた⼀連の中期計画の運⽤について試⾏する。

（新たな中期計画に具備すべき要件を整理し、中期計
画のフォーマット及び作成・運⽤要領の案を作成）関 ⻄⑦中期計画の策定
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試⾏等の分担
対象事業者（◎検討主担当 〇協⼒箇所 ☆試⾏実施 △訓練へ反映 ）試⾏

予定規制庁依頼の試⾏内容等
原電九州四国中国関⻄北陸中部東電

HD東北北海道

主担当は、２０２２
年 度 か ら 継 続◎〇〇―基本⽅針の設定（⾒直し要否の検討含む）

－
各社訓練計画に基づき、訓練実施予定試 ⾏ 完 了

２ ０ ２ ３
年 度 訓 練
へ 反 映

①ＧＥに⾄ることを求めない（SE⽌まり）訓練

主担当は、２０２２
年 度 か ら 継 続〇〇☆◎2023年度

②現場ｼｰｹﾝｽ訓練と兼ねる防災訓練の実施
（⼿順書や体制を柔軟に活⽤する現場シー

ケンス訓練のあり⽅検討）

－

各社訓練計画に基づき、訓練実施予定試 ⾏ 完 了

２ ０ ２ ３
年 度 訓 練
へ 反 映

③－1
実発災を想定した広範囲な⽀援組織との連携

△
検討中
東海第⼆

敦賀

△

〔⽞海〕

△
検討中
〔伊⽅〕

△
検討中
〔島根〕

△
検討中
美浜,

⼤飯⼜は,
⾼浜

△
検討中
〔志賀〕

△
検討中
〔浜岡〕

△
検討中
柏崎刈⽻

1F、2F

△
検討中
東通⼜は,

⼥川

△
検討中

〔泊〕

〇〇☆◎〇〇2023年度
以 降③－2 ＰＰとの連携訓練（新規）

主担当は、２０２２
年 度 か ら 継 続

☆〇
〔検討中〕

☆◎
〔1F、2F〕

2023年度④意思決定及び現場実動などの緊急時対応能⼒
を評価する新規指標案による評価を試⾏

と り ま と め は
主 担 当 が 継 続◎〇試 ⾏ 完 了

2023年度
対 象

⑤－1
現⾏のNRA指標を⽤いた原⼦⼒事業者間ピアレ
ビュー 全 プ ラ ン ト の 1 / 4

（4プラント）で実施
△

〔川内〕
△

〔美浜〕
△

〔1F、2F〕
△

〔東通〕

主担当は、２０２２
年 度 か ら 継 続

☆
⾃衛隊
JANSI

☆〇
〔⾃衛隊〕◎☆

〔調整中〕
☆

〔JANSI〕
2023年度⑤－2

第三者（外部専⾨家）によるレビュー

☆〇
（調整中）〇☆◎2023年度⑥マルファンクション付与等により現場での臨機の対

応を確認できる訓練の試⾏

主担当は、２０２２
年 度 か ら 継 続☆〇☆〇☆◎☆〇☆〇2023年度

以 降⑦中期計画の策定

５． 2023年度担当分担案 ５

検 討 中
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訓練時期
（予定）

⾃⼰評価事業者間ピアレビュー
発電所事業者グループ

2023年度予定
（４発電所）

2023年度予定
（4発電所）

2022年度実績
（4発電所）

2024年 2⽉⾼ 浜1
関 ⻄

１

2024年 1⽉〇⼤ 飯2
2023年 9⽉〇〇美 浜3
2024年 2⽉〇〇伊 ⽅4四 国
2023年12⽉〇川 内5

九 州
2024年 2⽉⽞ 海6
2024年 2⽉〇柏崎刈⽻7東電ＨＤ

２
2024年 1⽉〇⼥ 川8東 北
2024年 2⽉東海第⼆9⽇本原電
2023年11⽉島 根10中 国
2024年 1⽉〇泊12北 海 道

３
2023年 9⽉〇東 通11東 北
2024年 2⽉〇志 賀13北 陸
2024年 2⽉浜 岡14中 部
2023年12⽉敦 賀15⽇本原電

2023年 9⽉〇
福島第⼀16

東電ＨＤ４
福島第⼆17

2024年度以降の評価体制
2023年度評価対象

（予定）

2022年度評価対象

（実績）
担当事業者評価チーム

評価担当事業者及び被評価事業者の能⼒向上に資するた
め、2023年度までの経験を踏まえ、以下を検討していく。
・評価チームと被評価発電所の組合せ
・評価チームが担当する被評価発電所の継続性
・評価チームの構成

美浜美浜四国、中国、原電Ａ
東通⼥川関⻄、北陸Ｂ
川内伊⽅北海道、東京、中部Ｃ

福島第⼀、福島第⼆柏崎刈⽻九州、東北、電発Ｄ

６． 2023年度事業者間ピアレビュー、⾃⼰評価対象案 ６
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７．まとめ ７

 2022年度に有効性が確認された以下の項⽬については、各社の訓練計画に反映
し取り組んでいく。
 GEに⾄ることを求めない(SE⽌まり)訓練
 実発災を想定した広範囲な⽀援組織との連携

 事業者による評価（事業者間ピアレビュー及び⾃⼰評価）については、本運⽤を
⾏いながら、持続的に⾏うための⽅策（評価体制の検討など）について継続的に検
討を実施しつつ、実効性の向上に努めていく。
（持続的に⾏うための⽅策の例）
 持続可能な評価体制の構築
 事業者間の調整に基づいた柔軟な訓練⽇程調整及びそれに基づくピアレビュー

計画の策定
 事業者による評価の進め⽅の定型化

 その他の項⽬については、2023年度も試⾏を継続し、有効性の確認を実施していく。
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原⼦⼒事業者の緊急時対応に係る訓練及び規制の関与における
各課題の検討状況について

2022年10⽉20⽇
Ａ Ｔ Ｅ Ｎ Ａ

原⼦⼒事業者の緊急時対応に係る訓練及び規制の関与のあり⽅に係る意⾒交換（第4回） 資料1[抜粋]
添付１
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（案）

東京電力福島第一原子力発電所事故から得た教訓を風化させることなく継承し、原子力事故又は原子力

災害の発生時において緊急時対応が適切に行えるよう、平時から組織的かつ継続的に緊急時対応能力の

維持・向上に努めることが必要である。

このため、原子力事業者（以下「事業者」という。）は、各要員が緊急時対応の重要性を自覚して、

着実に教育訓練等に取り組むことができるよう、緊急時対応能力の維持・向上の活動に関する基本方針を

以下のとおり定める。

基本方針

原子力施設の安全確保の一義的責任は事業者が有しており、原子力施設において緊急事態が発生した

場合、その事態を収束させることも事業者がその責任を負っている。

そのために必要な緊急時対応能力は、ある水準を達成すれば大丈夫という性質のものではなく、事業者

は、自己反省と自己研鑽を繰り返し、緊急時対応能力をたゆまず向上させていくことが肝要である。

緊急時対応能力の維持・向上の活動にあたっては、事業者は法令上の要求を満足することに注力するに

留まらず、以下について実行していく。

・現状把握：組織の緊急時対応能力の多面的な評価に努め、能力向上のために解決すべき優先課題を把握

・目標設定：達成すべき目標を定め、目標達成のために必要な改善活動や訓練を計画・実行

・現状把握、目標設定、訓練および改善活動の実施と評価のサイクルを構築

４．緊急時対応能⼒の維持・向上の活動に関する基本⽅針 4
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原⼦⼒事業者の緊急時対応に係る訓練及び
規制の関与のあり⽅における事業者の活動結果について

（2022年度）

2023年６⽉12⽇
Ａ Ｔ Ｅ Ｎ Ａ

原⼦⼒事業者の緊急時対応に係る訓練及び規制の関与のあり⽅に係る意⾒交換（第9回） 資料1[抜粋]
添付2
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報告内容の⾻⼦
１．報告内容の⾻⼦

〇活動及び成果全体が俯瞰できるような資料構成とした。
〇本資料を確認することで、試⾏の⽬的や内容、学ぶべきものなどがわかるような資料とした。
〇内容は、各とりまとめ事業者が、関係事業者と調整・連携の上、整理した。
（整理内容）
①2022年度に実施した訓練試⾏の有効性を検証し、「a.試⾏終了(各社の訓練計画へ反映)」、「b.試⾏

継続（検討を含む）」に仕分けて、報告内容を整理。
a.試⾏終了(各社の訓練計画へ反映)︓GEに⾄ることを求めない（SE⽌まり）訓練、実発災を想定した

広範囲な⽀援組織との連携、現⾏のNRA指標を⽤いた原⼦⼒事業者間ピアレビュー
• 『発電所毎の⽬標』、『達成状況』、『全試⾏発電所分を総括する形で⽬標及び達成状況のまとめ』、

これらに基づく『全体の成果』及び『今後の展開』を整理
• 上記に加え、『訓練計画概要』及び得られた『主な良好事例や気付き』を整理するとともに、必要な資

料を添付

b.試⾏継続（検討を含む）︓マルファンクション付与等により現場での臨機の対応を確認できる訓練、第
三者（外部専⾨家）によるレビュー
• 『発電所毎の⽬標』、『達成状況』、『試⾏の結果確認された成果や今後の取組等』を整理し、2023

年度の検討・試⾏実施の⽅向性を記載。
• 上記に加え、『訓練計画概要』及び得られた『主な良好事例や気付き』を整理するとともに必要な資料

を添付

②2023年度に新たに試⾏を実施し、有効性を検証するもの。
・ 現場シーケンス訓練と兼ねる防災訓練の実施、 PPとの連携訓練、意思決定及び現場実動などの緊急

時対応能⼒を評価する新規指標案による評価、中期計画の策定・運⽤要領の作成及び要領を⽤いた
試⾏ 99



1．はじめに

＜事業者の対応内容＞
(1)緊急時対応能⼒の維持・向上の活動に関する基本⽅針の設定

対応状況︓第４回訓練のあり⽅検討で報告
(2)規制庁提案の訓練の試⾏（訓練成⽴性の検討を含む）等

対応状況︓2022年度に、10発電所で12の訓練試⾏を実施（今回報告）
2023年度の活動計画（今回報告）

(3)緊急時対応能⼒向上を⽬指した中期計画の策定
対応状況︓中期計画作成要領の検討状況（今回報告）

1

〇はじめに
第４回原⼦⼒事業者の緊急時対応に係る訓練及び規制の関与のあり⽅に係る意⾒交換

（以後、訓練のあり⽅検討）（2022年10⽉20⽇）において、これまでの訓練のあり⽅検
討を踏まえた今後の対応として、規制庁から提⽰された今後の検討⽅針の全体像を踏まえ、以
下の(1)〜(3)を実施していくことで合意した。

今回、2022年度の試⾏結果及び第７回訓練のあり⽅検討（2023年3⽉17⽇）で提⽰
された「訓練等のあり⽅の検討に係る課題の検討状況及び試⾏の実施状況（緊急事案対
策室）」の内容を踏まえ、2023年度以降の事業者が⾏う対応予定について報告を⾏う。
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２．各訓練試⾏（2022年度）の実績 2

試⾏内容
（ ）内はレビューワ―

対象とした
訓 練実施⽇事業者・サイト

電源復旧（北陸電⼒との連携）広範囲な⽀援組織との連携③
総合訓練11⽉15⽇BWR島 根中 国１

外部専⾨家（第三者）によるレビュー（録画映像）を実施第三者（外部専⾨家）によるレビュー⑤-2

他原⼦⼒事業者によるピアレビューを実施
[ERC、本店対策本部、発電所対策本部、現場実動訓練]ピアレビュー（北海道、東京、中部）⑤-1総合訓練12⽉9⽇

PWR伊 ⽅四 国２
マルファンクション付与等により現場での臨機の対応を確認マルファンクション付与等の訓練⑥Ⅱ型訓練2⽉2⽇

GEに⾄ることを求めない（SE⽌まり）シナリオの訓練を実施GEに⾄ることを求めない訓練①

総合訓練

1⽉27⽇PWR泊北海道３

電源復旧（送電部⾨（社外）との連携）広範囲な⽀援組織との連携③1⽉31⽇BWR志 賀北 陸４

他原⼦⼒事業者によるピアレビューを実施
[ERC、本店対策本部、発電所対策本部、現場実動訓練]ピアレビュー（東北、九州、電発）⑤-12⽉3⽇BWR柏崎刈⽻東電HD５

外部専⾨家（第三者）によるレビューを実施第三者（外部専⾨家）によるレビュー⑤-2 2⽉10⽇BWR浜 岡中 部６

GEに⾄ることを求めない（SE⽌まり）シナリオの訓練を実施GEに⾄ることを求めない訓練①2⽉17⽇BWR東海第⼆原 電７

発電所⽀援（実動組織等との連携）広範囲な⽀援組織との連携③2⽉28⽇PWR⽞ 海九 州８

他原⼦⼒事業者によるピアレビューを実施
[ERC、本店対策本部、発電所対策本部、現場実動訓練]ピアレビュー（中国、四国、原電）⑤-13⽉3⽇PWR美 浜関 ⻄９

他原⼦⼒事業者によるピアレビューを実施
[ERC、本店対策本部、発電所対策本部、現場実動訓練]ピアレビュー（関⻄、北陸）⑤-13⽉7⽇BWR⼥ 川東 北10

101



① GEに⾄ることを求めない（SE⽌まり）訓練（１／３） 3

活動項⽬
①GEに⾄ることを求めない（SE⽌まり）訓練【PWR︓北海道、BWR︓原電】
・多様なシナリオによる訓練（緊急時対応能⼒の向上に資する⽬的を有するものであれば、必ずしも原⼦⼒緊急事態（GE）に⾄ることを求めないが、この場合、

試⾏においては2部訓練も実施）を⽬的とする。
成果達成状況訓練の⽬標対象プラント

【１部訓練】
（成果）
１部訓練は、緊急時対応能⼒の向上に繋がる達成
⽬標をねらい通りに達成することが出来ており、訓練と
しての成⽴性及び能⼒向上に対する有効性を確認
することが出来たと考える。

（今後の展開）
今後計画する訓練においても、今回とは異なる“ねら
い”・“達成⽬標”を掲げることで、更なる多様な（GE
に⾄ることを求めない）シナリオでの訓練実施が期待
出来ると考える。

【２部訓練】
（成果）
現状の要求（省令、訓練指標）から、GEに⾄る訓練
の実施が必要であるため、15条通報連絡に係る部分
のみを2部訓練として実施。
訓練規模を縮⼩して限定した要員で実施したが、成
⽴性は問題無く、⽬標も達成出来ていることを確認し、
“能⼒向上に対する有効性”という観点では、⼀定程
度の効果は得られたと考える。

（今後の展開）
10条事象発⽣時とほぼ同様の対応であること、プレー
ヤーが少⼈数であること等から、訓練の準備・計画の
負荷を踏まえると、有効性が⾼いとは⾔えない状況
であると考える。
よって、GEに⾄る訓練については、例えば総合訓練以
外の訓練を対象とすることなど、柔軟な対応を可能と
することで、合理的となり、継続的に持続可能な訓練
対応となると考えられる。

①従来訓練では使⽤しない常⽤設備を使
⽤した対策の検討・⽴案が出来ることを
確認した。

②事象進展が⽐較的緩やかになることで、従
来よりも時間を掛けた深い検討・議論が
出来ることを確認した。

①今まで故障等により使⽤不能としていた設備等を
使⽤可能にすること により、幅広い着眼点による戦
略⽴案能⼒の向上。

②事象進展が⽐較的緩やかになることで、より判断に
悩む判断分岐を設定することによる事故対処能⼒
の向上。北海道

泊 ①通報連絡について、記載の誤記や漏れ等
がなく、適切かつ迅速に実施できること
を確認した。

②認定会議において、発⽣事象、事象進展
の予測、事故収束対応等の説明を適切
かつ簡潔にできることを確認した。

①原災法第15条事象に係る通報連絡について、適
切かつ迅速に実施できること。

②原災法第15条事象認定会議において、適切かつ
簡潔に説明できること。

①発電所本部は、複数ある⼿段の中から対
応⼿段を検討する上で、リソース（要員
や時間等）を考慮して、外部電源復旧・
常⽤給⽔系を選択した。複数ある⼿段の
中から、最も合理的な⼿段を検討するこ
とが、判断能⼒向上に繋がった。

②FSSと連携し、本部の判断した対応⼿段
がリアルタイムで運転操作に反映された
訓練を実施することができた。

③本部参集後の情報共有に関して、ブリー
フィングの実施タイミングや共有する情報
内容に新たな課題を抽出した。

①これまで使⽤不能としていた機器を対応⼿段とした
戦略検討を可能とし、幅広い戦略の⽴案や対応⼿
段へのリソース（要員や時間）の配分検討等、戦
略に深みを増した⽴案が可能となることによる指揮
者の判断能⼒向上。

②フルスコープシミュレータ（FSS）を使⽤・連携し、
直接的に本部の判断が訓練進⾏への反映される
状況での、SE、あるいはGEに⾄るような訓練対応。

③事故・トラブル(ＬＣＯ事象)段階からの訓練等を
実施することで、新たな課題が抽出でき、更なる事
故対応⼒の向上を期待。

原電
東海第⼆

①通報連絡について、適切かつ迅速に実施
できることを確認した。

②認定会議において、発⽣事象、事象進展
の予測、事故収束対応等の説明を適切
かつ簡潔にできることを確認した。

①原災法第15条事象に係る通報連絡について１５
分以内に通報できること。また、通報に伴う着信確
認ができること。

②原災法第15条事象において、認定会議の対応が
出来ること。

【今後の取組内容】︓試⾏終了
2023年度以降は、各社の訓練計画に反映し、必要
により対応していく。

【検証結果】︓有効性を確認
・2発電所（PWR︓泊、BWR︓東海第⼆）で試⾏実施。
・1部訓練は、訓練としての成⽴性及び能⼒向上に対する有効性を確認するとともに、更なる多様な
シナリオでの訓練実施が期待出来ると考える。

・2部訓練は、訓練の準備・計画の負荷を踏まえると、有効性が⾼いとは⾔えないため、柔軟な対応
を可能とすることで、持続可能な訓練対応となると考えられる。

まとめ
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4

主な良好事例、気付き等訓練計画概要対象プラント

○訓練全体として活発な議論が⾏われており、事故対応では使わない常⽤
系設備による戦略⽴案が出来ていた。また⽴案した戦略が、さらに適した
⽅法になるよう提案する等、プラント状況を鑑みた検討が出来ていた。

○アンケート結果では、約９割のプレイヤーが今後も本訓練の継続が、事
故対応能⼒の向上から有効と回答。

○所属する班（⽕災対応や傷病者対応等、直接的に戦略に関与しない
班）によっては、本訓練による能⼒向上効果があまり得られないことから、
本部内全体のプレイヤーに対してのシナリオ配慮が必要。

○２つの能⼒向上効果を得るべく、やや多めのマルファンクションを設定したが、
アンケート結果では「⼗分な議論が出来なかった」、「まだマルファンクショ
ンが多い」との意⾒も出されたことから、錯綜感を減らせるような効率的な
マルファンクションの付与が必要。

〇15条認定会議において、組織を代表する者が、事象の概要、戦略、事象
進展予測について、約1分程度で適切かつ簡潔に説明出来ていた。

〇GE21発⽣による10条FAXの内容確認要求に対し、メインスピーカーが、
適切に説明出来ていた。

〇ERC対応要員のうち、サブスピーカーを不在としたことから、通常の体制と異
なる状況となり、メモ紙⇒メインスピーカー／責任者への情報の伝達が
遅くなった。

〇15条事象発⽣直前のプラント状態が把握できず⼾惑う場⾯があった。事
象発⽣からの状況をプレーヤー間で確認する時間があると良かった。

①訓練⽇時
2023年1⽉27⽇（⾦） 13:30〜17:00
2023年1⽉27⽇（⾦） 10:00〜10:30

②訓練想定
事象発⽣時間帯︓平⽇⽇中での発災を想定。

③事故想定
⾃然災害を起因としたトラブルが発⽣し、泊発電所にて警戒事態

および施設敷地緊急事態に⾄る事象を想定。
泊発電所にて全⾯緊急事態に⾄る事象を想定。

④訓練条件
プラントパラメータ情報(3号機)は、運転訓練シミュレータを基に作

成し、発電所対策本部および即応センターとの情報共有として
SPDS-WEB（訓練モード）を使⽤し、即応センターおよびERC
プラント班との情報共有としてERSS（訓練モード）を使⽤する。
原災法第15条該当事象発⽣時に係る通報連絡および第15条

該当事象認定会議での対応について、コントローラから条件付与
する情報を活⽤し、ERCプラント班との情報共有を実施する。

⑤訓練対象者

泊発電所︓対策本部要員（事故情報収集、事故対応指⽰、事故情報
等の発信）、各機能班（事故情報収集、事故対応）、訓練
計画事務局（条件付与）

本 店︓原⼦⼒班（プラント情報収集・情報提供活動）、各機能班
（プラント状況に合わせた活動の実施および社内外状況の報告
）、訓練計画事務局（条件付与）

東京⽀社︓技術班（ERCへの情報提供活動）、総務班（ERC広報班へ
の情報提供・収集活動）

泊発電所︓対策本部要員（事故情報等の発信）、訓練計画事務局
（条件付与）

本 店︓ERC対応要員、訓練計画事務局（条件付与）

北海道
泊

① GEに⾄ることを求めない（SE⽌まり）訓練（２／３）
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5

主な良好事例、気付き等訓練計画概要対象プラント

○戦略⽴案の際、不具合が発⽣したRHR(B)の取扱いや復⽔器を使⽤
した原⼦炉減圧など多様な戦略の⽴案が出来た。また、これまで戦略で
は出てこなかったD/Wクーラ、CRD系、給復⽔系など幅広く戦略の⽴
案が出来た。

○LCO事象から訓練することにより、本部参集後の情報共有に関して、ブ
リーフィングの実施タイミングや共有する情報内容に新たな課題を抽出
できた。

○GE以降の訓練を要素訓練などで補う必要がある。

○15条認定会議において、事象の概要、戦略、事象進展予測について、
簡潔に説明出来た。

○原災法10条事象と15条事象で通報⽂、10条・15条会議など1部と2
部であまり変わりないが、事務局としては訓練準備に時間を割いた。

①訓練⽇時
2023年2⽉17⽇（⾦） 13:00〜15:20
2023年2⽉17⽇（⾦） 10:15〜10:30

②訓練想定
事象発⽣時間帯︓平⽇⽇中での発災を想定。

③事故想定
⾃然災害を起因としたトラブルが発⽣し、東海第⼆発電所にて警
戒事態および施設敷地緊急事態に⾄る事象を想定。
東海第⼆発電所にて全⾯緊急事態に⾄る事象を想定。

④訓練条件
フルスコープシミュレータを使⽤・連携した訓練とする。フルスコープシ
ミュレータのCRT画⾯を発電所対策本部、即応センター、ERCプラ
ント班と共有し訓練を実施する。
原災法第15条該当事象発⽣時に係る通報連絡および第15条
該当事象認定会議での対応について、コントローラから条件付与
する情報を活⽤し、ERCプラント班との情報共有を実施する。

⑤訓練対象者

発電所︓対策本部要員（事故情報収集、事故対応指⽰、事故情報等の
発信）、各機能班（事故情報収集、事故対応）、訓練計画事
務局（条件付与）

本 店︓ERC対応班（ERCへの情報提供活動）、各機能班（プラント状
況に合わせた活動の実施および社内外状況の報告）、訓練計画
事務局（条件付与）

発電所︓対策本部要員（事故情報等の発信）、訓練計画事務局
（条件付与）

本 店︓ERC対応班、情報班、訓練計画事務局（条件付与）

原電
東海第⼆

① GEに⾄ることを求めない（SE⽌まり）訓練（３／３）
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6③ 実発災を想定した広範囲な⽀援組織との連携（１／３）

活動項⽬
③実発災を想定した広範囲な⽀援組織との連携【九州】
・緊急時対応組織の実効性の向上のため、核物質防護部⾨を含むより広範囲な緊急時対応組織の参加・連携を伴う事業者防災訓練の実施及び評価指標案に基

づく評価を⽬的とする。
成果達成状況訓練の⽬標対象プラント

【成果】
・ 訓練の⽬標に対して、達成されてい

ることを確認できた。今回の訓練から、
⽀援組織と連携するために必要な
情報や共有すべき内容を確認する
ことができ、今後のより実効的な訓
練に向けての布⽯なった。
（３発電所）

・ 規制庁作成の評価指標案に基づ
いて、ピアレビューを⾏い、評価指標
案に基づいた評価試⾏ができた。
（⽞海）

【今後の展開】
・ 評価指標案に基づく評価ができるこ

とを確認できたが、⽀援組織との連
携にあたっては、段階的な訓練等の
スコープ（顔が⾒える関係構築→
図上演習→実働を含めた要素訓
練等）や訓練規模を設定し、それ
に応じた⽬標設定とすることが確実
な緊急時対応能⼒向上に寄与する
ものと思われる。

○発電所対策本部復旧班は、派遣された他電⼒と事故・プ
ラント情報や活動内容に係わる情報共有を⾏うとともに、
現場における電源⾞を使⽤し電源復旧対応ができた。

○発電所対策本部警備班は、他電⼒から派遣を受ける要
員および電源⾞の構内への受け⼊れについて、出⼊り管
理に関わる⼿順に基づき対応できた。

原⼦⼒防災組織があらかじめ定められた機能を有効に発
揮できることの確認を⽬的とし、発電所緊急時対策本部
において、社外の⽀援組織（他電⼒）の受け⼊れ、他電
⼒と連携した対応が⾏えること。

中国
島根

○関連する社内ルールに基づいた対応が実施できることを確
認した。

○評価基準シートに記載された事象発⽣以降の各フェーズ
に対する期待事項（臨機な連携対応を含む）が実施で
きることを確認した。

○復旧計画の⽴案ができることを確認した。

○発電部⾨と送電部⾨の分社化を踏まえ、各々の社内
ルールに基づいて復旧活動を実施できること。

○防災体制発令中において、発電部⾨、送電部⾨が⼀
体となって対応すること。

（社内ルールに規定がない臨機な連携）
○故障個所を特定し、⾚住線(66kV)の早期復旧を最

優先に対応すること。

北陸
志賀

○ＬＳＢ運営のため発電所の事故状況、発電所への物資
⼈員の⽀援予定等が⼊⼿できていることを確認した。

○後⽅⽀援拠点で⾏う調整会議において、陸上⾃衛隊、規
制庁及び当社）が、⽀援物資の輸送ルート確保が困難
な状況下を踏まえた対応内容を協議し、⽅針や関連注
意事項を共有することができた。

○⽀援物資の輸送において、⾃然災害により事業者が⾃⼒
で対応ができない場合や放射性物質放出後の環境を想
定した対応について、輸送ルートの検討や関係者との調
整ができていた。

○評価指標案に基づく評価ができることを確認できた。

後⽅⽀援拠点（ＬＳＢ）における実動組織との連携
○ＬＳＢ運営に必要な情報を⼊⼿できること。
○ＬＳＢ運営や除染対応の習熟。
○陸上⾃衛隊や規制庁職員とオンサイト⽀援に係る調整

などの活動が実施できること。
○放射性物質放出後や輸送ルートが確保困難な場合に

おける発電所までの⽀援物資輸送の⼿順の検討がで
きること。

○規制庁作成の評価指標案に基づいて、ピアレビューを実
施。

九州
⽞海

【今後の取組内容】︓試⾏終了
・ 連携した⽀援組織との活動に必要

な情報や連携すべき内容等が確認
することができたことから、今後も同
様に他の⽀援組織の連携内容を計
画的に確認していくことで緊急時対
応能⼒の向上に繋げていく。

【検証結果】︓有効性を確認
・3発電所で⽀援組織との連携訓練を試⾏（島根︓他電⼒（電源⾞）、志賀︓送電部⾨（外部電源復旧）、
⽞海︓⾃衛隊、規制庁（後⽅⽀援活動））し、⽀援組織の受け⼊れやコミュニケーションの実施等が訓練の計画に 基
づき対応できていた。

・⽀援組織との連携にあたっては、段階的な訓練等のスコープや訓練規模を設定し、それに応じた⽬標設定とすることが確
実な緊急時対応能⼒向上に寄与するものと思われる。

まとめ
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7③ 実発災を想定した広範囲な⽀援組織との連携（２／３）

主な良好事例、気付き等訓練計画概要対象プラント

○発電所対策本部復旧班と派遣された他電⼒の要員は、遮断器等の状
態について、３Ｗａｙコミュニケーションを⽤いて状況を確認できていた。

○他電⼒を構内に受け⼊れて活動を⾏う際に、現場活動内容については
詳細に説明を⾏ったが、構内配置やプラント状況に関する説明は簡単に
済ませていた。社外の⽀援組織から派遣された要員が迷わず活動できる
ように、情報共有すべき内容を整理しておく必要がある。

○緊急時の発電所外からの⼊構⼿順について、より迅速かつ確実に対応す
るために、社外の⽀援組織から派遣された要員および融通いただいた可
搬型設備の⼊構に関する運⽤についても、明確化しておく必要がある。

（⽇時）2022年11⽉15⽇（⽕）13:00〜16:30
（訓練想定）

⻄⽇本5 社アライアンスを通じて、北陸電⼒に⾼圧発電機⾞の融通を要請し、
北陸電⼒社員および⾼圧発電機⾞が島根原⼦⼒発電所に到着した場⾯を想
定する。（⾼圧発電機⾞の融通は模擬）

（訓練内容）
電源機能喪失時対応連携訓練として、下記の内容を実施。

○発電所⼊⼝ゲートに到着した北陸電⼒要員および⾼圧発電機⾞の⼊域⼿
続きおよび免震重要棟までの誘導。

○北陸電⼒要員への事故の状況共有および現場への誘導。
○北陸電⼒要員と連携し⾼圧発電機⾞を⽤いた、建物外部の接続箇所への

ケーブル接続。
（⾼圧発電機⾞およびその運転、現場でのケーブル接続は模擬とした。）

中国 島根

○災害時のプラント状況について、発電部⾨から分かりやすく状況説明が
あり、安⼼できた。（送電部⾨）

○分社化前より故障対応は⾏っていたが、分社化後の連絡・対応体制に
ついて確認することができた。

○発電所構内の道路状況等を送電部⾨へ的確に伝達できる⽅法が必要
である。

○送電部⾨の対応者へ発電所内でのルール（核物質防護設備写真撮
影不可やドローン使⽤禁⽌など）を社内で広く周知する必要がある。

○今回は、送電部⾨（分社化前は同じ会社）との連携であったのでス
ムーズにいったが、関係性が薄い組織との連携についてどのように実施し
ていくかが今後の課題である。

（⽇時）2023年 1⽉31⽇（⽕）9:45〜15:47
（訓練想定）

地震により、外部電源の志賀中能登線(500kV)、志賀原⼦⼒線(275kV)、
⾚住線(66kV)の３ルート５回線が全て停⽌する。（外部電源喪失）
⾚住線（66kV）について、発電所、送電部⾨それぞれの所掌設備が地震
の影響により損壊する状況下、発電所と送電部⾨が連携して復旧することを
想定する。

（訓練内容）
外部電源復旧に係る連携訓練として、下記の内容を実施。

○発電所、送電部⾨が分社化を踏まえ、各々の社内規定に基づいて復旧活
動を実施。

○防災体制発令中において、発電所、送電部⾨が⼀体になって対応を実施。
（各々の社内規定には規定されていない細部に係る臨機な連携対応の実施）

○故障個所を特定し、⾚住線(66kV)の早期復旧を実施。

北陸 志賀

〇初めての試みとして訓練に取り組んだことに意味がある。
〇各機関との調整会議で物資輸送に関する協議を⾏うことで、より現実

的な議論ができていた。
〇最新の事故対応状況を確認する上で、事業者が使⽤している原⼦⼒災

害情報システム（さきもりくん）によるクロノロジーは、規制庁職員や⾃
衛隊の情報⼊⼿に役⽴つことがわかった。

〇規制庁派遣者や⾃衛隊への現場対応に係る依頼は、事故の状況や⾃
然災害による発電所外の被災状況を踏まえて、安⼼して対応できること
がわかることやヨウ素剤の服⽤の依頼などその対応の意味合いを含めた
情報共有が必要。

〇実発災を想定した規模の訓練までには⾄っていなかった（⽀援物資や
要員の数量）。

〇⾃衛隊の⽀援に係る能⼒を知ることで、リアリティな訓練に繋がる。
〇数⽇経過した道路損壊場所の写真で作業可否を判断することは、状況

に変化があった場合に危険であるため、最新の状況により判断すべき。

（⽇時）2023年2⽉28⽇（⽕）13:10〜17:00
（訓練想定）
○後⽅⽀援拠点を設置し、放射性物質放出後や地震による道路損壊等により

発電所への⽀援物資等の輸送ルートが確保困難な場合を想定。
○警戒区域境界が設定されたことを受け、前線拠点（発電所⽀援に向け⾞両の

除染等を実施）の設置を想定。
（訓練内容）
【後⽅⽀援拠点】
○実働機関との連携として、規制庁や陸上⾃衛隊によるオンサイト活動に係る⽀

援の依頼・調整や情報共有を⾏う。
・原⼦⼒事業者、陸上⾃衛隊及び原⼦⼒規制庁参加による調整会議を実施。
・陸上⾃衛隊員による道路啓開作業（模擬）を実施し、作業完了後にLSBに
て内部被ばく測定を実施。

○本店即応センターとの連携として、発電所への⽀援物資等の輸送に向けた調整
を実施。

【前線拠点】
○後⽅⽀援拠点の指揮所と連携し、発電所への⽀援物資の輸送を実施（発電

所の受⼊はなし）。また、⽀援物資の輸送に係る⾞両の汚染確認及び除染作
業に係る⼿順の確認を実施。

九州 ⽞海
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8

【原⼦⼒事業所災害対策⽀援拠点（後⽅⽀援拠点：LSB※）における対応訓練として以下の内容を実施】※ Logistics Support Base
①発電所までの支援物資輸送の手順について、放射性物質放出後や地震による道路損壊等により輸送ルートが確保困難な場合における対応等を検討。

②実動省庁との連携として、陸上⾃衛隊によるオンサイト⽀援（発電所までのアクセスルート確保のための道路啓開）に係る依頼・調整や活動に必要な
情報（道路の損壊や環境放射線等の状況、必要な防護措置）を共有。

【訓練タイムスケジュール】

【関係機関との対応フロー図(数字は上表タイムスケジュールと連携）】

【訓練における発電所周辺道路状況及び物資輸送ルート】

【⽞海総合訓練時⽀援対応拠点間位置関係】

③ 実発災を想定した広範囲な⽀援組織との連携（３／３）（九州 ⽞海）

107



9

活動項⽬
④意思決定及び現場実動などの緊急時対応能⼒を評価する新規指標案による評価【東京、関⻄】
・意思決定及び現場実動などの緊急時対応能⼒を評価する新規指標案による評価を試⾏。

成果達成状況⽬標対象プラント

意思決定・現場実動等の能⼒に係る評価指標
案を作成。

○発電所の意思決定・現場実動について現場の
意⾒を確認の上、それぞれ、必要な対応能⼒
を、項⽬毎に整理するとともに原⼦⼒規制庁
と⾯談で調整を実施。

○今後、公開会合等の場で、議論の上、2023
年度の試⾏、2024年度の指標組み込みに向
けて引き続き調整することとした。

○発電所の意思決定・現場実動について現場の意⾒を確
認の上、それぞれ、必要な対応能⼒を整理。

○必要な対応能⼒を項⽬毎に整理し、それをベースとした
指標案について原⼦⼒規制庁と調整する。

○指標案について、関係者で議論の上、内容を調整し、
試⾏を⾏うとともに、指標組み込みに向けた対応を⾏う。

ー

【今後の取組内容】︓試⾏継続
・2023年度に評価指標案を⽤いて試⾏を実施

予定

【検証結果】︓検討継続中
まとめ

④ 意思決定及び現場実動などの緊急時対応能⼒を評価する新規指標案による評価

〇意思決定・現場実動等の能⼒に係る評価指標案（概要）

チェックシート
 現場指揮者（復旧現場での指揮者）は、現場要員に対して統率の取れた、指揮・命令を⾏える。
 現場指揮者は、与えられた作業全体の進捗を把握し、⽬標時間内に作業完了出来るようリソース配分を⾏える。
 現場指揮者は、⼈⾝安全・放射線安全を考え、適切な指⽰を⾏える。

①現場指揮者の
統率

現
場
活
動

チェックシート
 現場要員（復旧現場での作業員）は、現場指揮者からの指令・命令に従い、適切な対応が実施できている。
 現場要員は、現場指揮者と密にコミュニケーションを取り、情報共有ができている。
 現場要員は、現場指揮者の指⽰に従い、適切な装備品を正しく装着している。
 現場要員は、現場作業中において、安全⾏動を取っている。

②現場要員の対
応

実績（エビデン
ス）確認

 現場指揮者は、マルファンクションなど、不測の事態において、取り得る⼿段の中から適切な⽅針を意思決定出来ている。
 現場要員は、⼈⾝安全上の問題が発⽣している現場がある場合、作業中断を判断し、現場指揮者に報告の上、その

後の対応について現場指揮者から得る。
③臨機な対応

評価⽅法必要な対応能⼒項⽬
実績（エビデン
ス）確認

 緊対指揮者（緊急時対策所で指揮をしている⼈）は、迅速且つ確実にEALを判断できる。
 緊対指揮者は、特に初発のSE、GE判断を迅速且つ確実に判断できる。①EAL判断指

揮
者
भ
意
思
決
定

チェックシート 緊対指揮者は、構内状況や放射線量の情報収集を実施できる。
 緊対指揮者は、⼈⾝安全・放射線安全を考え、適切な指⽰を⾏える。

②⼈⾝・放射線
安全

実績（エビデン
ス）確認

 緊対指揮者は、ホールドポイント（⽬標設定）において、現状確認・認識統⼀を⾏える。
 緊対指揮者は、ホールドポイント（⽬標設定）において、発電所の戦略を決定・周知できる。

③復旧戦略の決
定

実績（エビデン
ス）確認 緊対指揮者は、マルファンクションなど、不測の事態において、取り得る⼿段の中から適切な⽅針を意思決定できる。④臨機な対応
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⑤-1 現⾏のNRA指標を⽤いた原⼦⼒事業者間ピアレビュー（１／２） 10

活動項⽬
⑤-1 現⾏のNRA指標を⽤いた原⼦⼒事業者間ピアレビュー 【北陸、東北】
・現⾏のNRA指標を⽤いた訓練評価および従来の事業者間評価の改善を⽬的とし、原⼦⼒事業者間でのピアレビューを実施する。

成果・課題、今後の展開達成状況訓練の⽬標対象プラント
【成果・課題】
①NRA指標を⽤いた訓練評価
・事業者が概ね原⼦⼒規制庁と同等の評価が実施できることを確認。
・指標２、３評価の基となるアンケートは、訓練プレーヤ（原⼦⼒規制庁）
と評価者（事業者）の結果に差異が⽣じる可能性があることを確認。

②従来の事業者間評価の改善
・訓練評価の着眼点を明確にすることで、効果的な評価に資することを確認。

③その他
・評価者として他事業者を評価することにより、⾃社との違い等、良い気付きを
得られる。

・評価者は、当⽇の訓練評価に加え、評価に係る事前準備および事後対応
（結果取りまとめ）がある。将来的に全ての発電所への展開を想定した場
合、持続的に⾏うための⽅策の検討が必要である。

【今後の展開】
①NRA指標を⽤いた訓練評価
・2022年度と同様、４発電所を選定。
・持続的に⾏うための⽅策を検討し、2023年度以降も継続して実施。

②従来の事業者間評価の改善
・2023年度以降も継続して実施。

○11事業者で訓練評価対応チームを4グ
ループ編成し、4発電所において原⼦⼒
事業者間ピアレビューを実施。⽬標の達
成状況は以下のとおり。

①NRA指標を⽤いた訓練評価
・NRA指標を⽤いた訓練評価を実施。

②従来の事業者間評価の改善
・新規に全社統⼀的な評価シートを作成。
・評価シートの着眼点は、以下のとおり。
 統⼀的な観点として、重要な局⾯

（最初の原災法事象の該当 等）
における意思決定・情報伝達。

 訓練ユニークな観点として、重点評
価項⽬を設定。

・評価シートを⽤いた訓練評価を実施。

①NRA指標を⽤いた訓練評価
・NRA評価指標を⽤いて原
⼦⼒事業者間ピアレビューを
実施。

・2022年度、４発電所の事
業者防災訓練での試⾏を通
じて、事業者が原⼦⼒規制
庁と同等の評価が実施でき
るか否かを確認。

②従来の事業者間評価の改善
・これまで実施してきた事業者
⽬線での評価が、より効果
的な評価となるよう、本試⾏
を通じて、より良い仕組みを
検討。

四国 伊⽅
東京 柏崎刈⽻

関⻄ 美浜
東北 ⼥川

【今後の取組内容】︓試⾏終了
①NRA指標を⽤いた訓練評価
・試⾏と同様、４発電所を選定。
持続的に⾏うための⽅策を検討
し、2023年度以降も継続して
実施。

②従来の事業者間評価の改善
・2023年度以降も継続して実施。

【検証結果】︓有効性を確認
○①NRA評価指標を⽤いた評価および②従来の事業者間評価の改善を⽬的とし、11事業者で訓練評価対応チーム

を4グループ編成、4発電所（伊⽅、柏崎刈⽻、美浜、⼥川）において原⼦⼒事業者間ピアレビューを実施した。

○⽬標に対し，以下のとおり有効性を確認した。
①ＮＲＡ評価指標を⽤いた評価︓事業者が概ね原⼦⼒規制庁と同等の評価が実施できることを確認。
②従来の事業者間評価の改善 ︓訓練評価の着眼点を明確にすることで、効果的な評価に資することを確認。

まとめ

状 況［評価完了⽇］訓練評価対応チーム実施⽇被評価発電所

評価完了［2023.5. 1］北海道、東京、中部2022.12. 9伊⽅四国

評価完了［2023.4.28］九州、東北、電発2023. 2. 3柏崎刈⽻東京

評価完了［2023.5. 8］四国、中国、原電2023.  3. 3美浜関⻄

評価完了［2023.4.26］関⻄、北陸2023.  3. 7⼥川東北
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⑤-1 現⾏のNRA指標を⽤いた原⼦⼒事業者間ピアレビュー（２／２） 11

評価結果計画概要対象プラント

○NRA指標を⽤いた訓練評価
（総括）
・事業者が概ね原⼦⼒規制庁と同等の評価が実施できることを確認。
・指標２、３評価の基となるアンケートは、訓練プレーヤ（原⼦⼒規
制庁）と評価者（事業者）の結果に差異が⽣じる可能性がある
ことを確認。

（指標別の評価）

○評価体制
・評価対応チームは、事業者で４チーム設置する。
・試⾏における評価者は、評価対象（①緊急時対策所、②現場、③即応センター、
④ＥＲＣ）毎に各社１名設置

・被評価発電所との調整役として、評価対応チームの中から、評価実施責任者（1
名）を設置

・評価者は、訓練設計（いわゆる、訓練事務局）経験者、緊急時対策本部要員
の指揮者クラス（本部の班⻑クラス）経験者⼜は現場経験者から選任する。なお、
訓練未実施の事業者においては、上記基準を参考に適切な評価者を⼈選する。

○被評価発電所と評価対応チーム
・試⾏する訓練は、全事業者が訓練評価に参加できるよう4チーム編成し、それぞれ
１訓練を対象

四国 伊⽅
東京 柏崎刈⽻

関⻄ 美浜
東北 ⼥川

評価対応チーム実施⽇被評価発電所

北海道、東京、中部2022.12. 9伊⽅①四国

九州、東北、電発2023. 2. 3柏崎刈⽻②東電HD

四国、中国、原電2023. 3. 3美浜③関⻄

関⻄、北陸2023. 3. 7⼥川④東北

2022年度の被評価発電所と評価対応チーム

評価対応チーム体制図（計8〜12名体制）

評価者１〜２名評価対象①緊急時対策所

評価者（取りまとめ）１名

評価者１〜２名評価対象②現場

評価者（取りまとめ）１名評価対象③即応センター

評価対象④ＥＲＣ

評価者（取りまとめ）１名

評価者（取りまとめ）１名

評価者１〜２名

評価者１〜２名

評価結果項⽬

・⾯談資料を基に評価を実施。
・原⼦⼒規制庁と同等な評価が可能と考える。指標１

・訓練プレーヤ（原⼦⼒規制庁）と評価者（事業者）の
結果に差異が⽣じる可能性がある指標２

・指標２と同様
・「指標3-2 リエゾンの活動」を評価は難しいと考える。
（リエゾンの活動の様⼦は確認できる。⼀⽅、有効に機能し

ているか否かの判断は難しい）
指標３

・⾯談資料を基に評価を実施。
・原⼦⼒規制庁と同等な評価が可能と考える。指標４

・⾯談資料を基に評価を実施。
・原⼦⼒規制庁と同等な評価が可能と考える。指標５

・⾯談資料を基に評価を実施。
・原⼦⼒規制庁と同等な評価が可能と考える。指標６

・⾯談資料を基に評価を実施。
・原⼦⼒規制庁と同等な評価が可能と考える。指標７

・⾯談資料を基に評価を実施。
・原⼦⼒規制庁と同等な評価が可能と考える。指標８

・⾯談資料を基に評価を実施。
・原⼦⼒規制庁と同等な評価が可能と考える。指標９

・⾯談資料を基に評価を実施。
・原⼦⼒規制庁と同等な評価が可能と考える。指標10

・⾯談資料を基に評価を実施。
・原⼦⼒規制庁と同等な評価が可能と考える。指標11
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活動項⽬
⑤-2 第三者（外部専⾨家）によるレビュー 【中部、中国】
・事業者防災訓練について、事業者・NRA以外の組織に所属する第三者からレビューを受けることで、異なる視点からの気づき・課題を抽出し、緊急時対応能⼒の
向上に繋げることを⽬的とする。

成果達成状況訓練の⽬標対象プラント
【成果】
①緊急時対応能⼒の客観的な評価
・ 現地での評価とDVDによる評価の何れでも、原⼦

⼒安全推進協会の専⾨家が、本店（即応セン
ター）及び発電所（緊急時対策所）を評価でき
ることを確認できた。

②事業者とは異なる視点からの気付き・課題の抽出
・ 原⼦⼒安全推進協会から事業者とは異なる視点

からの気付き・課題を得ることができた。

【今後の展開】
・ 原⼦⼒安全推進協会以外の専⾨家によるレビュー

の有効性を確認するため、2023年度も試⾏を継
続する。

・ 2023年度も試⾏の有効性が確認できれば、
2024年度から本格運⽤を開始する。

①緊急時対応能⼒の客観的な評価
原⼦⼒安全推進協会の専⾨家が、事業
者間ピアレビューで使⽤する評価チェックシー
トにより、本店（即応センター）及び発電
所（緊急時対策所）を評価できることが
確認できた。（浜岡は現地での評価、島根
はDVDによる評価）

②事業者とは異なる視点からの気付き・課題
の抽出
浜岡において、原⼦⼒安全推進協会による
ノンテクニカルスキルの⾏動観察を受けた。
観察した結果に基づき、詳細分析を実施中。

（ノンテクニカルスキルの⾏動観察の概要
については、スライド14参照。）

原⼦⼒安全推進協会以外の外部専⾨家
によるレビューの有効性の確認を2023年
度に⾏う。

以下の2つの視点から、外部専⾨家（第三者）に
よるレビューを⾏う。

①緊急時対応能⼒の客観的な評価
原⼦⼒安全推進協会の専⾨家により、原⼦⼒事
業者間レビューで使⽤する評価チェックシートを
⽤いて、複数年かけて全事業者（全発電所）
の事業者防災訓練をレビュー。
2022年度は試⾏として、島根及び浜岡で実施す
る。

②事業者とは異なる視点からの気付き・課題の抽出
更なる取り組みとして、各事業者の実情に応じ、
海外レビューワ・⼤学関係者・他産業の実務者
等から防災訓練のレビューを受け、事業者とは異
なる視点からの気付き・課題を得る。

中国 島根
中部 浜岡

【今後の取組内容】︓試⾏継続
2023年度も以下の観点で試⾏を⾏う。

①緊急時対応能⼒の客観的な評価
原⼦⼒安全推進協会が年間を通じて複数サイトの
レビューを実施できることの確認。【継続実施】

②事業者とは異なる視点からの気付き・課題の抽出
原⼦⼒安全推進協会以外の外部専⾨家によるレ
ビューの有効性の確認。

【検証結果】︓⼀部有効性を確認
・2発電所（島根、浜岡）で試⾏実施。
・JANSIの専⾨家による現地評価で、事業者間レビューと同様の評価を適切に実施できていた。
・JANSI以外の外部専⾨家 によるレビューの有効性の確認を2023年度に⾏う。まとめ

⑤-2 第三者（外部専⾨家）によるレビュー（１／２）
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13⑤-2 第三者（外部専⾨家）によるレビュー（２／２）

主な良好事例、気付き等計画概要対象プラント

○即応センター
ERSS、COP、備付資料等を適切に活⽤し、ERCプラント班の理
解を促すように努めていた。

○緊急時対策所
戦略に影響を及ぼす状況変化が迅速に共有され、戦略会議にて
都度検討されていた。

○即応センター
10条確認/15条認定会議での説明に⼤きな問題は無かったが、
発⽣号機、判断時刻の省略、少し先⾛った説明が⾒受けられたの
で、会議の運営に係る理解の促進が望まれる。

○緊急時対策所
EALの解釈に係る共通認識が⼀部⼗分でない点が⾒られた。

（⽇時）2022年11⽉15⽇（⽕）13:00〜16:30
（訓練⽬的）
・原⼦⼒防災組織があらかじめ定められた機能を有効に発揮できること
・昨年度までの訓練結果を踏まえた、課題に対する改善活動の有効性を確認する
こと

（事象想定）
平⽇の勤務時間帯に発⽣した豪⾬の影響による鉄塔倒壊で外部電源が喪失し、
2号機は所内単独運転に失敗、原⼦炉スクラムし、その後に発⽣する⼤規模な地
震、機器故障の影響により、電源機能、注⽔機能、閉じ込め機能に関わる複数
の設備故障の発⽣および事象進展により、原⼦⼒災害対策特別措置法15条該
当事象に⾄る。

中国 島根
中部 浜岡

○即応センター
SPDSの画⾯監視、発電所の発話の傍聴、技術⽀援Gとの連携
等により、ERC対応Gは、プラント状況を速やかに⼊⼿していた。

○緊急時対策所
本部席員、情報戦略班員は共に判断フロー図を⽤いて正確な
EAL判断に努めていた。

○即応センター
⼿順書を⽤いてERCに説明する場⾯があったが、単にフローを説明
するのではなく、フローの判断基準も⼀緒に説明する必要がある。

○緊急時対策所
事象の収束に有効な対策およびその優先順位の判断結果とその周
知は概ね適正に実施されていたが、判断の根拠については、本部
席にいる要員以外には説明等がなかった。

（⽇時）2023年2⽉10⽇（⾦）13:10〜16:05
（訓練⽬的）

・意思決定および情報連絡を迅速に実施できる仕組みの有効性の検証および確
実な対応の検証

・2021年度の訓練で抽出された課題に対する取り組みの有効性の検証
（事象想定）
平⽇昼間帯の御前崎市において震度7の地震が発⽣し、4号機原⼦炉が停⽌する。
地震を起因とし、複数個所（3号機軽油タンク、4号機⾮常⽤ディーゼル発電機
（A）、4号機⾮常⽤換気空調系冷凍機）の⽕災が発⽣する。その後、複数の
原⼦炉注⽔設備が故障することで徐々に事態が悪化し、全⾯緊急事態となる。同
時に、3号機において、使⽤済燃料プールからの漏えいが発⽣することで施設敷地
緊急事態となる。
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状況認識 意思決定 コミュニケーション リーダーシップ 全体

TR
M

スキ
ル

実
施

率
（

％
）

１回⽬ ２回⽬ ３回⽬

ノンテクニカルスキル訓練
の実施（要素訓練）

⾏動観察シート
録画

観察対象タスク TRMスキル ⾏動指標 観察結果  Note

状況に関わる情報をメモしている □OK  □NG  □NA
　

⼤きな声で発話している □OK  □NG  □NA

明瞭な⼝調で発話している □OK  □NG  □NA

簡潔に発話している □OK  □NG  □NA

落ち着いた態度で発話している □OK  □NG  □NA

「・・・らしい」等、不正確・曖昧な表現を使っていない □OK  □NG  □NA

注⽬させてから班全体に話しかけている □OK  □NG  □NA

指⽰・周知事項は繰り返して伝えている □OK  □NG  □NA

他者の発⾔を遮らずに傾聴している □OK  □NG  □NA

数値には単位をつけている □OK  □NG  □NA

　

コミュニケーション
＜基本スキル＞

初動ブリーフィング

評価・分析

行動観察

⾏動観察シートを⽤いて、総合訓練での活動を
ノンテクニカルスキルの視点で観察を⾏います。

抽出した特性からノンテクニカルスキルを強化する訓練
（協⼒︓ＪＡＮＳＩ）を実施します。

⾏動観察結果から、ノンテクニカルスキルにおける特性を把握します。

⾏動指標 観察結果

状況に関わる情報をメモしている □OK  □NG  □NA

⼤きな声で発話している □OK  □NG  □NA

明瞭な⼝調で発話している □OK  □NG  □NA

簡潔に発話している □OK  □NG  □NA

落ち着いた態度で発話している □OK  □NG  □NA

「・・・らしい」等、不正確・曖昧な表現を使っていない □OK  □NG  □NA

注⽬させてから班全体に話しかけている □OK  □NG  □NA

指⽰・周知事項は繰り返して伝えている □OK  □NG  □NA

他者の発⾔を遮らずに傾聴している □OK  □NG  □NA

数値には単位をつけている □OK  □NG  □NA

⾏
動

指
標

達
成

率
（

％
）

※ノンテクニカルスキル（non-technical skill）︓技
術⼒(テクニカル)以外のリーダーシップやコミュニ
ケーションに関する能⼒のこと。総合訓練

（参考）中部電⼒におけるノンテクニカルスキルの⾏動観察

113



15⑥ ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与等により現場での臨機の対応を確認できる訓練（１／２）

活動項⽬
⑥ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与等により現場での臨機の対応を確認できる訓練【四国】
・現場指揮者の実動能⼒の向上を⽬的とし、訓練検査官⼜は防災専⾨官によるマルファンクションの付与を試⾏し、現場での臨機の対応を確認する。

成果⽬標対象プラント
【成果】
訓練後アンケート結果の良好意⾒および気づき、改善意⾒から、本試⾏の成果は以下のとおり。
＜良好意⾒より＞

〇マルファンクションの内容等は試⾏としては⼗分だった。
〇現場実動能⼒向上、危機管理能⼒向上に⼀定の効果がある。
〇シナリオへの影響がなく、マルファンクションの⾃由度が⾼いことから、⼀つの⼿法として成⽴する。

＜気づき、改善意⾒より＞
□今回の試⾏とは異なる以下の訓練⽅法を⾏うことにより、訓練効率・効果の向上が期待できる。

①現場実動訓練への直接付与
②関係箇所(緊対所等)との連携の追加
③机上訓練(訓練動画による付与訓練、複数名での討論型訓練）

□訓練効果向上に寄与すると考えられる以下の改善事項が明確になった。
④より詳細なマルファンクションの検討（対象訓練に応じた付与数、内容および考案者と

付与者の認識合わせ、付与者の訓練内容・現場熟知）
⑤マルファンクション充実⽅法（他社訓練視察からのマルファンクション追加、

マルファンクションのリスト化と蓄積および各社での共有）

【今後の展開】
・上記改善事項①〜⑤について、①②④は「速やかに反映可能な改善事項」とし、③⑤は準備・検討に時

間を要する等、今後の訓練結果も含めて採否および反映可能かを検討する「中⻑期で検討が必要な
改善事項」に分類し、有効性を確認していく。

○現場指揮者の実動能⼒の向上を⽬的とし、Ⅱ型
訓練（実動）に合わせ、訓練に帯同した別の現場
指揮者に対し、検査官が事前に準備したリストから
選択したマルファンクションを任意のタイミングで付
与することにより、帯同した現場指揮者の臨機な判
断等の対応を確認する。

伊⽅
達成状況

○訓練実施後のアンケート等から、本訓練が現場指
揮者の実動能⼒の向上に寄与することが確認でき
た。
なお、付与したマルファンクションに対する現場指揮
者の回答は、全て適切であった。

【今後の取組内容】︓試⾏継続
・今回試⾏において⼀定の効果が確認できた⼀⽅、更なる試⾏の余地があることおよび規制庁側意⾒
（第７回訓練のあり⽅検討規制庁資料）を踏まえて、今回の試⾏で得られた「速やかに反映可能な改
善事項」(上記①②④)を反映したマルファンクション付与訓練を２０２３年度に試⾏することとしたい。
試⾏案は以下のとおり。
＜訓練⽅式＞

・訓練形態︓現場実動訓練＋関係箇所（緊対所等）との連携有
・訓練対象者︓指揮者、現場実動指揮者
・マルファンクション付与⽅法︓訓練対象者への直接付与

【検証結果】︓⼀部有効性を確認
・1発電所（伊⽅）で、検査官によるマルファンクション
付与を取り⼊れた現場実動訓練の試⾏を実施。

・現場実動能⼒向上、危機管理能⼒向上に⼀定の
効果があると考えられる。

・今回試⾏と異なる訓練⽅法によって、更なる訓練効
果向上が期待できる。

まとめ
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16

主な良好事例、気付き等訓練計画概要対象プラント

本訓練試⾏おける評価では、試⾏の成⽴性の観点で良好意⾒及び気付きの抽
出を実施した。

〇マルファンクションを検討・リスト化することは、訓練者のみならず、訓練事務局
側の能⼒向上に効果がある。さらに、外部の視点を加えることでマルファンクショ
ンの幅が広がる。

〇現場班⻑の危機管理能⼒向上に資する。
〇Ⅱ型訓練を途中で⽌めることなく、効率的であり、マルファンクションの⾃由度

が⾼い。

〇より詳細な検討（対象訓練に応じた付与数、内容および考案者と付与者の
認識合わせ）により効果的なマルファンクションの⽴案でき、訓練効果向上へ
つながる。

〇訓練⽅法の変更により効率化を図る余地がある。（訓練動画による机上付
与訓練、複数⼈での討論型訓練）

〇現場実動訓練への直接付与や関係箇所との連携追加により、更なる訓練効
果の向上が期待できる。

〇訓練⽅法の変更（複数⼈での討論型、ビデオ視聴型訓練）、マルファンク
ションの充実（他社訓練反映、マルファンクションの蓄積、共有）等の訓練効
果向上の⽅策が考えれる。

〇シナリオ進展に影響がない訓練⽅法、マルファンクション内容であれば様々な訓
練へ展開可能と思われる。

○Ⅱ型訓練とは別の現場指揮者に対し、検査官が事前に準備したマル
ファンクションリストから選択の上、任意のタイミングで付与。

●対象訓練の考え⽅は以下のとおり。
・個別⼿順（重⼤事故等または⼤規模損壊発⽣時の⼿順）による
訓練か

・現場指揮者の役割が求められるか
・今後実施予定の訓練

●マルファンクションの検討は下記⽅針に基づき実施。
・マルファンクションの⽬的を明確にし、今回訓練において想定しうるもの
・事業者、規制庁の両者で検討し、リストを作成。

●訓練実施⽅法はⅡ型訓練進⾏に合わせて、検査官が任意のタイミン
グでリストから選択したマルファンクションを付与し、現場指揮者が回答
する。

●評価は下記項⽬について記述式で実施。
・訓練の成⽴性
・現場実動能⼒向上への効果
・気づき、改善事項四国 伊⽅

⑥ ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与等により現場での臨機の対応を確認できる訓練（２／２）

マルファンクション１
 付与可能期間 A

マルファンクション２
 付与可能期間 B

マルファンクション３
 付与可能期間 C

マルファンクション４
 付与可能期間 D

マルファンクション５
 付与可能期間 E

A
B

訓練開始

訓練終了

Ⅱ型訓練

C

D

E

対応を回答

１回⽬

対応を回答

３回⽬

対応を回答

２回⽬

《マルファンクション⼀覧からマルファンクションを現場指揮者へ付与》 マルファンクション⼀覧

選択

選択

選択

訓練終了後にマルファンクションへの対応について振り返り

検査官

検査官

検査官

マルファンクション付与訓練試⾏

評価者

評価者

評価者

電源確保班長

（試行）

電源確保班長

（試行）

電源確保班長

（試行）

班員 班員

班員
電源確保班長

マルファンクション２付与

マルファンクション４付与

マルファンクション５付与
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17⑦ 中期計画の策定（１／５）

１．検討状況
（１）中期計画のあるべき姿

“各組織の活動能⼒(習熟度)や組織内外の環境変化を踏まえて、必要な能⼒を効
果的に向上させる訓練（適切な内容、難易度）を継続的に計画・実施させるもの”

＜具備すべき主な要件＞
Ａ）中期計画の範囲が緊急時対応に係る活動・組織を網羅していること
Ｂ）⾃⼰評価に基づき中期的な⽬標が設定されること
Ｃ）⽬標達成に必要な訓練計画が策定されること

Ｄ）継続的な能⼒改善を効果的に実施できるよう、訓練結果・評価が
以降の計画に適切に反映されること

Ｅ）計画や継続的改善の内容に対して、社外からの気づき等を効果的に
得られるよう、レビューに必要な情報が確認できること

本⽇ご説明

中期計画
作成要領で
担保
(前回ご説明済)
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21

⑦ 中期計画の策定（２／５）

21

（参考︓第7回訓練のあり⽅検討ご説明内容）

18
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⑦ 中期計画の策定（３／５） 19

Ｄ）継続的な能⼒改善を効果的に実施できるよう、訓練結果・評価が
以降の計画に適切に反映されること

 訓練の実施

 訓練の評価

 中期の達成度分析（中期計画終了時）

① 中期計画の年度毎の⾒直し
• 中期計画期間中に各年度に実施した訓練の結果を

中期計画のインプットに取り込み、次年度以降の訓練
計画等を必要に応じ⾒直し

② 中期計画の期間終了時の次期計画への反映
• 中期計画期間終了時に、中期計画策定当初に設

定した中期的な⽬標に対する達成度を分析
• 分析した結果を、次期の中期計画策定時のインプッ

トとして反映

③ 中期計画の突発的な変更
• 上記の定期的な⾒直しやレビューの他、組織内外の

状況変化等により必要な場合は、適宜計画を変更

定期的な運⽤

⾮定期的な運⽤

中期計画の作成(改訂)

組織内外の
状況変化等

③突発的な変更

次期の中期計画の作成

・
・
・

・
・
・

② 中期計画終了時に
次期計画に反映

①
訓練結果を
踏まえた
年度毎の
中期計画
⾒直し

（２）中期計画の運⽤
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⑦ 中期計画の策定（４／５） 20

Ｅ）計画や継続的改善の内容に対して、社外からの気づき等を効果的に
得られるよう、レビューに必要な情報が確認できること
⇒中期計画が以下のレビューの視点を含む記載内容となるよう、中期計画を設計する。

【レビューの視点】
① 活動、組織が網羅されているか
② 改善領域の抽出が適切に⾏われているか
③ 中期的な⽬標が適切に設定されているか
④ 取組事項の達成⽔準が適切に設定されているか
⑤ 訓練結果の分析が適切に実施されているか
⑥ 分析結果が次期計画に反映されているか

作成要領にて担保

運⽤要領にて担保

 以上のA）〜E）の要件を満たす中期計画を作成するための中期計画作
成・運⽤要領（案）を作成する。

 中期計画作成・運⽤要領の実効性の検証を⾏い改善を図るために、中期
計画作成・運⽤要領を⽤いた試⾏を⾏う。（詳細は次⾴）

（３）中期計画の社外からのレビュー
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⑦ 中期計画の策定（５／５） 21

試⾏の実施内容
中期計画の作成ステップを2段階に分け、効果的な試⾏を計画する。
試⾏①︓活動と組織の網羅的な抽出 【試⾏電⼒︓関⻄電⼒】

• 事業者防災業務計画を元に、網羅的に活動と組織を抽出し、中期計画のフレームを
作成する。

• 作成した中期計画のフレームに対して、その網羅性を規制庁が確認・レビュー可能かを
検証する。

試⾏②︓活動項⽬ごとの部分的な中期計画の作成・運⽤ 【試⾏電⼒︓別途選定】
• 中期計画における活動項⽬から5項⽬を選定し、活動項⽬毎に試⾏電⼒を割り当て

、当該の活動項⽬に限った部分的な中期計画を作成する。
• 作成した中期計画を元に、「訓練実施⇒評価分析⇒計画への反映」を⾏い、本運⽤

の実効性を検証するとともに、作成した中期計画を規制庁が確認・レビュー可能かを検
証する。

スケジュール（試⾏〜適⽤開始）
2023年度 ︓中期計画作成・運⽤要領（案）を策定し、試⾏を実施
2024年度 ︓第1四半期で試⾏結果を要領（案）に反映

第2四半期以降で各社中期計画作成
2025年度 ︓適⽤開始

２．中期計画の策定に係る試⾏（2023年度）の実施内容について
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３．訓練あり⽅会合対応 2023年度活動⽅針案 22

2023年度の活動⽅針案2022年度担当活動項⽬
計画概要検証結果

今後は、事業者防災訓練において、多様なシナリオによる訓
練の実施を継続していく。

常⽤系の設備に関する仕様や系統情報等、備え付け
資料の充実の必要性が認められる等多くの改善すべき
課題が⾒いだされるなど、能⼒向上に対する有効性を
確認するとともに、更なる多様なシナリオでの訓練実施が
期待できる。

北 海 道
⽇ 本 原 電①GEに⾄ることを求めない(SE⽌まり)訓練

より効果的な現場シーケンス訓練の実施⽅法を検討し、試⾏
により訓練の有効性を確認する。

（より効果的な現場シーケンス訓練のあり⽅について、
検討・議論を実施・継続中）関 ⻄

②現場シーケンス訓練と兼ねる防災訓練の実施
（⼿順書や体制を柔軟に活⽤する現場シーケ

ンス訓練のあり⽅検討）

事業者防災訓練において、より広範囲な緊急時対応組織の
参加・連携を伴う訓練の実施を継続していく。
新たな評価指標適⽤へむけて、計画の検討等の準備を進め
ていく。

・連携した⽀援組織との活動に必要な情報や連携すべ
き内容等が確認することができ、実発災を想定した⽀
援組織との連携にあたって、有効であった。

・⽀援組織との連携にあたっては、段階的な訓練等のス
コープや訓練規模を設定し、それに応じた⽬標設定と
することが確実な緊急時対応能⼒向上に寄与する。

九 州
中 国
北 陸

③-1
実発災を想定した広範囲な⽀援組織との連携

検討開始―中 国③-2
ＰＰとの連携訓練

評価指標案に基づき、事業者防災訓練において、試⾏を⾏
い検証する。

（意思決定及び現場実動などの緊急時対応能⼒を評
価するための指標案を作成）東 京

関 ⻄
④意思決定及び現場実動などの緊急時対応能

⼒を評価する新規指標案による評価を試⾏

持続可能な体制の構築やその実施⽅法について検討し、ピア
レビューの実施を継続していく。

・評価者として他事業者を評価することにより、⾃社との
違い等、良い気付きを得られることができた。
・評価者は、当⽇の訓練評価に加え、評価に係る事前
準備および事後対応（結果取りまとめ）が必要なため
全ての発電所への展開を想定した場合、持続的に⾏う
ための⽅策を検討する必要があることがわかった。

北 陸
東 北

⑤-1
現⾏のNRA指標を⽤いた原⼦⼒事業者間
ピアレビュー

外部専⾨家の選任やピアレビュー実施⽅法について、引き続
き検討し、試⾏を継続していく。

原⼦⼒安全推進協会の専⾨家が、本店（即応セン
ター）及び発電所（緊急時対策所）を評価できること
を確認できた。また、事業者とは異なる視点からの気付
き・課題が得られるなど、有効性が確認できた。

中 部
中 国

⑤-2 
第三者（外部専⾨家）によるレビュー

他の訓練における試⾏を検討する。Ⅱ型訓練において、現場実働能⼒、危機管理能⼒向
上およびに訓練事務局側の能⼒向上に⼀定の効果が
あった。
今後は、現場と緊急時対策所等とが連携する訓練など
の対応を含め、更なる訓練効果の確認を⾏う。

2022年度
四国

2023年度
北海道
⽇本原電

⑥マルファンクション付与等により現場での臨機の
対応を確認できる訓練の試⾏

代表社において、新たな中期計画の策定・訓練の実施・評価
を含めた⼀連の中期計画の運⽤について試⾏する。

（新たな中期計画に具備すべき要件を整理し、中期計
画のフォーマットおよび作成・運⽤要領の案を作成）関 ⻄⑦中期計画の策定
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４．各訓練試⾏等の計画 23

＜全体計画＞
2024年度〜2023年度2022年度活動項⽬【主たる検討担当】

全体スケジュール

⑦中期計画の策定

【関⻄】

訓練のあり⽅検討で提⽰された試⾏案件への取り組み(訓練のあり⽅検討で報告) 試⾏結果の事業者活動への反映

2023年度2022年度活動項⽬【主たる検討担当】

終了①GEに⾄ることを求めない（SE⽌まり）訓練
(2022年度試⾏)【P︓北海道、B︓⽇本原電】

継続
②現場シーケンス訓練と兼ねる防災訓練の実施

（⼿順書や体制を柔軟に活⽤する現場シーケンス
訓練のあり⽅検討）

(2023年度試⾏)【関⻄】

終了
③-1
実発災を想定した広範囲な⽀援組織との連携
(2022年度試⾏)【九州】

新規
③-2
PPとの連携訓練

（2023年度試⾏）【中国】

継続
④意思決定及び現場実動などの緊急時対応能⼒を

評価する新規指標案による評価を試⾏
(2023年度試⾏)【東京、関⻄】

終了

⑤-1
現⾏のNRA指標を⽤いた原⼦⼒事業者間ピアレ
ビュー
(2022年度試⾏)【北陸、東北】

継続
⑤-2 
第三者（外部専⾨家）によるレビュー

（2022-2023年度試⾏）【中部、中国】

継続

⑥マルファンクション付与等により現場での臨機の対応
を確認できる訓練の試⾏

（現場操作者あるいは現場指揮者)
(2022-2023年度試⾏)

【四国、北海道、⽇本原電】

＜訓練試⾏実績・計画＞

試⾏結果
検証

訓練
試⾏

試⾏
結果
検証

指標等
改定

※試⾏結果から⾒直しが必要な場合

試⾏結果
検証

シナリオ・実施要領検討 訓練試⾏ 試⾏結果
検証

試⾏内容検討・調整
訓練試⾏

評価指標案の検討

評価指標案の検討

評価チェックシート検討

対象訓練選定
マルファンクションの

性質・内容・付与⽅法の整理

訓練
試⾏

実施⽅法検討

訓練課題検討
事業者試⾏案等検討

訓練試⾏(2022年度)
検証

訓練試⾏(2023年度)
検証

新たに特定された訓練課題の解決へ
の取り組み実施(更なる試⾏の実施、
法令等の⾒直しに向けた協議等)中 期 計 画 へ の

反映（各社）
中期計画への
反映（各社）

試⾏ 試⾏結果
検証

試⾏内容検討・調整
実施計画検討

訓練試⾏

実施⽅法検討 訓練試⾏ 試⾏結果
検証

実施⽅法検討 訓練試⾏ 試⾏結果
検証

訓練
試⾏

試⾏結果
検証

各社の訓練計画に基づき対応

位置づけの再整理

記載要件の再整理、明確化

作成要領を踏まえた
中期計画作成

中期計画作成要領の改訂
（試⾏検証結果の反映）

中期計画作成
要領の作成 試⾏

訓練
試⾏

試⾏結果
検証

評価と検査の同時実施の⽅法の検討

実施・評価体制の検討

実施⽅法検討 試⾏

試⾏結果
検証

持続可能な⽅策検討
計画策定 ピアレビュー対応

各社の訓練計画に基づき対応

試⾏内容は
検討中
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５．まとめ 24

 2022年度に有効性が確認された項⽬については、各社の訓練計画
に反映し取り組んでいく。

 事業者間ピアレビューについては、本運⽤を⾏いながら、持続的に⾏う
ための⽅策について継続的に検討を実施していく。

 その他の項⽬については、2023年度も試⾏を継続し、有効性の確認
を実施していく。

 上記の内容について、今年度の原⼦⼒事業者防災訓練報告会にお
いて報告する。
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以下、参考資料

25
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事業者の基本的対応 26

全電⼒共同
での取組み

各社での
取組み

６つの訓練⽅策等の検討・試⾏
① 原⼦⼒緊急事態(GE)に⾄らないシナリオでの事業者防災訓練
② 保安規定に基づく現場シーケンス訓練と兼ねる事業者防災訓練
③ より広範囲な緊急時対応組織の参加・連携を伴う事業者防災訓練

（評価指標案の作成を含む）
④ 意思決定・現場実動等の能⼒に係る評価指標案の作成（同指標案を⽤い

た訓練ピアレビューを含む）
⑤ 従来の訓練評価指標を⽤いた事業者間の訓練ピアレビュー/第三者（海外

有識者を含む）による訓練レビュー
⑥ 訓練実施時における検査官・防災専⾨官によるマルファンクションの設定

中期計画の
“具備すべき要件”
（要領）の整理

緊急時対応能⼒向上の⽬標
達成に関連する全ての訓練を
網羅する“新たな中期計画”を
作成（記載要件の整理・明確
化）

各訓練⽅策の成⽴性・有効性を検証

各訓練⽅策の試⾏・検証結果を新たな中期計画へ反映

緊急時対応能⼒の維持・向上の活動に関する基本⽅針の設定

新たな中期計画に基づく訓練の実施・継続的改善

参 考 ︓ 2 0 2 2 / 1 0 / ２ 0
第 4 回 会 合 資 料 （ 抜 粋 ）
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GEに至ることを求めない（SE止まり）
訓練試行の成果について

２０２３年７月２６日

北海道電力株式会社

0

別添１－３
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1

訓練のあり方に係る意見交換において、原子力規制庁から提示された今後の検討方針を踏まえ、「GEに至る

ことを求めない（SE止まり）訓練」の試行を実施した。

〇訓練日：２０２３年１月２７日（金）

〇場 所：北海道電力本店及び泊発電所

１．訓練試行で期待される効果について

＜本訓練試行で期待される効果＞

従来は「必ずGEに至る訓練」としてシナリオを作成したため、訓練シナリオに以下の傾向があった。

(1)SA対策がことごとく失敗＋多くの機器の復旧が見込めない展開

→戦略として検討できる手段が限られ炉心損傷回避が困難なため、炉心損傷後の長期対策に注力していた。

(2)矢継ぎ早に様々な機器が故障するため、事象の進展が早い

→本部要員の悩む時間が短く、事故収束活動よりもプラント状態が刻々と変化する状況下での情報共有の正確

さに重点を置いた訓練となっていた。

上記の状況を踏まえ「GEに至ることを求めない（SE止まり）訓練」の実施にあたり、以下の２つの能力向上効果

を期待してシナリオを検討。

(1)幅広い着眼点による戦略立案能力の向上を図る

・従来のシナリオでは使用不能とせざるを得なかった常用設備等を使用可能とする。

→従来の訓練では検討の場に上がらない設備を駆使することにより検討の幅が拡張。

→通常運転時に使用する手順等を組み合わせることで臨機な対応が可能。

(2)判断に悩む時間を確保することによる事故対処能力の向上を図る

・GEに至る必要がないため、事象進展を比較的緩やかにできる。

→本部要員が時間を掛けて対策を検討・議論できる。

→従来の訓練に比べ、判断に悩む判断分岐等を数多く設定可能。
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2

２．訓練試行のシナリオとねらい

平日日中の時間帯において、自然災害(地震)を起因事象とし、原災法第１０条事象(蒸気発生器(SG)給水機能の喪失)
に至る原子力災害を想定。外部電源が喪失するものの、途中で外部電源の復旧見込みが示され、常用系設備の活用が
可能（主給水系の起動によるSG給水により炉心冷却を回復）となるシナリオとした。

＜訓練試行のシナリオ＞

＜設定したねらいの一例＞
判断
箇所

付与内容 訓練事務局のねらい 訓練事務局期待事項

緊急
時対
策所

外部電源復旧
見込み
（戦略立案能
力）

【付与のねらい】
複数ある選択肢の中から、必要なサポート系を含む準備時間を加味したうえ
で、本シナリオではGEに至らない最適な選択肢である常用系設備の復旧を指
示できることを確認する。

【悩ませるポイント】
外電喪失＋主蒸気管破断（1基のSG）時の常用系機器の復旧手順は存在する
が、2基のSGが減圧継続している場合（主蒸気が使用できない）の手順は無
いことから、複数の手順を組み合わせた応用を効かせた戦略の立案が必要と
なる。

常用系設備による注水準備時間は示された手順が無いため、当直や運
転班の経験等をもとに、GE発出時刻までに間に合うかの検討ができる
こと。

2次冷却材系統の機器が停止している状況において、脱気器タンクを水
源とした電動主給水ポンプによるSGへの給水、所内用空気圧縮機によ
る給水制御弁や主蒸気逃がし弁への駆動用空気の供給について、サポ
ート系を含めた復旧指示ができること。

これらを事故時では使用しない手順（通常運転時・プラント起動時に
使用する手順）を引用した臨機な指示ができること。

緊急
時対
策所

B-安全補機開
閉器室の火災
警報発信（煙
感知による警
報）時のB母線
停電
（事故対処能
力）

【付与のねらい】
B-安全補機開閉器室の火災警報（煙感知のみで熱感知は警報発信なし）時、
中央制御室からの「被害拡大防止のためB母線を停電すべき」との連絡に対
し、警報の発信状況からB母線を停電させないよう指示したうえで、B-安全
補機開閉器室を優先して確認するよう指示できることを確認する。

【悩ませるポイント】
中央制御室からの情報によって、被害拡大防止の観点から運転中であるB母
線を停電する可能性がある。
また火災が発生しているA-安全補機開閉器室の状況（火災警報（煙・熱感
知）、A母線故障）に対し、B-安全補機開閉器室は火災警報（煙感知のみ）
という状況を設定することで、実際に火災が発生しているか否かの判断が必
要になる。

中央制御室からの情報を鵜呑みにせず、火災警報の発信状況からB母
線を停電させることなく、継続して運転できること。

火災が発生しているA-安全補機開閉器室は３時間耐火が施されている
ことも考慮し、優先してB-安全補機開閉器室の確認を指示できること。

上記のような状況付与内容と「ねらい」を複数設定し、本部要員が訓練事務局期待事項どおりのアクションを取れる
かを観察し、2つの能力向上が図られたかを確認した。また、訓練後にアンケートを実施し、GEに至ることを求めな
い（SE止まり）訓練の有効性について確認した。
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3 3

３．訓練試行の効果、苦心した点、今後の課題について

＜訓練試行の効果＞

＜シナリオ作成において苦心した点＞

＜今後の課題＞

【本訓練試行で期待した２つの能力向上効果】
① 多様な設備を駆使した戦略の立案、復旧手順書の組み合わせの検討や、設備使用に係る確認事項等につい

ても本部要員の意識が及んでおり、幅広い着眼点による戦略立案能力の向上に資する訓練を実施できた。
② 状況付与タイミングを適切に設定することで事象進展が比較的緩やかになり、その分判断に悩む分岐等を

設定することができ、従来よりも時間を掛けた深い検討・議論ができていたことから、判断に悩む時間を
確保することによる事故対処能力の向上に資する訓練を実施できた。

【本部要員に対するアンケートの結果】
訓練後に実施したアンケート結果では、「従来の訓練よりも対策検討の議論ができた」等の意見があり、回答
者の約９割が、今後もGEに至ることを求めない訓練の継続が事故対処能力向上の観点から有効との回答。
以上から、従来の訓練に比べ幅広い多様なシナリオとすることにより、能力向上に資する効果的な訓練の実施が
期待できると考えられる。

・多様な状況付与の設定が可能なため、効果的な「ねらい」を検討して設定すること。
・本部要員が十分に検討する時間の確保と、難易度を高めるための状況付与量のバランスを取ること。
・従来の訓練では年度計画で実施する事象が決まっており、その事象をベースにして何を故障させればGEに至る
かという観点でシナリオを作成していたが、今回はGEに至らせないように最終的に復旧する機器を確定させた
うえで事象を選定していく、という従来とは逆の順序でシナリオを構築していくこと。

・今回のシナリオでは主に事故対応戦略の判断等に重点を置いたため、一部の本部要員（傷病者対応や消火対
応）は従来の訓練と変わらないという意見もあったことから、全本部要員への配慮は難しいものの、シナリオ
作成（ねらいの設定）により考慮していくことが必要。

・シナリオ作成で配慮はしたものの、一部においてプラント機器の故障等が集中するタイミングがあり、時間を
かけた対策検討を訓練目的とする場合には、適切な錯綜感となるよう配慮することが必要。

・従来訓練と比べて広範囲な機器の故障・復旧等を想定することから、備付資料の充実を図っていくことが必要。
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支援組織と連携した訓練試行の成果について

２０２３年７月２６日

九 州 電 力 株 式 会 社

別添１－４
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１ 訓練の概要 1

訓練のあり方に係る意見交換において、原子力規制庁から提示された今後の検討方針を踏まえ、玄海
原子力防災訓練時に支援組織との連携訓練の試行を実施した。

○訓練日：２０２３年２月２８日（火）
○場 所：九州電力社員研修所（福岡市内）
○内 容：原子力事業所災害対策支援拠点(LSB※)に

おいて、支援組織（原子力規制庁及び陸
上自衛隊）とのオンサイト支援に向けた
連携訓練を実施 ※ Logistics Support Base

関係機関対応フロー図(数字は左表タイムスケジュールと連携) 

訓練スケジュール

支援組織
(原子力規制庁派遣職員、自衛隊)

前線拠点
(旧唐津発電所)

ＬＳＢ
(社員研修所)

時 刻

現地到着、作業前ミーティング、RKY、設営訓練10:00

休憩(昼食)12:10

ｏＬＳＢ内連携訓練、各班単独訓練実施

13:00 車両ルート検証・誘導確認、
汚染車両の検査・除染手順確認、LSBと
の連携確認

各班単独訓練、LSB内各班の連携訓練、
前線拠点との連携確認

玄海原子力発電所にてSE事象発生14：33

ｏ関係機関との連携訓練実施
14：35

②SE事象により、原子力規制庁職員
をLSBへ派遣(模擬)

①ＬＳＢ設置指示受領

原子力規制庁職員LSB着
前線拠点移動(事前移動済)
LSBへ前線拠点設置完了報告

即応センターへの設置報告
前線拠点の設置指示

14：40

③自衛隊により道路復旧実施、LSBへ
派遣し情報収集(模擬)

本店支援班より発電所周辺道路情報受
領、輸送ルート検討

14：50

事故収束後（時間スキップ）

自衛隊LSB着
本店支援班より、発電所へ物資輸送
指示受領

14：55

④発電所への物資輸送に関する調整会議実施
・発電所周辺の状況説明(道路状況、放射線量)
・前線拠点から発電所への物資輸送ルートについて（放射線量、風向を考慮しルート選定）
➢物資輸送ルート上の土砂崩れ対応について原子力規制庁職員・自衛隊と調整（対応可否、所要日数等）
➢自衛隊ヘリでの輸送について調整

・即応センター・発電所へ物資輸送方針・実施目途を共有

15：00

⑤土砂崩れ箇所復旧完了(模擬)15：30

自衛隊員をWBCにより
内部被ばく測定

⑥発電所へ物資輸送実施
(当社先導・九電産業トラック)

15：35

・訓練終了、評価者・関係者との意見交換実施、ＬＳＢ撤収作業16：00

© Google Map
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２ 訓練の目標設定、目標達成のための活動及び得られた成果 2

〇支援組織と連携した訓練として、以下の訓練目標を設定

①支援組織とのオンサイト支援に係る調整

オンサイト支援に係る調整や情報共有により、支援が実行できること。

②支援物資の輸送ルートが確保困難な場合における対応

放射性物質放出後の環境や地震による道路損壊等により輸送ルートの確保が困難な場合において、

対策立案ができること。

〇上記訓練目標達成のための活動

・訓練事務局として、関係法令や原子力災害対策指針、原子力災害対策マニュアル等を確認し、その

内容を面談等を通じて、原子力規制庁や陸上自衛隊とコミュニケーションを図ることにより、オン

サイト支援に係る支援要請の流れの把握を行うとともに訓練対応者と共有した。

・訓練対応者が訓練を通じて、各活動を実施することにより緊急時対応力を向上させることができる

よう、訓練シナリオの検討や連携範囲の検討を行った。

※訓練を検討するにあたり、苦心した点等については、４ページを参照

〇緊急時対応能力向上として、得られた成果（概要）

・訓練を通じて、これまでの事業者防災訓練では実施していなかったＬＳＢにおける陸上自衛隊や原

子力規制庁と連携した訓練を実施し、支援要請の流れを把握できた。

・訓練において陸上自衛隊によるオンサイト支援（発電所までのアクセスルート確保のための道路啓

開）に係る依頼・調整や活動に必要な情報（道路の損壊や環境放射線等の状況、必要な防護措置）

について共有することできた。

・今回の活動において、継続的な対応を要するもの及び更なる実効的な連携を行うための課題を抽出

することができた。

※抽出した課題については、３ページを参照
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３ 課題の抽出 3

〇抽出された主な課題

・ＬＳＢにおける基本的な対応はできていたものの、支援組織への道路啓開※等の依頼にあたっては

、最新の情報を提供する必要があることや実発災を想定したシナリオ設定（LSB受入人数や受入資

機材の増加）などの課題が抽出されたことから、今後計画的に改善を図っていく。

※道路啓開：緊急車両等の通行のため、早急に最低限のがれき処理を行い、簡易な段差修正等により
救援ルートを確保すること。

今後の取り組み要 因抽出された主な課題 等

○今後も継続して実施。

○支援組織への道路啓開等の依頼にあ
たっては、最新の現場情報（写真
等）を提供する。なお、自衛隊のヘ
リによる偵察などを手段の一つとし、
支援組織と連携を密にとりながら対
応。

○情報共有や依頼の場として調整会議
を設定していたことやLSB本部内に
支援組織の席を設けることで支援組
織へ情報連携が適宜行えていた。

○支援組織と連携した訓練は初めてで
あり、可能な限り最新の情報を提示
するという意識が低く、自衛隊が道
路啓開作業を行う上で最新の情報を
必要としていること認識していな
かった。

○支援組織との情報共有や道路
啓開に係る連携はできていた
ものの、調整会議で提示した
道路状況に係る写真が古い情
報(2日前の写真)となっており、
自衛隊が作業する上で必要と
する最新の情報となっていな
かった。（時間経過に伴い現
地の状況が変わる可能性があ
ることを懸念）

○自衛隊員が現場で「安心して」作業
頂く観点から、相手の立場に立って、
提供する情報を充実することで対応。

(想定被ばく量が人体に影響がないこ
とを情報提示することで不安を払拭)

○作業を行う自衛隊員に被ばく量の提
示を行う意識はあったものの、相手
の立場を考慮した説明となっておら
ず、自衛隊員の被ばくに関する知識
が考慮されていなかった。

○自衛隊が現場で作業した場合
の想定被ばく量について、自
衛隊に提示できていたものの、
想定被ばく量に伴う人体への
影響などの情報提示が不十分。

○今後も継続して実施。

○実発災を想定したシナリオでの訓練
(LSB受入人数や受入資機材の増加な
ど)を計画的に実施することを検討。

○これまでのLSB訓練でLSB運営に係る
対応の習熟が図れていた。また、
LSB運営手順書が整備されており、
各要員が手順を理解し活動できてい
た。

○支援組織との連携に重点を置くため
に、運営規模としては小さなシナリ
オとしていた。

○基本的なLSBの運営（発電所へ
の応援要員の受入や支援物資
の輸送等）はできていたもの
の、今回の訓練では全体的に
運営規模が小さく、シナリオ
が実発災の想定に欠けていた。

青文字：「継続すべき良好な行動」／緑文字：「抽出された課題」
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４ 苦心した点、得られた気づき、今後の取り組み 4

〇連携訓練を実施するに当たり苦心した点

 評価指標案に基づき初めて実施するＬＳＢでの支援組織等との連携訓練であり、以下の検討に苦

心した。

• 原子力規制庁及び陸上自衛隊がＬＳＢへ派遣される目的・役割、派遣されるまでの流れの把握

及びＬＳＢにおける連携方法の検討

• 訓練を効果的に実施するために、ＬＳＢの活躍が期待される時間軸を考慮したシナリオとする

ことの検討 ⇒ 本店対策本部と連携する時間帯（SE後）や発電所支援に向けた資機材輸送の検

討を行う時間帯（3日スキップ後）を設けるシナリオ

 新たに原子力規制庁より提示された評価指標案に基づく対応等について、以下の検討に苦心した。

• 評価指標案に係る基準を満足するためにどのような訓練設定とすべきか

• 本試行における事業者間ピアレビューの実施にあたり、評価ﾁｪｯｸｼｰﾄの作成及び評価の観点の説明

〇今後の取り組み

 支援組織との連携にあたっては、訓練で得られた気づき等を踏まえ、段階的な訓練等のスコープ

（顔が見える関係構築→図上演習→実働を含めた要素訓練等）や訓練規模を設定することで、確

実な緊急時対応能力の向上に努めていく。

〇連携訓練を通じて得られた気付き、良好事例

 訓練を実施するにあたり、原子力規制庁との面談を含め、関係者で打合せ等を実施することで支

援要請の流れ等を把握することができた。

 ＬＳＢでの陸上自衛隊の役割について、当社との共通認識を図ることができた。

 陸上自衛隊が現場で活動する上で必要な情報の確認、実発災規模を想定した訓練シナリオの設定

など、緊急時対応能力向上に向けた気付きを得ることができた。

 お互い顔を合わせた訓練や意見交換を行うことは、「災害時の連携強化」や「陸上自衛隊が持つ

災害対応の知識や技術の習得」を図るうえで非常に有効であることを再認識できた。
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評価指標見直し(実用発電用原子炉)(案) 別添２
1/4

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

２－１
事故・プラントの状況

２－１
事故・プラントの状況

　現在のプラントの状況、新たな事象の発生、線量の
状況、負傷者の発生等の発生イベント、現況につい
て、ＥＲＣプラント班との情報共有が十分であるか評
価する。必要な情報に不足や遅れがなく即応センター
から積極的に情報提供がされているかを評価する。

２－２
進展予測と事故収束対
応戦略

２－２
進展予測と事故収束対
応戦略

　事故の進展予測及びこれを踏まえた事故収束に向け
た対応戦略（対応策）について、ＥＲＣプラント班と
の情報共有が十分であるか評価する。必要な情報に不
足や遅れがなく即応センターから積極的に情報提供が
されているかを評価する。

２－３
戦略の進捗状況

２－３
戦略の進捗状況

　事故収束に向けた対応戦略（対応策）の進捗状況に
ついて、ＥＲＣプラント班との情報共有が十分である
か評価する。必要な情報に不足や遅れがなく即応セン
ターから積極的に情報提供がされているかを評価す
る。

２－４
要員の育成・配置

要員の育成計画が適切に
策定されており、実発災
を想定した配置で訓練を
実施した。

要員の育成計画が適正に
策定されており、限定的
な想定の配置で訓練を実
施した。

要員の育成計画が策定さ
れていない。

３－１
プラント情報表示シス
テムの使用（ＥＲＳＳ
又はＳＰＤＳ等を使用
した訓練の実施）

プラント情報表示システ
ムの使用に習熟し、情報
共有に活用した

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－１
プラント情報表示シス
テムの使用（ＥＲＳＳ
又はＳＰＤＳ等を使用
した訓練の実施）

プラント情報表示システ
ムの使用に習熟し、情報
共有に活用した

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

現行指標を継続する。

【補足説明】
・令和元年度の評価結果から、ツール等の活用の程度によっ
て、A評価の幅が大きい
・これを踏まえ、指標２と同様に、基準Aを細分化して評価す
る
・アンケートは5段階（大変良いが5、大変悪いが1）とし、3
以上をA、2以上をB、2未満をCとして評価に反映する。

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る即応セン
ターの補助ができていた

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る即応セン
ターの補助ができていた

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣプラント
班に共有され、情報共有
に資した

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣプラント
班に共有され、情報共有
に資した

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活
用

情報共有において必要な
際、備付け資料が活用さ
れていた

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活
用

情報共有において必要な
際、備付け資料が活用さ
れていた

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下 現行指標を継続するが、通報文が未達であった事例を踏まえ
て評価対象の考え方の一部を明確化する。

【補足説明】
①について、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１
５条事象に係る通報に対して評価し、この訂正報は評価に含
めない。また、参考として、全ての通報・連絡及び報告の、
誤記、記載漏れ、訂正報の状況について確認する。
③の「速やか」とは、会議の主旨を鑑み、通報FAXの到着を待
たずに対応することを期待している。EAL判断から認定/確認
までの時間を確認し、時間を要している場合は一連の対応に
問題がなかったかを確認して評価する。また、会議において
組織を代表する者が発生事象、事象進展の予測、事故収束対
応等の説明しているか、その内容が適切かつ簡潔であるか確
認する。
④の適切な間隔とタイミングは、訓練計画時にシナリオを踏
まえ、期待する間隔とタイミング、期待する報告内容につい
て確認する。

　ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において、ＥＲＣ備付け資料を使用
して情報共有をしているかを評価する。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に
反映する。

　実対応と同じプラント情報表示システムにおいて、ＥＲＣプラント班と即応セン
ターが同様の画面（インターフェース）を使用してプラントパラメータ（プラント状
態の説明、特定事象の説明、進展予測など）等の情報共有をしているかを評価する。
　プラント情報表示システムとは、ＥＲＳＳ、ＳＰＤＳ、これと同等のプラント情報
表示システム、又はこれに準ずるプラント情報表示システムのことであり、ＥＲＣプ
ラント班と即応センターで同一の情報を同一のタイミングで同一の画面で情報共有で
きるものであって、かつ、ＥＲＣプラント班または即応センターがそれぞれで必要な
時に必要な情報を自由に選択して入手できるものをいう。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に
反映する。

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

　特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等、以下の点が適切かつ迅
速に行われているか評価する。
①特定事象発生通報のうち、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条事象
に係る通報について、記載の誤記、漏れ等がないことを評価する。参考として、全て
の通報、連絡及び報告について、誤記、記載漏れがあった場合に事業者がこれを発見
し訂正報が確実に行われていることを確認する。
②事業者がＥＡＬ判断時（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に係る
事象）に、通信機器（電話、テレビ会議システム等）においてＥＲＣプラント班に対
し当該ＥＡＬの判断根拠の説明が適切に行われたか評価する。
③上記②のＥＡＬ判断後、ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１５条認
定会議を開催するが、ＥＲＣプラント班からの会議招集に対し速やかに対応できた
か、会議において組織を代表する者が発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等の
説明を適切かつ簡潔に行われたか評価する。
④第２５条報告が、事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して行われた
か評価する。また、その報告内容（原子力事業者防災業務計画等に定めている項目
（発生事象と対応の概要、プラント状況、放射性物質放出見通し及び放出状況、モニ
タ・気象情報など）の記載の有無）について評価する。
　なお、①及び④の通報文は、送信操作だけではなく送付先に着信していない場合は
「確実な通報・連絡の実施」に該当しない。

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

　事象の進展や事故収束戦略・
予測進展の変更といった状況変
化時や、適時に施設全体を俯瞰
した現況について、テレビ会議
システム等での発話等により説
明ができたかを評価の観点とす
る。
　また、訓練実施後に行うＥＲ
Ｃプラント班要員へのアンケー
ト結果も踏まえ評価に反映す
る。
　積極的に情報提供が行われた
かという観点のみならず、ＥＲ
Ｃの各担当のニーズや要請に応
じて適切なタイミングで行われ
ていたかという観点で評価する
こと。

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞれ以下の基準により個
別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われてい
る
　ａａｂ又はａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞれ以下の基準により個
別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われてい
る
　ａａｂ又はａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

　ＥＲＣプラント班に派遣されたリエゾンが、即応センターを補助するという目的に
応じ事業者が定めるリエゾンの役割等を認識し、必要に応じ適時適切にＥＲＣプラン
ト班に対し情報提供がなされているか、ＥＲＣプラント班の意向等を即応センター等
に伝達しているか等、リエゾンの活動を評価する。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に
反映する。

　ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において、ＣＯＰを用い情報共有が
なされているかを評価する。ＣＯＰが更新されていない場合、手元にあるＣＯＰに手
書きで記載することなどにより速やかな情報共有がなされているかを評価する。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に
反映する。
※ＣＯＰ：共通状況図のこと。事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応戦
略、戦略の進捗状況について認識の共有のために作成される図表であって、各社で様
式や名称は異なる。

情報フローを作成してい
るものの、全体が網羅さ
れていない　又は　情報
フローを作成していない

　訓練実施前に、発電所、本店（即応センター）、ＥＲＣの３拠点間の情報フローの
計画について確認する。
　情報フローとは、５つの情報（①ＥＡＬに関する情報、指標２に示す情報（②事
故・プラントの状況、③進展予測と事故収束対応戦略、④戦略の進捗状況）、⑤ＥＲ
Ｃプラント班からの質問への回答）について、いつ、どこで、だれが、なにを、どん
な目的で、どのように、の観点からみた、情報伝達の一連の流れをいう。
　また、情報フローの確認に際しては、前回訓練での情報共有における課題に対する
改善策を反映したものとしているかを確認する。

現行指標を継続する。

情
報
共
有
・
通
報

１

【Ｐ】

情報共有のための情報フロー 前回訓練結果に対する分
析・評価が行われ、全体
を網羅した情報フローへ
反映している

全体を網羅した情報フ
ローを作成している

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

現行指標を継続するが、評価対象の考え方の一部を明確化す
るとともに、参加要員が実発災を想定したものでなかった事
例を踏まえて評価指標２－４を新設。

【補足説明】
・通信機器の操作（即応センターとＥＲＣプラント班を接続
する通信機器の操作）の確認として、訓練中の音声断のマル
ファンクションは継続する。
・アンケートは5段階（大変良いが5、大変悪いが1）とし、3
以上をa、2以上をb、2未満をcとして評価に反映する。(昨年
度と同様)
・令和2年度は、半数以上の事業所において評価がａａａであ
り、習熟が図られていることが確認されたことから、指標２
の全体評価において、ａａｂをＡからＢに見直す。
・２－１～２～４の評価にあたり、一方的な情報提供ではな
く、ニーズに応じた情報提供が行われたか検証できるように
評価対象の考え方に明記する。
・２－４の評価はアンケートによらず２－１～２－３の評価
とは独立した評価を行う。

２

【Ｐ】
【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有 ①緊急事対応要員の適切な育成・配置計画が明文化されていること。

②育成・配置計画は実発災を想定した適切なものであり、訓練時にこの計画に基づき
要員配置されていること。なお、育成計画の一環として訓練時に緊急参集が出来ない
者の参加を否定するものではないが、参加要員の３割を上回らないこと。この場合、
「限定的な想定」に該当。
③全ての参加者が実要員の場合、「実発災を想定した配置」に該当する。

情報フローを作成してい
るものの、全体が網羅さ
れていない　又は　情報
フローを作成していない

情
報
共
有
・
通
報

１

【Ｐ】

情報共有のための情報フロー 前回訓練結果に対する分
析・評価が行われ、全体
を網羅した情報フローへ
反映している

全体を網羅した情報フ
ローを作成している

区分 Ｎｏ．

令和４年度評価指標（実用発電用原子炉） 令和５年度評価指標（実用発電用原子炉）（案）
見直しの観点など

区分 Ｎｏ． 指標

基準

評価対象の考え方など指標

基準

135



評価指標見直し(実用発電用原子炉)(案) 別添２
2/4

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ
区分 Ｎｏ．

令和４年度評価指標（実用発電用原子炉） 令和５年度評価指標（実用発電用原子炉）（案）
見直しの観点など

区分 Ｎｏ． 指標

基準

評価対象の考え方など指標

基準

５

【Ｐ】

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できる

訓練実施計画等が、一部
前回までの訓練の課題に
ついて検証できない

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できない

５

【Ｐ】

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できる

訓練実施計画等が、一部
前回までの訓練の課題に
ついて検証できない

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できない

７

【Ｄ】

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づく現
場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価
者を受入れあり）かつ能
力向上を促せるような工
夫を凝らした訓練を実施

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づく現
場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価
者を受入れあり）

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づく現
場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価
者受入れなし）又は緊急
時対策所と連携した事故
シナリオに基づかない現
場実動訓練を実施

７

【Ｄ】

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づく現
場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価
者を受入れあり）かつ能
力向上を促せるような工
夫を凝らした訓練を実施

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づく現
場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価
者を受入れあり）

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づく現
場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価
者受入れなし）又は緊急
時対策所と連携した事故
シナリオに基づかない現
場実動訓練を実施

現行指標を継続するが、より難度の高い場面設定シナリオに
よる訓練を促すため、確認項目と評価基準を一部見直す。

【補足説明】
以下の観点で確認する
・実施状況：総合訓練、要素訓練など実動を実施した訓練の
種類
・テーマ：現場実動訓練のテーマ
・連携状況：現場と緊対所との連携の有無、その他即応
　センター等との連携の有無
・他事業者評価：受入れ状況
・能力向上を促せるような実効性のある想定や不測の事態発
生時における認知、判断及び対応能力を向上させるための実
効性を高める工夫が図られているか。

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下 現行指標を継続する。

【補足説明】
②の記者等の参加は、現実的な状況を模擬するため記者会見
で想定される厳しい質問に加え、一般市民の目線で広報がさ
れているかを外部の目で評価することを目的としている。
③の他原子力事業者広報担当等の参加は、原子力事業者が答
えにくい質問に加え、相互に評価することで対応力の向上を
目的としている。

実動が３つ 実動が２～１ 実動なし

９ー１

【Ｐ】

緊急時対応組織の実効
性向上に係る中期計画
①目標設定
②達成基準
③継続的改善

９

【Ｄ】

後方支援のみならず緊急時対応組織全体としてのの能力の向
上のため、後方支援活動に関する指標を本指標に置き換え
る。

なお、指標９－１については参考として掲載することとする
が、将来的には中期計画に関する評価指標として独立させた
うえで運用開始することとする。

　実発災時に予め原子力事業者防災業務計画に定められた活動が網羅的に実施されるよう、訓練の中期計画及び年度計画が策定され、計画的に訓練に参加する組織
の範囲、目的及び実動訓練の内容等が選定されているか確認する。

　具体的には、中期計画により、緊急時対応組織の実効性を向上するための仕組みが構築されていることについて、例えば以下を確認する。
・原子力事業者防災業務計画、保安規定及び核物質防護規定（以下「防災業務計画等」という。）に予め定められた全ての緊急時対応組織について、３～５年後の
中期的な目標が設定されているか。
・中期的な目標について、あるべき姿と現状のギャップを踏まえ、あるべき姿と現状のギャップを埋めるためにやるべきこと（以下「課題」という。）の困難さを
考慮し、適度な難易度が設定されているか。また、中期的な目標の設定において、社外の組織からの意見や提言などを積極的に取り入れているか。（①目標設定に
係る確認）
・課題について、取り組む事項が具体化されているか、また、この取り組みによりギャップが解決されることを訓練等で検証するための判断基準等が明確であるか
（②達成基準に係る確認）
・訓練等を通じて得られたギャップ（社外の組織からの意見や提言を含む）が埋もれることなく、原因分析、課題の整理、改善に向けた取り組みが確実に講じられ
るなど、継続的改善に係る仕組みが構築されているか（③継続的改善に係る確認）。

　なお、中期計画の期間を通じて、緊急時対応組織の実効性の向上に取り組むことから、必ずしも、全ての緊急時対応組織について、各年度での適度な難易度の設
定や実動訓練を伴う訓練の実施計画を求めるものではない。
　また、単一の中期計画において、すべての緊急時対応組織の実動訓練が実施出来ない場合は、当該中期計画以降に実施する対象が明確になっていることを確認す
る。

「緊急時対応組織」とは、原子力に係る緊急時対応のため、原子力事業者防災業務計画、保安規定及び核物質防護規定に定める活動に必要な事業者の組織をいう。
「適度な難易度」とは、達成の可能性が５０％程度のものをいう。

【注意事項】
　本指標についはあくまでも緊急時対応組織の実効性の向上の観点から確認することとする。
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前回までの訓練の訓練課題を
踏まえた訓練実施計画等の策
定

　訓練実施計画が、前回までの訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課題に対する改善策
が有効に機能するものであるか検証できる計画（訓練実施項目、訓練シナリオ等）と
なっているか、評価項目及び評価基準が設定されているか、中期計画等を含めて確認
する。
　また、訓練実施前に、訓練時における当該改善策の有効性を評価・確認の方法（例
えば、訓練評価者が使用する評価チェックリスト（改善策の有効性を検証するための
評価項目、評価基準などが明確になっているもの）が作成されていること）が明確に
なっているかを確認する。
　なお、昨年度訓練終了以降から今年度の訓練実施計画策定に至るまでの要素訓練を
含めたＰＤＣＡの実績を確認する。

６

【Ｐ】

シナリオの多様化・難度

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援
拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織と
の連動

 
 
 
 
 
原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

前回までの訓練の訓練課題を
踏まえた訓練実施計画等の策
定

現場実動訓練の実施 現場実動訓練の実施 　現場実動訓練の実施状況を評価する。
　評価対象とする現場実動訓練は、総合訓練時に事故シナリオに基づき実施する緊急
時対策所の活動と連携した現場実動訓練を対象とする。
　総合訓練時を模擬し、緊急時対策所と連携した現場実動訓練を要素訓練や訓練シナ
リオ開発ワーキンググループ（Ⅱ型訓練）等として実施する訓練も評価の対象に含め
る。
　なお、プラントに対する訓練を対象とし、退避誘導訓練や原子力災害医療訓練等は
含めない。

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプ
レス対応
②記者等の社外プレーヤの参
加
③他原子力事業者広報担当等
の社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外
部への情報発信

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプ
レス対応
②記者等の社外プレーヤの参
加
③他原子力事業者広報担当等
の社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外
部への情報発信

　事故対策のための情報共有と対外広報活動のための情報共有を円滑に行うために、
どの程度現実的な状況を模擬しているか評価する。
　なお、②の記者等とはテレビや新聞の記者のほか、メディアトレーニングの講師な
ども対象とする。⑤の情報発信ツールについては、模擬ＨＰ掲載文を作成し、模擬Ｈ
Ｐ等に掲載した場合にカウントする。
　広報活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。複数の原子力事業所を有す
る事業者であって、本店の広報班等が行う広報活動の内容が同一の場合に限り、他の
原子力事業所の訓練を評価の対象に含める。

適度なシナリオであり、
シナリオの多様化に努め
ていた

平易なシナリオであった 　対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感維持のため、訓練プレーヤへ難度
の高い課題を与えているか、シナリオの多様化に努めているかを確認する。
　事業所の号機数と重大事故等を想定する号機数、ＥＡＬ判断状況（数や密度）、発
生事象の深刻度、発災原因（自然災害、機器故障など）、プラント状態、場面設定
（時間、場所、気象、防災要員の体制、資機材の状態、計器の故障、人為的なミス、
オフサイトセンターを想定した要員派遣と支援要請等への対応などプラント以外の状
態）、これら要因の複数組み合わせ、シナリオ上の判断分岐となるポイントやマル
ファンクションの数、マルチエンディング方式の採用などから、シナリオの多様化・
難度の取り組みについて総合的に確認する。

現行指標を継続する。
【補足説明】
①発災を想定する号機(複数又は全号機)
②能力向上を促せるような実効性のある事故シナリオか
  ・原子力災害の発生又は拡大の防止のために行う
    応急措置として実施する事故対処の能力向上に
    資する現場実働、プラント状態の把握を困難と
    する想定等、実効性を高める工夫が図られているか
③ＥＡＬ判断(複数の異なるＥＡＬ番号)
　・原子力防災管理者の判断を要しない
    EAL（地震、津波など)は評価外
④場面設定等(５つ以上の付与)
　・時間､場所､気象､体制､資機材､計器故障､人為的ミ
    ス､OFC対応､判断分岐､その他の区分で確認
  ・毎年全く同じ場面設定等とした場合、
    訓練プレーヤが    容易に予見可能であり、
    対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感
    維持することができないことから、多様化に努め
    ているとは言えない。

評価:すべてでＡ､３つ又は２つでＢ､他はＣ

難度が高く多様なシナリ
オに取り組んでいた

難度が高く多様なシナリ
オに取り組んでいた

適度なシナリオであり、
シナリオの多様化に努め
ていた

平易なシナリオであった

６

【Ｐ】

シナリオの多様化・難度
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評価指標見直し(実用発電用原子炉)(案) 別添２
3/4

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ
区分 Ｎｏ．

令和４年度評価指標（実用発電用原子炉） 令和５年度評価指標（実用発電用原子炉）（案）
見直しの観点など

区分 Ｎｏ． 指標

基準

評価対象の考え方など指標

基準

９ー２

【Ｐ】

緊急時対応組織の実効
性向上に係る年度計画
①目標設定
②達成基準
③継続的改善

（効果的な向上）
緊急時対応組織の実効性
の向上の観点から、年度
計画について、以下の項
目を全て満足する。
①適度な難易度で設定さ
れた中期計画の目標に基
づき、年度の目標が適切
に設定されている。
②年度の目標に対する達
成基準が具体的、かつ明
確に設定されている。
③継続的改善に係る仕組
みが効果的に機能してい
る。

（限定的な向上）
緊急時対応組織の実効性
の向上の観点から、年度
計画について、以下の項
目が１つ以上ある。
①容易な難易度で設定さ
れた中期計画の目標に基
づき、年度の目標が設定
されている。

②年度の目標に対する達
成基準の一部が具体的で
ない、あるいは、不明確
である。
③継続的改善に係る仕組
みが十分に機能してな
い。

（Ａ，Ｂ以外）
緊急時対応組織の実効性
の維持が目標となってい
る等。

９ー３

【Ｐ】

緊急時対応組織の実動
訓練

（フル実動訓練）
中期計画に基づく当該年
度計画で実動とした緊急
時対応組織の全てが実動
する計画である。

（一部実動訓練）
中期計画に基づく当該年
度計画で実動とした緊急
時対応組織のうち一部が
実動する計画である。

（Ａ，Ｂ以外）
緊急時対応組織の実動訓
練を実施しない計画な
ど。

９ー４

【Ｐ】

緊急時対応組織の実効
性向上に係るより現実
的な実動を伴う訓練設
定

（臨機応変な対応能力の
向上）
より現実的な実動を伴う
シナリオや状況設定と
なっており、緊急時対応
組織の活動の全てがシナ
リオ非提示型訓練となっ
ている。

（型通りの対応能力の維
持）
より現実的な実動を伴う
シナリオや状況設定と
なっており、緊急時対応
組織の活動の全て又は一
部がシナリオ提示型訓練
となっている。

（Ａ，Ｂ以外）
当該年度の目標とは関係
ないシナリオが設定され
ている等。

９ー５

【Ｄ】
【Ｃ】

緊急時対応組織の実効
性向上に係る支援活動
の実施

（すべて実施）
全て、当初の計画通りに
活動が実施された。

（概ね実施）
概ね、当初の計画通りに
活動が実施された。

（Ａ，Ｂ以外）
当初の計画通りに活動が
実施されなかった。
・コントローラの介入な
どにより、訓練の中断を
要する場合等

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下 現行指標を継続する。

①～③は総合訓練のみを評価対象とする。

　訓練時に設定した発災規模の範囲で緊急時対応組織の活動を想定し、訓練が広範囲
にわたる組織間において適切な連携の下、計画通りに実施されたか確認する。
・評価のため、行動内容（計画に実施できたこと、できなかったこと及び新たに見つ
かった問題）の記録がとられていることを確認する。

　ここで、「適切な連携」とは、予め定められた指揮命令系統に基づき、組織内及び
組織間が予め定められた手順通りの対応が出来ることをいう。また、手順を超える対
応については、期待する行動や連携ができることをいう。

　本指標については、事業者防災訓練（総合訓練）のみならず、要素訓練を含めるこ
とができる。複数回の訓練が実施される場合の評価は、各訓練が年度計画に設定され
た目標の達成基準を全て満たしていれば、「すべて実施」に該当する。したがって、
指標９－２の確認段階において達成基準が、例えば定量的に設定されるなど明確に示
されているか確認する。

　中期計画に基づき、実動訓練の参加組織あるいは参加者は、実発災時の活動を想定
し、広範囲かつ適切に設定されているか確認する。

　「広範囲かつ適切に」とは、緊急時対応組織について、中期計画及び年度計画で設
定した目標のため、必要な組織が選定され、各組織の参加する範囲及び活動内容が設
定されていることをいう。
　「全てが実動する計画である」の確認に当たり、社外組織については、この限りで
はない。

【緊急時対応組織の実動訓練の例】
　①原子力事業所災害対策支援拠点における自社の活動
　②緊急事態応急対策等拠点施設（オフサイトセンター）における自社の活動
　③他の原子力事業所（自社の原子力事業所を含む。）との連携に係る自社の活動
　④原子力緊急事態支援組織との連携に係る自社の活動
　⑤実動省庁（防衛省・自衛隊、警察、消防）との連携に係る自社の活動
　⑥その他、必要な社内外組織との連携に係る自社の活動

　実動訓練は、実発災時の活動を想定し、訓練に参加する組織及び参加者とその規
模、模擬とする部分等が適切に設定され、訓練全体として、現実性（リアリティー）
が確保されていることを確認する。なお、実動省庁との連携等、実発災時の活動の想
定が困難なものについては、訓練シナリオ上の仮定が必要になることから、この限り
ではない。

　年度計画は、中期計画に基づき、訓練に参加する緊急時対応組織の範囲、目標、実
動訓練の内容等が選定されていることについて、例えば以下を確認する。
・中期計画に基づき、緊急時対応組織の能力の維持及び能力の向上に資する目標が設
定されているか（①目標設定に係る確認）。
・上記目標の達成基準が具体的に設定されているか確認する（②達成基準に係る確
認）。
・継続的改善に係る仕組みについて、社外の組織からの意見や提言の活用など、改善
の余地がないか（③継続的改善に係る確認）。

　また、毎年度全ての緊急時対応組織の実動訓練が実施できない場合は、中期計画に
おいて、各緊急時対応組織の重要性等を考慮して適切に実施頻度が設定されているこ
とを確認する。

緊
急
時
対
応
組
織
の
能
力
の
向
上

　中期計画や年度計画に示された目標やねらいに応じ、発災規模を適切に設定し、そ
の範囲内での活動を想定した上で、より現実的が確保された実動を伴うシナリオや状
況が設定されているか確認する。
　ここで、「現実的なシナリオ」には連携する組織間において、上位組織等の意思決
定プロセスも含むこととする。
　ただし、時間的な制約などにより、現実的な連携シナリオが設定できない場合は、
部分的な実動訓練を要素訓練として、実施しても良い。

　なお、シナリオを予見できる情報（発災前の施設運転状況、地震等の起因事象等と
いった訓練の前提条件は含まない）が事前演習等も含め全く提示されていない場合を
シナリオ非提示とする。

　例えば、手順書、設備、要員等について、柔軟な活用を期待する状況設定や現場等
での指揮者の臨機応変な判断を伴うシナリオで、かつ、シナリオ非提示型訓練の場
合、「臨機応変な対応能力の向上」に該当する。

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動
訓練への視察

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動
訓練への視察

　訓練の改善のため、他社の訓練を参考にする、又は自社の訓練への視察やピアレ
ビュー等を求めるといった取組について確認する。
　①は即応センターまたは緊急時対策所への視察を対象とする。②は同一訓練で即応
センターと緊急時対策所の両方で受入れた場合に実績とする。③は原子力や防災に関
連する第三者機関による評価のほか、他原子力事業者を訓練評価者として受け入れた
場合も実績に含める（指標７の現場実動訓練は含めない）。④は指標７の現場実動訓
練を１回以上視察した場合（評価者として参加した場合も含む）に実績とする。
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評価指標見直し(実用発電用原子炉)(案) 別添２
4/4

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ
区分 Ｎｏ．

令和４年度評価指標（実用発電用原子炉） 令和５年度評価指標（実用発電用原子炉）（案）
見直しの観点など

区分 Ｎｏ． 指標

基準

評価対象の考え方など指標

基準

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施されてる ①及び②まで実施されて
いる

①のみ実施

１１

【Ｃ】
【Ａ】

（継続的な向上）
ＰＤＣＡを回し、１つ上
のレベルに到達し、これ
を繰り返すことで継続的
な向上に繋がっている
（スパイラルアップが出
来ている）。

（現状の維持）
ＰＤＣＡを回しているも
のの、現在のレベルを維
持している。
・検証・評価ができてい
ない
・計画で設定した目標と
比較し、目標に近づいた
のか評価していない
・改善点が見つからない
・改善案が適切ではない
・次のサイクルで目標、
課題を設定せずにPDCAサ
イクルを回す　等

（Ａ，Ｂ以外）
ＰＤＣＡが回っていな
い。
・同様の問題が毎年繰り
返し確認されている　等

b

課題の分析だけではなく良好事例も含めた自己評価・分析を
行うこととするため改定する。

【Ｐ】 【Ｐ】

現行指標を継続する。

新規制基準適合炉は、現行指標を継続。
新規制基準適合未適合炉は、現在の設備状態を踏まえた事業
者資料を求める。現在の設備状態を踏まえた要素訓練も含め
る。

【Ｄ】 【Ｄ】

現行指標を継続する。

【Ｐ】 【Ｐ】

現行指標を継続する。

【Ｐ】 【Ｐ】

現行指標を継続する。

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｐ】
【Ｄ】

現行指標を継続する。

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｐ】
【Ｄ】

現行指標を継続する。

【Ｄ】 【Ｄ】

　訓練コントローラの不備により混乱が生じ、訓練継続が危
ぶまれるような訓練統制上のトラブルがあったことから、訓
練統制を確認する。

【Ｄ】 【Ｄ】

現行指標を継続する。

下線部は訓練報告会後に修正

評価指標だけで表せない取組等を記述する。

訓練統制 訓練統制 　パラメータ設定の誤りや訓練コントローラーの不適切な介入（条件付与）等の訓練
コントローラの不備により、参加者において混乱が生じるなど、訓練統制上のトラブ
ルが起きていないか確認する。

他事業者の改善に向けた取り組みへの協力 他事業者の改善に向けた取り組みへの協力 他事業者における改善に向けた取り組みに協力する等、事業者全般の事故対応能力の
向上のための活動に取り組んでいるか確認する。

緊急時対応要員の訓練参加率（事業所） 緊急時対応要員の訓練参加率（事業所） 　原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参加率を
確認する。
　訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコントローラ
を含めるが、評価者は含めない。
　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数

緊急時対応要員の訓練参加率（即応センター） 緊急時対応要員の訓練参加率（即応センター） 　参集が必要な要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参加率
を確認する。
　訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコントローラ
を含めるが、評価者は含めない。
　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数

備
考

ＥＲＣプラント班への備え付け資料に係る説明実績

備
考

ＥＲＣプラント班への備え付け資料に係る説明実績 　新規制基準適合プラントのうち保安規定認可済施設にあっては、ＥＲＣプラント班
に備え付けた事業者資料について、訓練実施前にＥＲＣプラント班要員に対する当該
資料の説明実績を確認する。なお、要素訓練も確認の対象に含める。

１０条通報に要した時間 １０条通報に要した時間 　すべての特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）を対象として、通
報に要した時間（原子力防災管理者が「特定事象の発生」を判断した時刻から、ＦＡ
Ｘ等にてＥＲＣプラント班に発信操作した時刻まで）を確認する。また、ＦＡＸ等の
着信確認を確実に行ったか、ＦＡＸ等が困難な状況において代替手段での通報・連絡
ができたかも確認する。

中期計画の見直し 中期計画の見直し 　中期的な訓練計画を策定の上、訓練実施及び訓練結果の評価を実施し、当該計画へ
の反映の有無の検討を実施（必要に応じ計画に反映）し、対応能力向上に努めている
かを確認する。
　なお、昨年度訓練終了以降から中期計画見直しに至るまでのＰＤＣＡの実績を確認
する。

シナリオ非提示型訓練の実施状況 シナリオ非提示型訓練の実施状況 　シナリオ非提示型訓練の実施状況について、範囲及び程度を確認する。
　シナリオを予見できる情報（発災前の施設運転状況、地震等の起因事象等といった
訓練の前提条件は含まない）が事前演習等も含め全く提示されていない場合をシナリ
オ非提示とする。

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対
策

訓練結果の自己評価・分析 　訓練実施及び訓練結果の自己評価において、【C】適切に検証・評価がされ、【A】
評価にしたがって改善すべき事項が抽出され、具体的な対策の方針を定めているか確
認する。防災訓練実施結果報告書等により確認する。
①計画された目標の達成基準に基づき適切に評価が行われたか
②改善すべき事項の抽出がされているか
（目標未満の成果）目標を下回る成果や新たに見つかった問題について、原因の分析
がされているか
（目標以上の成果）目標を上回る成果や継続すべき良好な行動について、要因の分析
がされているか
③改善すべき事項について、具体的な対策が図られている、あるいは、改善に取り組
んでいるか

　②については、いわゆる「なぜなぜ分析」等が行われ原因を深掘りして分析されて
いることを確認する。

　なお、訓練実施前に指標１で確認した情報フローについての自己評価、指標９で確
認する緊急時対応組織の能力の向上に係る自己評価や改善状況についても、この指標
で確認する。

　本指標に基づく評価に当たり、悪い点だけではなく、緊急時対応能力の向上に繋げ
る観点で、良い点についても抽出・分析が行われ、必要に応じて組織間で共有される
かなど確認する。

評価指標だけで表せない取組等を記述する。
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訓練シナリオ開発ワーキンググループ 

令和４年度訓練結果とりまとめ 

令 和 5 年 7 月 2 6 日 

訓練シナリオ開発WG 

１．訓練実施経過等 

（１）Ⅰ型訓練実施（ＰＷＲ） 

実施日、 

対象 

発電所 

［令和２年度シナリオ］ 

令和4年 9月 9日 日本原電  敦賀発電所 

令和5年 2月10日 関西電力  大飯発電所 

令和5年 3月 2日 北海道電力 泊発電所 

令和5年 3月10日 関西電力  高浜発電所 

令和5年 3月30日 九州電力  川内原子力発電所 

令和5年 4月14日 関西電力  美浜発電所 

［令和３年度シナリオ］ 

 令和4年 8月 5日 九州電力  川内原子力発電所 

 令和4年 9月14日 四国電力  伊方発電所 

 令和4年12月27日 関西電力  美浜発電所 

概 要 各社訓練用シミュレータを用い、各社令和２年度及び令和

３年度の訓練シナリオ（炉の差異により細部は異なる）の

もと、緊急時対策所及び中央制御室の指揮者の判断、対応

に応じて事故の状況が展開するシナリオにより、その判断、

対応を評価 

 

（２）Ⅰ型訓練実施（ＢＷＲ） 

実施日、 

対象 

発電所 

［令和３年度シナリオ］ 

令和4年 4月20日 日本原電   東海第二発電所 

令和4年 5月25日 東北電力   女川原子力発電所 

令和4年 6月17日 東京電力ＨＤ 柏崎刈羽原子力発電所 

令和4年 6月22日 中国電力   島根原子力発電所 

令和4年 6月29日 東北電力   東通原子力発電所 

令和5年 3月15日 中部電力   浜岡原子力発電所 

令和5年 3月30日 北陸電力   志賀原子力発電所 

概 要 各社訓練用シミュレータ又はＢＷＲ運転訓練センターのシ

ミュレータを用い、令和３年度の訓練シナリオ(炉の差異に

より細部は異なる）のもと、緊急時対策所及び中央制御室

の指揮者の判断、対応に応じて事故の状況が展開するシナ

リオにより、その判断、対応を評価 

別添３―１ 
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（３）Ⅱ型訓練実施 

実施日、 

対象 

発電所 

［令和３年度シナリオ］ 

令和4年 4月21日 北海道電力  泊発電所 

令和4年 4月27日 東北電力     女川原子力発電所 

令和4年 9月27日 北陸電力   志賀原子力発電所 

令和4年11月22日 中部電力     浜岡原子力発電所 

令和4年11月25日 東北電力     東通原子力発電所 

令和5年 1月31日 中国電力   島根原子力発電所 

令和5年 2月 2日 四国電力     伊方発電所 

令和5年 3月 3日 関西電力     美浜発電所 

令和5年 3月 9日 日本原電     敦賀発電所 

令和5年 3月10日 関西電力   大飯発電所 

令和5年 3月23日 日本原電   東海第二発電所 

令和5年 3月28日 九州電力     川内原子力発電所 

令和5年 3月29日 九州電力     玄海原子力発電所 

令和5年 3月30日 関西電力     高浜発電所 

令和5年 5月22日 東京電力ＨＤ 柏崎刈羽原子力発電所 

令和5年 5月24日 東京電力ＨＤ 福島第二原子力発電所

令和5年 5月25日 東京電力ＨＤ 福島第一原子力発電所 

概 要 各社令和３年度の訓練シナリオ（可搬型設備の差異により

細部は異なる）のもと、現場の対応能力向上につながる不

測事態を発生させ、その対応を観察し、良好事例、改善事項

を抽出 

・可搬型設備を出動させ、ケーブル展張、接続を行い、電源

供給を行う。 

 

（４）訓練シナリオ開発ワーキンググループ 

第10回訓練シナリオ開発ワーキンググループ 

開催日 令和5年3月24日 

参加者 規制庁 古金谷緊急事態対策監 

    緊急事案対策室 川﨑企画調整官ほか 

事業者 北海道電力、東北電力、東京電力ＨＤ、中部電力、 

    北陸電力、関西電力、中国電力、四国電力、 

    九州電力、日本原電、ＡＴＥＮＡ 

概 要 令和 4 年度Ⅰ型訓練シナリオ（案）及び令和 4 年度Ⅱ型訓

練実施要領等について議論 
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第11回訓練シナリオ開発ワーキンググループ 

開催日 令和5年6月20日 

参加者 規制庁 古金谷緊急事態対策監 

    緊急事案対策室 杉本緊急事案対策室長ほか 

事業者 北海道電力、東北電力、東京電力ＨＤ、中部電力、 

    北陸電力、関西電力、中国電力、四国電力、 

    九州電力、日本原電、ＡＴＥＮＡ 

概 要 令和 4 年度におけるⅠ型訓練、Ⅱ型訓練の取り組み及び令

和 5 年度訓練実施方針並びに今後の訓練シナリオ開発ワー

キンググループ運営方針について議論 

 

２．Ⅰ型訓練（ＰＷＲ）結果概要 

（１）訓練概要 

シミュレータで発生させる事故事象に対して、発電所指揮者の判断・指揮活動

及び情報収集活動等により、事故の収束を図る。 

訓練シナリオは、設置許可で想定している事象を大幅に超えていることに加え、

通常では想定していない対応をサクセスパスとした。この訓練シナリオにより、

事象の影響を最小限に抑えて炉心損傷を回避する手段について発電所の指揮者の

臨機の対応、判断を評価した。  

なお、新型コロナウィルスによる感染防止を図る観点から、他事業者の評価者

については、発電所への受け入れを行わず、後日、訓練の様子を撮影したビデオ

を郵送し、評価を実施した。 

 

（２）訓練実施体制 

 ［令和２年度シナリオ］ 

・令和4年 9月 9日 日本原電 敦賀発電所 

 訓練プレーヤー：中央制御室 ７名、緊急時対策所 ４名 

・令和5年 2月10日 関西電力 大飯発電所 

 訓練プレーヤー：中央制御室 ９名、緊急時対策所 ４名 

・令和5年 3月 2日 北海道電力 泊発電所 

 訓練プレーヤー：中央制御室 ７名、緊急時対策所 ３名 

・令和5年 3月10日 関西電力 高浜発電所 

 訓練プレーヤー：中央制御室 10名、緊急時対策所 ４名 

・令和5年 3月30日 九州電力 川内原子力発電所 

訓練プレーヤー：中央制御室 ６名、緊急時対策所 ４名 

・令和5年 4月14日 関西電力 美浜発電所 

訓練プレーヤー：中央制御室 ９名、緊急時対策所 ４名 
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 ［令和３年度シナリオ］ 

・令和4年 8月 5日 九州電力 川内原子力発電所 

訓練プレーヤー：中央制御室 ６名、緊急時対策所 ４名 

・令和4年 9月14日 四国電力 伊方発電所 

 訓練プレーヤー：中央制御室 10名、緊急時対策所 ３名 

・令和4年12月27日 関西電力 美浜発電所 

 訓練プレーヤー：中央制御室 10名、緊急時対策所 ４名 

（ＷＧメンバーは、緊急時対策所と中央制御室において評価者として参加。） 

 

（３）指揮者の対応、判断に対して得られた知見 

・実施可能な対応手段を複数検討させるとともにプラントの状況に応じた優先順

位も考慮した対応処置を判断、実行させる訓練であり、判断力向上に有効であ

った。 

 

（４）Ⅰ型訓練において観察された良好事例等 

・Ⅰ型訓練において観察された良好事例、改善事項について整理。 

・このうち、過去の訓練で抽出され、各電力に展開した共通展開良好事例につい

て、各電力ともに良好事例の取り込みが確認され、指揮者の臨機の対応能力向

上および判断能力の向上が確認された。また、各社に推奨する新たな事例を抽

出した。（詳細、「４．良好事例の反映」参照） 

 

１）良好事例、気付き事項、改善事項として整理した事例 

（○：良好事例、△：気付き事項、改善事項） 

＜中央制御室＞ 

①発生事象の状況把握 

○各状況に応じてクリティカルパラメータを設定し、監視できていた。（令和

２年度シナリオ） 

△ブリーフィングの際、プラントパラメータを常に監視する者を指名しない

場面があった。（令和３年度シナリオ） 

②事象収束に向けた対応操作決定 

○対応手段を複数検討し、取り得る対応処置の優先順位を付けて実施してい

た。（令和３年度シナリオ） 

△本部側で実施している復旧作業の完了見込み時刻の確認や共有が少なかっ

た。（令和２年度シナリオ） 

③事象進展の監視・予測 

○炉心損傷予測について緊急時対策所と連携するとともに、直内に情報共有

していた。（令和２年度シナリオ） 

△本部との今後のプラント戦略における情報共有に集中しすぎたため、ＥＡ
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Ｌの発出に伴う進言が遅れる場面があった。（令和２年度シナリオ） 

④要員管理 

○地震発生時の運転員の安否確認ができていた。（令和２年度シナリオ） 

△当直指揮者は現場員に対してガラスバッジ、ＡＰＤの携帯を指示したが、

その数値なども報告させるよう指示をすると、要員の配置変更などの参考

になる。（令和２年度シナリオ） 

⑤コミュニケーション 

○３Ｗａｙコミュニケーションによる情報伝達ができていた。（令和３年度シ

ナリオ） 

○緊急時対策所とのタイムリーな情報共有ができていた。（令和２年度シナリ

オ） 

△ブリーフィングのタイミングで運転員が代替電源からの受電準備操作を実

施していたことから、ブリーフィングに参加できず情報共有が不足する可

能性があった。（令和３年度シナリオ） 

⑥知識の活用 

○手順書に沿った進捗確認（プレースキーピング）ができていた。（令和３年

度シナリオ） 

△ＳＢＯとＣＶ健全性維持の手順書のどちらも適用条件となっている状況下

で、どちらの手順書も使用しているような発話が見られた。上記２つの手

順書が適用となっている場合、優先順位としてＳＢＯの手順書を優先する

社内規則となっている。事象収束対応に問題は無かったが、適用所則の主

たるものが何か明確にすべきであった。（令和２年度シナリオ） 

 

＜緊急時対策所＞ 

①発生事象の状況把握 

○中央制御室からの報告とは別に、プラントサマリ画面やＳＰＤＳからプラ

ント状況を把握できていた。（令和３年度シナリオ） 

△火災報知器動作を確認していたが、その後、中央制御室で実施した現場の

確認状況、消防署への連絡の有無等をフォローしていなかった。（令和３年

度シナリオ） 

②事故収束に向けた活動と情報連携 

○手順書やＣＯＰほか緊対配備資料を活用し、事故収束に向けた活動ができ

ていた。（令和３年度シナリオ） 

○緊急時対策所の指揮者は、財産保護よりも安全を優先して、指示を行って

いた。（令和２年度シナリオ） 

△複数の不具合が同時に発生している状況下で、各不具合について修理依頼

を出していたが、どの修繕を優先するかという優先順位付けが充分にでき

ていないように見受けられた。（令和２年度シナリオ） 
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③事象進展の監視・予測 

○炉心損傷までの時間について、中央制御室と本部で情報共有ができていた。

（令和２年度シナリオ） 

△指揮者はＳＢＯ後、炉心出口温度が350℃超過をＳＰＤＳにて確認し、緊急

時対策所内で共有していたが、次に着目すべきであるＣＶ高レンジエリア

モニタについての言及が最後までなかった。（令和２年度シナリオ） 

④要員管理 

○要員管理について、ホワイトボード等を使って管理していた。（令和３年度

シナリオ） 

△外部からの参集状況、現場での対応状況の把握が不足しているのではない

か。（令和３年度シナリオ） 

⑤コミュニケーション 

○本部内でも３Ｗａｙコミュニケーションによる情報伝達ができていた。（令

和３年度シナリオ） 

○ホワイトボードを活用して情報共有するとともに、適宜ブリーフィングを

実施し、認識合わせを実施していた。（令和２年度シナリオ） 

△ブリーフィング中に、電話が鳴り電話対応をしていた場面があった。情報

共有を徹底するためにも、緊急時を除いてブリーフィング中の電話対応は

避けるべきである。（令和２年度シナリオ） 

⑥知識の活用 

○手順書に記載のない手順で実施する場合においても、参考となる手順書や

緊対配備資料を活用して臨機応変な対応ができていた。（令和３年度シナリ

オ） 

○中央制御室で適用する手順書・内規を確認し、中央制御室と対策本部の間

で対応方針や操作の流れに係る認識を共有していた。（令和３年度シナリオ） 

△ブリーフィングの際に、対策の優先順位の議論はできていたが、知識デー

タベースを用いた炉心損傷予測と対比して対策が間に合うのかどうかとい

う議論ができていなかった。（令和３年度シナリオ）  
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（５）訓練評価の流れ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）今後の対応 

今回訓練において得られた良好事例、気付き、改善事項について、全事業者にお

いて改善内容の検討、反映を実施する。 

 

○評価実施事業者（５社） 

関西電力、四国電力、九州電力、北海道電力、日本原子力発電 

①訓練実績整理（チェックシート作成） 

 

○訓練実施事業者（関西電力、四国電力、九州電力、北海道電力、

日本原子力発電） 

 

 

必要に応じ事実確認 

 

○全 事 業 者 

 

（現在、各事業者において検討中） 

改善内容検討、反映 

②評価・改善 

③展 開 

良好事例  気付き、改善事項 

情報共有 

【チェックシートとりまとめ】 

良好事例、気付き事項、改善事項 

【気付き、改善事項集約】 

・改善内容検討、反映（自社） 

【良好事例集約】 

・共通の展開事例の検討 
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（７）今回対応した主な改善例 

気付き事項等 改善内容 

・ブリーフィングの際、プラントパラメータを常に監

視する者を指名しない場面があった。 

ブリーフィング中においても、重要パラメータの監視を継

続するため、当直管理者はブリーフィング開始前に監視す

る担当者を指名するよう関係者へ周知した。 

・緊急時対策本部要員は、炉心損傷時間を中央制御室に

共有していた。また、連絡を受けた中央制御室の指揮

者は、その情報を当直員に共有していた。 

炉心損傷に関する予測は、緊急時対策本部からの共有をた

だ待つのではなく、中央制御室に配備する代表事故シーケ

ンスの事象進展予測一覧も積極的に活用するよう当直員に

対して意識付けを行った。 

・緊急時対策本部要員は、常に中央制御室での対応操作

をディスターブさせないよう注意を払っていた。 

緊急時対策本部から中央制御室への連絡は、事故対応の主

体が中央制御室であることから、基本的に実施しないよう

周知した。 

また、緊急時対策本部には、中央制御室の音声を常時聞き

取り、状況把握できるよう同本部と中央制御室間に音声通

話装置を設置して訓練をした。 
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３．Ⅰ型訓練（ＢＷＲ）結果概要 

（１）訓練概要 

シミュレータで発生させる事故事象に対して、中央制御室及び緊急時対策所の

それぞれの指揮者及びその補佐役がプラント状況を把握し、双方が連携すること

で判断根拠が共有され、事故対応にあたる組織を指揮・統括することにより、事

故の収束を図る。 

訓練シナリオは、設置許可で想定している事象を大幅に超えていることに加え、

通常では想定していない対応をサクセスパスとした。この訓練シナリオにより、

事象の影響を最小限に抑えて炉心損傷を回避する手段について発電所の指揮者の

臨機の対応、判断を評価した。 

なお、新型コロナウィルスによる感染防止を図る観点から、他事業者の評価者

については、発電所への受け入れを行わず、後日、訓練の様子を撮影したビデオ

を郵送し、評価を実施した。 

 

（２）訓練実施体制 

［令和３年度シナリオ］ 

・令和4年 4月20日 日本原電 東海第二発電所 

  訓練プレーヤー：中央制御室６名、緊急時対策所１５名 

・令和4年 5月25日 東北電力 女川原子力発電所 

  訓練プレーヤー：中央制御室５名、緊急時対策所１０名 

・令和4年 6月17日 東京電力ホールディングス 柏崎刈羽原子力発電所 

  訓練プレーヤー：中央制御室９名、緊急時対策所３３名 

・令和4年 6月22日 中国電力 島根原子力発電所 

  訓練プレーヤー：中央制御室６名、緊急時対策所７名 

・令和4年 6月29日 東北電力 東通原子力発電所 

  訓練プレーヤー：中央制御室５名、緊急時対策所８名 

・令和5年 3月15日 中部電力 浜岡原子力発電所 

  訓練プレーヤー：中央制御室８名、緊急時対策所２６名 

・令和5年 3月30日 北陸電力 志賀原子力発電所 

  訓練プレーヤー：中央制御室８名、緊急時対策所２１名 

（ＷＧメンバーは、緊急時対策所と中央制御室において評価者として参加。） 

 

（３）指揮者の対応、判断に対して得られた知見 

・事故収束のためには中央制御室と緊急時対策所間で密に情報連携を必要とする

訓練であり、事故対応能力向上に有効なシナリオであった。 

・事象進展を予測し、注水手段の対応時間を考慮して戦略を絞り込み、炉心損傷

を回避するための対応の優先順位を判断する有効な訓練であり、力量向上に寄

与。 
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（４）Ⅰ型訓練において観察された良好事例等 

・Ⅰ型訓練において観察された良好事例、改善事項について整理。 

・このうち、過去の訓練で抽出され、各電力に展開した共通展開良好事例につい

て、各電力ともに良好事例の取り込みが確認され、指揮者の臨機の対応能力向

上および判断能力の向上が確認された。また、各社に推奨する新たな事例を抽

出した。（詳細、「４．良好事例の反映」参照） 

 

１）良好事例、気付き事項、改善事項として整理した事例(令和３年度シナリオ) 

（○：良好事例、△：気付き事項、改善事項） 

＜中央制御室＞ 

①発生事象の状況把握 

○事象の進展に合わせてクリティカルパラメータを設定し、プラント状態を

監視できていた。 

②事象収束に向けた対応操作決定 

○事象進展を予測し、優先順位を明確にし、対応できていた。 

△作業完了予定時間を中央制御室と対策本部間で共有することが望ましい。 

③事象進展の監視・予測 

○当直課長はプラント状況を把握しながら的確にオーバーサイトしていた。 

△中央制御室は、原子炉への注水が不能な状態において、クリティカルパラ

メータを原子炉水位に設定し監視を強化したものの、その他操作・監視と

並行して対応していたため、水位が有効燃料頂部付近に低下するまでの間

の水位低下状況の報告の回数が少ないように感じられた。 

△中央制御室は本部と情報共有し、機器の運転許可を出す認識でいたが、現

場では機器の運転準備完了後遅滞なく注水する認識であり、齟齬が生じて

いたため、現場に対して明確な指示命令をする必要がある。 

④要員管理 

○現場運転員の安全確保を最優先に現場の状況等を確認していた。 

△具体的な装備の指示、現場の状況確認、安全確保を考慮した対応が不足し

ていた。 

⑤コミュニケーション 

○適宜ブリーフィングを実施し、事故収束に向けた対応についてチーム内で

認識を共有していた。 
○ブリーフィング中の盤面監視員に対して、ブリーフィング終了後の情報フ

ォローが確実に実施できていた。 
△ブリーフィングの際に今後のリスクを想定した検討が実施されると良い。 

⑥知識の活用 

○使用する手順書を確認しながら、明確に指示・状況を確認できていた。 

△手順書や図面等のツールを積極的に活用すべき。 
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＜緊急時対策所＞ 

①発生事象の状況把握 

○中央制御室と連携し、プラントの状況・パラメータを迅速かつ的確に把握

できていた。 

△緊急時対策所で表示しているＣＯＰ画面は対応状況に応じて逐次更新を行

うべきである。 

②事故収束に向けた活動と情報連携 

○緊急時対策所と中央制御室で、今後の事象進展リスクを考慮し、複数の戦

略を検討することができていた。 

③事象進展の監視・予測 

○事象進展を予測し、情報共有ができていた。 

△炉心損傷時刻等、重要な情報は事象進展に応じて更新し、共有すべきであ

る。 

④要員管理 

○運転員の安否確認を実施し、要員を管理し作業の対応を指示できていた。 

△緊急時対策所は、炉心損傷への事象進展が考えられる状況において、現場

の作業進捗について確認が少なく、中央制御室へも現場の作業進捗状況の

共有が少なかった。また、現場作業員への指示を出した後のフォローが少

ない。 

⑤コミュニケーション 

○適宜ブリーフィングを実施しプラント状況や対応状況について整理して共

有できていた。 

○中央制御室での対応を妨げないように、ＳＰＤＳ画面等を活用し、プラン

ト状況の把握に努めた。 

△本部で予測した炉心損傷時刻は中央制御室へ伝達し認識を共有したほうが

よい。 

⑥知識の活用 

○プラント事象に応じた手順書を適宜使用していた。  
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（５）訓練評価の流れ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）今後の対応 

今回訓練において得られた良好事例、気付き、改善事項について、全事業者にお

いて改善内容の検討、反映を実施する。 

  

 

○評価実施事業者（６社） 

東北電力、東京電力ホールディングス、中部電力、北陸電力、 

  中国電力、日本原子力発電 

①訓練実績整理（チェックシート作成） 

 

○訓練実施事業者（東北電力、東京電力ホールディングス、中部電

力、北陸電力、中国電力、日本原子力発電） 

 

 

必要に応じ事実確認 

 

○全 事 業 者 

 

（現在、各事業者において検討中） 

改善内容検討、反映 

②評価・改善 

③展 開 

良好事例  気付き、改善事項 

情報共有 

【チェックシートとりまとめ】 

良好事例、気付き事項、改善事項 

【気付き、改善事項集約】 

・改善内容検討、反映（自社）  

【良好事例集約】 

・共通の展開事例の検討 
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（７）今回対応した主な改善例 

気付き事項等 改善内容 

・中央制御室からもたらされる情報の過多により本部内

での発話が長くなり受け手の復唱の際に聞き直すケー

スが見られた。 

本部内で報告すべき情報の取捨選択及び発話方法を見直すことに

より報告の簡潔化を図った。 

・指示者は、事象進展予測やＥＡＬ該当予測を当直長と

共有し、今後の戦略検討、事象進展に備える必要があ

る。 

以下の状況が確認された場合は、当直長に連絡することを指示者の

マニュアルに反映し、訓練において有効性を確認した。 

 ①事象進展予測（炉心損傷、有効燃料底部＋20％）が評価された際 

 ②事象進展によりＥＡＬ該当となることを予測できた際 

・緊対本部にて使用可能な電源や機器について、図面を

用いて確認ができると良かった。 

情報が錯そうする中で、プラント状態を正確に把握するために、図

面を用いて、緊対本部で共通認識を持つよう周知した。 

・ブリーフィング（目標設定会議）の重点項目として、

至急の対処を要するプラント運転号機の戦術よりも、

むしろＳＦＰ冷却等で時間余裕のあるプラント停止号

機の方が戦術案が豊富に示され、会議時間も多くを占

めているように感じられた。 

ブリーフィング時は、優先号機としているプラント情報から情報共

有するようファシリテータである計画・情報統括の教育項目に追加

し、今現在は、優先号機から順に発話や、時間的余裕のない場面に

おいては、優先号機のみ発話するようになっており定着が図られて

いる。 

・中央制御室－緊急時対策所間の情報共有すべき事項、

情報共有するタイミング等について共通的な理解が不

十分だった。 

事前勉強会において、勉強会資料に追記した中央制御室－緊急時対

策所間の情報共有について周知した。 

・中央制御室側で確認しているプラント状況、手順書の

導入状況が緊急時対策所側で把握しづらく、また、緊

急時対策所側の戦略検討、事象進展予測を中央制御室

側で把握しづらい。 

緊急時対策所に最低限共有すべき情報（プラント情報、手順書の導

入状況）を整理して関係者に周知した。また、中央制御室（シミュ

レータ）に、中央制御室（実機）に配備された情報端末と同じ情報

端末を配備し、中央制御室側プレーヤーが緊急時対策所側プレーヤ

ーの戦略検討、事象進展予測等の資料を確認できるようにした。 

・原子炉水位不明の状態で満水操作を実施していたが、

操作の進捗や完了見込時間が本部に共有されなかっ

た。 

操作の進捗状況や完了見込時間の共有が不足している部分があっ

たため、マニュアルを再確認するとともに、操作状況の共有をしっ

かりと行うことを関係者へ周知した。 
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４．Ⅰ型訓練良好事例の反映 

（１）共通展開良好事例 

  ・これまでの訓練より得られた良好事例のうち、指揮者の判断能力向上に寄与す

るものとして、各社に対して推奨する事例については共通展開良好事例として

きた。 

 

１）これまでに各社に展開した共通展開良好事例 

① 事象進展に関する予測（炉心損傷までの時間情報）を緊急時対策所側から中央

制御室指揮者へ共有（中央制御室、緊急時対策所） 

② 要員管理表を使用したリソース管理（緊急時対策所） 

③ ホワイトボード等を活用した情報共有（中央制御室、緊急時対策所） 

④ ３ＷＡＹコミュニケーションの実践（中央制御室） 

⑤ 重要な局面（事故発生時の事象判別、炉心損傷評価時など）におけるブリーフ

ィングの実施（中央制御室、緊急時対策所） 

 

２）今回得られた各社に対して推奨する良好事例 

  ・緊急時対策所においても中央制御室で適用する手順書・内規を確認し、中央制

御室と対策本部の間で対応方針や操作の流れに係る認識を共有していた。（Ｐ

ＷＲ訓練結果） 

  ・各状況に応じてクリティカルパラメータを設定し、監視できていた。（ＰＷＲ訓

練結果） 

  ・事象の進展に合わせてクリティカルパラメータを設定しプラント状態を監視で

きていた。（ＢＷＲ訓練結果） 

 

３）新たに追加する共通展開良好事例 

⑥ 中央制御室で適用する手順書を確認し、対応方針や操作の流れを共有（緊急時

対策所） 

⑦ クリティカルパラメータを設定し、プラント状況を監視（中央制御室） 
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５．Ⅱ型訓練結果概要 

（１）実施概要 

  事故の状況に応じた臨機の対応力向上のため、現場対応能力の向上につながるシ

ナリオ（令和３年度シナリオは「電源の確保」）を作成し、シナリオに基づく訓練の

実施・基本動作や臨機の対応に関するチェックシートによる評価を実施した。 

 

①代表プラント実施日 

  令和4年4月21日 北海道電力 泊発電所 

  令和4年4月27日 東北電力  女川原子力発電所 

 ②実施内容 

  可搬型設備による電源供給訓練（放射線防護具着用、悪天候作業） 

  ・可搬型設備を出動させ、ケーブル展張、接続を行い、電源供給を行う。 

  ・両訓練では、以下の不測事態を発生させ、その対応を観察する。 

  ［泊発電所］ 

 可搬型代替電源車のエンジン始動時、バッテリ上がりにより、エンジン始

動不可 

 可搬型代替電源車を移動中、凍結路面によりスリップし、走行不能 

  ［女川原子力発電所］ 

 電源車までの移動中に作業員1名が凍結路面で転倒し、作業継続困難 

 電源車起動後、発電機がトリップし、電源供給不能 

 ③訓練実施体制   

 泊発電所 女川原子力発電所 

訓練者 現場実動：3名 

・ＳＡチーム長 1名 

・ＳＡチーム員 2名 

 

発電課長（当直）：1名 

現場実動：10 名 

・現場指揮者１名 

・作業者 9名 

 

対策本部：1名 

訓練 

評価者 

各社から、電源接続作業担当

者等の複数名 

（WG において作成したⅡ型訓

練観察チェックシートによ

り評価） 

同 左 
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（２）訓練評価の流れ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○評価実施事業者（事業者） 

泊発電所：事業者（6 名：東北、中部、北陸、関西、九州） 

 女川原子力発電所：事業者（2名：北海道、中国） 

①訓練実績整理（チェックシート作成） 

 

○訓練実施事業者（北海道、東北） 

 

 

必要に応じ事実確認 

 

○全 事 業 者 

 

（各事業者において実施） 

改善内容検討、反映 

②評価・改善 

③展 開 

良好事例  気付き・改善事項 

情報共有 

【チェックシートとりまとめ】 

良好事例、気付き事項、改善事項 

【気付き・改善事項集約】 

・改善内容検討、反映（自社） 

【良好事例集約】 

 

改善事項等に対する 

各社良好事例 
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（３）令和３年度シナリオⅡ型訓練良好事例の反映状況 

  2022年度（一部2023年度）に実施した令和３年度シナリオⅡ型訓練の良好事例の

反映について、それぞれの事業者において反映が必要な事項の抽出、対応を実施し

たことを確認した。 

 

 良好事例 

分類 取り入れ（各社の水平展開）事例 

手順 

・写真を用いた手順書を作成し、作業内容を理解・伝達の向上を図る。 

・車両移動（後進）を行う際の電子ホイッスルの使用方法、誘導方法を

手順書に反映。 

作業管理 

・どの通信手段を使用するのか、TBMで確認。 

・ケーブル敷設時、躓きによる転倒災害防止のため、ねじれがないこ

とを確認する。 

作業安全 

・現場出向前の体調確認において、顔色確認の際に一時的にマスク（不

織布／布等）を外して実施する運用とした。 

・設備の運転音が大きい場合は、拡声器や咽喉マイクを活用する。 

・車両移動時は監視人を配置し、電子ホイッスルを用いて誘導するな

ど終始安全確保を徹底していることを確認。                      
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（４）令和３年度シナリオⅡ型訓練評価チェックシートの活用状況 

2022年度（一部2023年度）に実施した令和3年度シナリオⅡ型訓練テーマ（電源の

確保）の実施に当たり、それぞれの事業者が同一のチェックシートを活用した評価

を実施し、改善事項の確認や新たな気付き事項を抽出できていることを確認した。 

 

 気付き・改善事項の例 

分類 取り入れ（各社の水平展開）事例候補 

手順 
・設備が使用不能時、別の設備を使用する場合であっても、手順漏れ

がないよう手順を見直す。 

作業管理 

・工具の選定を容易にするため、ボルトナットサイズ表記をすること

で見える化を図る。  

・ケーブル敷設中に作業を中断する場合は、ケーブル接続部の異物混

入・損傷防止のための末端保護を実施する。  

作業安全 

・作業途中にリーダーから集合がかかった際には、異物混入防止を行

ってから集合する。 

・「危険 高電圧」の表示について、落下のリスクの少ない吸盤クリッ

プから磁石テープに変更する。 

・TBM時に各メンバーの体調確認は実施していたが、作業中の各ホール

ドポイントでの手順説明時においても適宜体調確認を実施する。 

 

（５）令和3年度シナリオⅡ型訓練の活動評価 

・各社実施の訓練内容に対し、各社の実態に即した気付き・改善事項が挙げられ

ており、現場対応能力の向上に資するものであったと評価する。 

・なお、事業者防災訓練の指標７（現場実動訓練の実施）において、現場対応能

力の向上に関する新たな活動も実施されていること、また、それら取り組みと

実施事項が重複している部分も多いため、各社の実態に即した訓練の実施とい

う観点では、指標７による活動への一本化が望ましい。 

 

 

以 上 
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1

令和５年度における訓練シナリオ開発ＷＧの
事業者運営に係る⽅針について

北海道電⼒株式会社 東北電⼒株式会社
北陸電⼒株式会社 東京電⼒HD株式会社
中部電⼒株式会社 関⻄電⼒株式会社
中国電⼒株式会社 四国電⼒株式会社
九州電⼒株式会社 ⽇本原⼦⼒発電株式会社
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はじめに

 訓練シナリオ開発ＷＧは平成29年度から開催され、これまでの間、シナリオ開発やそ
のシナリオに基づいた訓練を⾏い、各社で評価を⾏うといった⼀連の流れが定着してお
り、現在に⾄っている。

 令和2年6⽉18⽇に開催された訓練シナリオ開発ＷＧのなかで、規制庁より、「規制
庁が担ってきた役割を事業者側（ATENA、JANSIなど）へ移⾏してはどうか」との提
案がなされ、訓練シナリオ開発ＷＧの在り⽅や訓練の効率化などについて議論を進め
ていくこととなり、電事連の中に訓練シナリオ検討ＷＧを設置し、対応をすすめてきた。

 他⽅、令和4年2⽉25⽇に訓練および規制の在り⽅にかかる意⾒交換が実施され、
その中で炉規制法、原災法にかかる訓練の在り⽅や規制庁の関与などを規制庁と事
業者で検討していくこととなった。

 令和5年3⽉24⽇に開催された訓練シナリオ開発ＷＧにおいて、規制庁より「Ⅰ型・
Ⅱ型訓練のみを議論するという枠にとらわれず、訓練シナリオ開発ワーキンググループの
全体像や仕組みを再整理したうえで、次回の会合で議論」との提案がなされ、この結
果を踏まえ今後の訓練シナリオ開発ＷＧの運営主体について次のとおり⾒直したい。

2
158



 近年、Ⅰ型・Ⅱ型訓練のエッセンスは、実質的に事業者防災訓練（訓練あり⽅会合に係る各種訓練試
⾏含む）に包絡されることを踏まえて（次⾴参照）、事業者が実施主体としての訓練シナリオ開発ＷＧ
の枠組みを整理する。

訓練シナリオ開発ＷＧの事業者運営に向けた整理事項

今後の⽅向性（案）
 令和5年度より、訓練シナリオ開発ＷＧの運営主体を事業者に移⾏する。また、ＷＧの実施回数を
２回→１回／年に⾒直す。
（訓練シナリオ開発ＷＧの実施回数について）
－従前は、次年度の計画に関する内容及び当該年度の訓練結果等実績報告に関する内容についてそれぞれ１回、毎年度計２回の本
ＷＧ会合を実施

－事業者は規制側の関与を受けながら確⽴されたプロセスに則り、現在では⾃らPDCAを廻す事ができていること等から、今後は、訓練の
計画及び実績を合わせて年1回の実施に⾒直す（令和5年3⽉24⽇ 第10回訓練シナリオ開発ＷＧにおいてご説明済）

 令和7年度を⽬標に、訓練のあり⽅検討と並⾏して、訓練で得られた良好事例や気付き事項について、
事業者間での展開を効果的に継続する⽅法を検討し、改善を図っていく。
－Ⅰ型︓当⾯は従前どおりのⅠ型訓練を実施しつつ、他の訓練への適⽤性を評価していく。
－Ⅱ型︓令和5年度の訓練報告会をもって事業者の⾃主的活動に移⾏し、以後訓練指標７などで取

り組む。

＜基本スタンス＞
■平成30年2⽉の第1回ＷＧ開催以降、原⼦⼒規制庁の指導のもと、再稼働PWRプラントを中⼼にⅠ
型・Ⅱ型訓練に係るシナリオの開発や訓練⼿法の検討を⾏ってきた。

■本ＷＧの活動は丸5年が経過し、現在は原⼦⼒事業者⾃らがシナリオ開発や相互評価を実施するノウ
ハウを取得し、PWRは訓練シナリオのベースが蓄積されていること、かつ未稼働のBWRも含めた活動を
展開するに⾄っている状況である。

■事業者は、これまでの実績から確⽴されたプロセスに則り、毎年⾃らPDCAを廻すことができている。
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今後の⽅針案に係る検討

区分 特徴 事業者防災訓練の取り組み

Ⅰ型

難易度の⾼いシナリオ（SA
⼿順の外縁部、容易でない
本部判断、等）

・訓練指標６に対応して、事業者防災訓練で難度の⾼いシナリオに取り組んでいる。

共通シナリオの各サイト展開 ・これまで作成した複数のシナリオが蓄積されている。
・訓練実施の気付き事項が展開されている。

共通の評価視点（評価シー
ト）による相互レビュー

・訓練試⾏④指揮者の意思決定の新規指標にて、共通の評価視点の策定を試⾏
している。
・訓練試⾏⑤－１事業者間ピアレビューにて、共通の評価シートの使⽤、加えてP・B
に限定しない幅広な視点での気付きが得られる仕組みを試⾏している。

Ⅱ型

現場対応能⼒向上に向けた
シナリオ（マルファンクション）

・訓練指標７に対応して、事業者防災訓練で現場対応能⼒向上を促す⼯夫を凝
らした実動訓練に取り組んでいる。

共通シナリオの各サイト展開 ・これまでの活動によりシナリオ（標準型）が蓄積されており、共通シナリオによる訓練
よりも各社の状況に応じた創意⼯夫をこらしたシナリオの⽅がメリット性が⾼い。

共通の評価視点（評価シー
ト）による相互レビュー

・訓練試⾏④現場実動の指標への項⽬追加にて、共通の評価視点の策定を試⾏
している。
・訓練試⾏⑤－１事業者間ピアレビューにて、共通の評価シートの使⽤、加えてP・B
に限定しない幅広な視点での気付きが得られる仕組みを試⾏している。

【Ⅰ型訓練・Ⅱ型訓練のエッセンス取り込み】
以下のとおり近年の事業者防災訓練の取り組み(訓練あり⽅会合に係る各種訓練試⾏含む)によ
り、概ねⅠ型・Ⅱ型訓練のエッセンスが取り込まれ、既存の訓練形式に固執する必要性に乏しい。
→訓練あり⽅検討の中での検討事項と並⾏し、「Ⅰ型・Ⅱ型訓練」を事業者防災訓練等で実施
するなどの活動に移⾏する。
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令和５年度 令和６年度 令和７年度

訓練報告会

訓練シナリオ
開発ＷＧ

Ⅰ型訓練

Ⅱ型訓練

訓練シナリオ開発ＷＧの運営のイメージ

訓練あり方
検討

中期計画

試⾏期間
適⽤開始

訓練報告会
▽

5

訓練報告会
▽

準備期間

訓練報告会
▽

ＷＧ
▽

※１ 訓練シナリオの開発・選定、良好・改善事項の展開、相互評価等のＰＤＣＡの⼀連の取り組み。
※２ 令和７年度を⽬標に、シナリオ開発WGについて、訓練で得られた良好事例や気付き事項の事業者間での展開を効果

的に継続できる⽅法を検討し、改善を図っていく。また、I型訓練は他の訓練への適⽤性を評価していく。

ＷＧ
▽

ＷＧ
▽

事業者の⾃主的活動へ移⾏
・訓練指標７などの取り組みに⼀本化

訓練シナリオ
開発ＷＧ下で実施

訓練シナリオ
開発ＷＧ下で
実施

事業者主催規制庁主催
※１

※２

※２
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今後のⅠ型訓練への原⼦⼒規制庁の関与について

6

今後のⅠ型訓練について、事業者の取り組み状況に対して原⼦⼒規制庁は以下のとおり関与
頂くことを考えている。
【その１＿訓練シナリオ開発ＷＧの実施】
① 事業者は訓練シナリオ開発ＷＧを開催するにあたり、原⼦⼒規制庁に対して実施予定を
共有する。原⼦⼒規制庁はＷＧに陪席する。

② 訓練報告会において事業者は原⼦⼒規制庁に対し、 訓練シナリオ開発ＷＧの実施報
告を⾏う。

【その２＿訓練実施予定の把握】
③ 各事業者は訓練を実施するにあたり、原⼦⼒規制庁に対して実施予定を共有する。原⼦
⼒規制庁は必要に応じ訓練の視察等を⾏う。

２⽉ ３⽉ ４⽉ ５⽉ ６⽉ ７⽉ ・・・ １⽉

ＷＧ ・・・

訓練 ・・・

▽①【訓練シナリオ開発ＷＧ】

▽②【訓練報告会】

ＷＧ及びⅠ型訓練のイメージ

③
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まとめ

7

以上のことから、今後、訓練シナリオ開発ＷＧの運営について①のとおりとしたい。また、原⼦⼒規
制庁には②のとおり関与頂くことを考えている。

①訓練シナリオ開発ＷＧの運営
 令和5年度より、訓練シナリオ開発ＷＧの運営主体を事業者に移⾏する。
 令和7年度を⽬標に、訓練のあり⽅検討と並⾏して、訓練で得られた良好事例や気付き事
項について、事業者間での展開を効果的に継続する⽅法を検討し、改善を図っていく。

(Ⅰ型訓練)
・当⾯は従前どおりのⅠ型訓練を実施しつつ、他の訓練への適⽤性を評価していく。
(Ⅱ型訓練)
・令和5年度の訓練報告会をもって事業者の⾃主的活動に移⾏し、以後訓練指標７などで取
り組む。

②原⼦⼒規制庁の関与
・事業者が開催する訓練シナリオ開発ＷＧへ陪席し、事業者の取り組み状況を確認する。また、
事業者より訓練実施予定の連絡を受け、必要に応じ訓練の視察等を⾏う。

以 上
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令和５年度訓練実施⽅針 

令和５年７⽉２６⽇ 
訓練シナリオ開発ＷＧ 

１．Ⅰ型訓練実施⽅針 
(1) 令和４年度に引き続き，「令和５年度Ⅰ型訓練シナリオ」を開発し，訓練を実施する。なお，訓練実施時

期については，シナリオ作成期間，他訓練の実施時期との重複を考慮し，今後検討する。＜継続＞ 
(2) 訓練シナリオ，訓練実施⽅法については次の点を考慮する。＜継続＞ 

・指揮者の臨機の対応能⼒向上，判断能⼒の向上につなげるため，訓練⽅法はシミュレータを使⽤したマルチ
エンディングを基本とする。また，想定事象（シナリオ）選定に当たっては，炉⼼損傷防⽌を⽬指すシナリオに
限らず，炉⼼損傷後の格納容器破損防⽌を⽬指すシナリオも考慮する。 

・訓練シナリオの選定，訓練・評価⽅法については，発電所の負担軽減のために既存の枠組みの活⽤も視野
に⼊れ，効率性・実効性を考慮する。 

(3) 「令和４年度Ⅰ型訓練シナリオ」については，次の通り実施する。＜継続＞ 
PWR︓○原則令和５年度中に，九州電⼒，四国電⼒，関⻄電⼒で実施する。 

○上記以外の社においては，原則令和６年度末までに⾃社等のシミュレータ⽤にカスタマイズし，当
該シナリオによる訓練の実施に努める。 

BWR︓○原則令和５年度中に，東北電⼒，東京電⼒ホールディングス，中国電⼒，⽇本原⼦⼒発電で
実施する。なお，東北電⼒は訓練実施済みであり，今後，他社によるビデオ評価等の結果から
良好事例，改善事項のとりまとめを実施する。 

○上記以外の社においては，原則令和６年度末までに⾃社等のシミュレータ⽤にカスタマイズし，当
該シナリオによる訓練の実施に努める。 

(4) 他社の中央制御室や緊急時対策所の対応について，⾃社対応との違い，良好点を認識することは当該⾃
社対応の改善に有効であることから，上記(3)の訓練に中央制御室や緊急時対策所の要員となる者が訓練
視察者もしくは評価者として参加に努めることとする。＜継続＞ 

 
２．Ⅱ型訓練実施⽅針 

(1) 事業者防災訓練における現場実動訓練において，現場対応能⼒向上を促す⼯夫を凝らした実動訓練に取
り組んでいることから，令和５年度の原⼦⼒事業者防災訓練報告会をもって，事業者の⾃主的な活動に移
⾏する。＜⾒直し＞ 

(2) 「令和４年度Ⅱ型訓練シナリオ」は，共通する実動訓練テーマをＢＷＲ，ＰＷＲ各代表プラントで⾏い，そ
れらを相互評価し，良好事例等を抽出する。＜継続＞ 

(3) 上記(２)の良好事例等については，全事業者に情報を共有し，各事業者は，これらの知⾒を必要に応じ
て⾃社に展開する。＜継続＞ 

 
３．その他（Ⅰ型訓練） 

(1) 訓練シナリオ開発ワーキンググループの運営主体を事業者に移⾏する。＜⾒直し＞ 
(2) 訓練のあり⽅検討と並⾏して他の訓練への適⽤性を評価する。＜⾒直し＞ 
(3) 評価実施にあたっては，現地またはビデオ視聴による評価の併⽤を考慮する。＜継続＞ 
(4）ビデオ視聴による評価の場合は，プレーヤーと評価者との直接的な意⾒交換ができるように web 等の活⽤を

検討する。＜⾒直し＞ 
 

以 上 

別添３―２ 

164



1 

 

緊急時対応能力の実効性の向上に係る令和４年度の試行結果 

及び今後の方針 
 

令和５年６月１２日 

緊 急 事 案 対 策 室 

 

１．経緯・趣旨1 

これまで、緊急時対応能力の向上に向けた訓練のあり方及び規制の関与につ

いて見直すべく、原子力事業者との意見交換をとおして検討を進め、以下に示す

各課題について検討を進めるとともに、原子力事業者との間で共通認識の得ら

れた改善案について、その成立性や有効性を確認するため事業者防災訓練等に

おいて試行の実施について原子力事業者に対して協力を要請し、改善案の一部

については、令和４年度に事業者防災訓練等において試行が実施された。 

そこで、これまで原子力事業者と意見交換をしてきた（１）新たな中期計画に

基づく継続的な緊急時対応能力の向上、（２）緊急時対応能力の向上に資する訓

練のあり方及び（３）緊急時対応能力の向上に資する訓練を踏まえた規制の関与

のあり方について、令和４年度の課題の検討状況及び試行の実施状況並びに今

後の進め方を報告する。 

（１）新たな中期計画に基づく継続的な緊急時対応能力の向上 

（２）緊急時対応能力の向上に資する訓練のあり方 

①多様なシナリオによる訓練の実施 

②より広範囲な緊急時対応組織の参加・連携を伴う訓練の実施 

③保安規定に定める訓練と兼ねる事業者防災訓練の実施 

④自由度を高めたマルファンクションを導入した訓練の実施 

（３）緊急時対応能力の向上に資する訓練を踏まえた規制の関与のあり方 

①意思決定及び現場実動等の緊急時対応能力の評価 

②より広範囲な緊急時対応組織の参加・連携を伴う訓練の評価 

③保安規定に定める訓練と兼ねる事業者防災訓練の検査・評価 

④事業者間ピアレビュー及び第三者によるピアレビューの実施 

 

２．令和４年度の課題の検討状況及び試行の実施状況並びに今後の進め方 

これまでの試行を踏まえ、（２）緊急時対応能力の向上に資する訓練のあり方

については、令和６年度までに運用開始することを目指し、令和５年度において、

既に有効性が確認されている多様なシナリオによる訓練及び広範囲な緊急時対

応組織の参加・連携を伴う訓練の運用開始、令和４年度に課題等が確認されたマ

ルファンクションを導入した訓練及び実施方法の検討をしてきた保安規定に定

める訓練と兼ねる事業者防災訓練の試行を行うこととする。 

 
1 下線部は、第７回原子力事業者の緊急時対応に係る訓練及び規制の関与のあり方に係る意見交換（令和 5 年 3 月 17 日）資料２から、

試行結果等を踏まえて記載を見直した箇所を示す。以下、本資料において同じ。 

資料３ 

参考１ 

原子力事業者の緊急時対応に係る訓練及び規制の関与の

あり方に係る意見交換（第９回） 資料３［抜粋］ 
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また、（１）新たな中期計画に基づく継続的な緊急時対応能力の向上及び（３）

緊急時対応能力の向上に資する訓練を踏まえた規制の関与のあり方については、

令和７年度までに新しい仕組みによる訓練に完全移行することを目指し、令和

５年度において、中期計画に基づく継続的な緊急時対応能力の向上、原子力事業

者間のピアレビューに係る持続可能な体制の構築、第三者によるピアレビュー

の実施等について、試行や検討を進めるとともに、その実施に必要な法令・ガイ

ドの見直しの要否を検討する等の必要な環境整備に着手することとする。 

詳細な取り組みは以下のとおり。 

 

（１）新たな中期計画に基づく継続的な緊急時対応能力の向上 

原子力事業者の緊急時対応に係るすべての組織やその活動について、ある

べき姿と照らし、中期的に原子力事業者が目指す姿（中期目標）など定め、継

続的な緊急時対応能力の向上に資する新たな中期計画のあり方について、原

子力規制庁から方向性を提示し、原子力事業者と意見交換をしてきた。 

令和４年度は、関西電力株式会社 を中心に、令和５年度以降の試行を目指

し、新たな中期計画の策定要領等の検討が進められた。 

令和５年度から令和６年度にかけて代表社において策定要領に基づく中期

計画を作成及び中期計画に基づいた訓練等を実施し、一連の活動の有効性を

確認することとする。また、令和７年度からの全事業者による本格的な運用開

始を目指す。 

 

（２）緊急時対応能力の向上に資する訓練のあり方 

① 多様なシナリオによる訓練の実施 

これまでの事業者防災訓練は、原子力緊急事態（ＧＥ）に至らせるため、限

定的なシナリオとなりがちであったという問題点を共有し、指揮者の判断能

力の向上に資する多様なシナリオとして、ＧＥに至らないシナリオにより期

待できる戦略の検討や立案に深みを与えるなどの効果について、原子力事業

者と意見交換をしてきた。 

令和４年度は、北海道電力株式会社の泊発電所及び日本原子力発電株式会

社の東海第二発電所の事業者防災訓練において、ＧＥに至らないシナリオと

して、これまでの事業者防災訓練で用いられることがほとんどのなかった常

用系の設備を活用し事象を収束させる訓練が試行された。 

これらの訓練を通じて、原子力規制庁においては、常用系の設備に関する仕

様や系統情報等、備え付け資料の充実の必要性が認められる等多くの改善す

べき課題が見いだされるなど、有意義なものであった。 

令和５年度から、事業者防災訓練において原子力事業者の計画に基づき、Ｇ

Ｅに至らないシナリオ等の多様なシナリオによる訓練実施を運用開始するこ

ととする。 
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これを踏まえ原子力事業者は、計画等命令2第２条第１項第７号の「原子力

災害3を想定した防災訓練の実施」に基づき、これまでのＧＥに至るシナリオ

による訓練の実施に加え、新たに、ＧＥに至らないシナリオによる訓練及びＧ

Ｅに至るシナリオによる訓練（要素訓練）を組み合わせて実施する必要がある

ことから、これら訓練の位置づけを原子力事業者防災業務計画に定める必要

がある。このため、確認の視点4の改正を視野に、改正案（添付４）を訓練報

告会で議論し、その結果を踏まえ必要に応じて所要の手続を経て改正するこ

ととしたい。その後、原子力事業者は、原子力事業者防災業務計画の見直し等

の必要な手続を行うこととなる。 

 

② より広範囲な緊急時対応組織の参加・連携を伴う訓練の実施 

これまで、緊急時対応に係る組織が必ずしも全て参加して訓練が実施され

ていないことを踏まえて、支援組織等を含めより広範囲な緊急時対応組織の

参加・連携を伴う訓練のありかたについて、原子力事業者と意見交換をしてき

た。なお、核物質防護部門を含む連携については、別途検討を実施するととも

に原子力事業者と意見交換をしている。 

令和４年度は、中国電力株式会社の島根原子力発電所、北陸電力株式会社の

志賀原子力発電所及び九州電力株式会社の玄海原子力発電所の事業者防災訓

練において、支援組織等と連携した訓練が試行された。 

令和５年度から本格的に運用開始することとし、事業者防災訓練において、

より広範囲な緊急時対応組織の参加・連携を伴う訓練の実施を求めることと

する。 

核物質防護に関する連携については、令和４年度の検討の中で抽出された

課題について、引き続き原子力事業者と意見交換を進めることとし、令和５年

度中の試行に向けた検討を進める。なお、運用開始の時期は試行の状況を踏ま

えて検討することとする。 

 

③ 保安規定に定める訓練と兼ねる事業者防災訓練の実施 

令和５年度は、現行の現場シーケンス訓練と兼ねる事業者防災訓練の試行

に加え、緊急時対応能力の向上に資する手順書や体制を柔軟に活用する現場

シーケンス訓練のあり方について検討を求める。令和６年度以降の適用を目

指し、その有効性や適用性について令和５年度末を目途に検証結果を取りま

とめることとする。 

 

 

 
2 原子力災害対策特別措置法に基づき原子力事業者が作成すべき原子力事業者防災業務計画等に関する命令（平成二十

四年文部科学省・経済産業省令第四号）。以下「計画等命令」という。 
3 原子力災害対策特別措置法第２条第１号に定める「原子力災害」であり、原子力緊急事態（放射性物質又は放射線が異

常な水準で原子力事業所外へ放出された事態）により国民の生命、身体又は財産に生ずる被害をいう。 
4 「原子力事業者防災業務計画の確認に係る視点等について」（原規防発第 1710172）。以下「確認の視点」という。 
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④ 自由度を高めたマルファンクションを導入した訓練の実施 

原子力規制庁が原子力事業者の訓練に積極的に関与し、訓練の実効性を高

めるため、検査官等が訓練中にマルファンクションを設定することについて、

原子力事業者と意見交換をしてきた。 

令和４年度は四国電力株式会社の伊方発電所のⅡ型訓練において、これと

並行して検査官によるマルファンクション付与訓練を試行した。試行では、予

め事業者訓練事務局と原子力規制庁でマルファンクションリストを作成し、

当日、Ⅱ型訓練の進捗に合わせ、検査官がこのリストからマルファンクション

を選択し、マルファンクション付与訓練の現場指揮者に付与する形で実施し、

現場指揮者の判断を確認した。 

令和４年度の実施方法は、現場指揮者に対する臨機の対応能力向上として

効果があると考えられる。一方、今回の試行では、緊急時対策所や現場実動が

伴っておらず、マルファンクションの設定としてこれらに対する効果が確認

できていない。引き続き、他の訓練においても試行が必要と考える。 

令和５年度も引き続き他の訓練においても試行を行うこととし、令和６年

度からの適用を目指し、その有効性や適用性について令和５年度末を目途に

検証結果を取りまとめることとする。 

 

（３）緊急時対応能力の向上に資する訓練を踏まえた規制の関与のあり方 

① 意思決定及び現場実動等の緊急時対応能力の評価 

原子力災害の発生・拡大防止の観点から、原子力施設での事故収束に向けた

活動が最も重要であることを踏まえ、事業者防災訓練における意思決定、現場

実動などの緊急時対応能力の評価のあり方について、原子力事業者と意見交

換をしてきた。 

令和４年度は、東京電力ホールディングス株式会社を中心に、今後の試行を

目指し、新たな評価指標（案）について検討が進められた。 

令和５年度は、新たな評価指標（案）に基づく評価を、令和５年度に実施さ

れる事業者防災訓練において試行することとし、令和６年度からの適用を目

指し、その有効性や適用性について令和５年度末を目途に検証結果を取りま

とめることとする。 

 

② より広範囲な緊急時対応組織の参加・連携を伴う訓練の評価 

上記（２）②の訓練と並行して、緊急時対応組織の実効性の評価や、実発災

を想定した支援組織との連携状況や連携時の課題の抽出及び改善状況の評価

について、原子力事業者と意見交換をしてきた。 

令和４年度は、原子力規制庁において、評価指標（案）を策定し、北陸電力

株式会社の志賀原子力発電所及び九州電力株式会社の玄海原子力発電所の事

業者防災訓練において、評価指標（案）を用いた評価を試行した。評価指標（案）

に基づく原子力事業者と原子力規制庁の評価結果及び詳細な比較検討結果を

添付 1に示す。比較検討結果の概要は以下のとおり。 
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【指標９】緊急時対応組織の能力の向上 

９－１緊急時対応組織の実効性向上に係る中期計画 

・中期計画の策定は別途検討中であり、今回の評価対象とはしなかった。 

９－２緊急時対応組織の実効性向上に係る年度計画 

・原子力事業者と原子力規制庁の評価結果は概ね一致している。 

９－３緊急時対応組織の実動訓練 

・原子力事業者と原子力規制庁の評価結果に差異が生じた。 

・訓練計画時に緊急時対応組織の実動訓練を行う対象組織の確認をしたが、

その規模（参加人数、活動範囲等）の確認ができていなかったことから、

実発災を想定した適切な規模で訓練が計画され、訓練が実施されたのか

について評価結果に差が生じた。 

９－４緊急時対応組織の実効性向上に係るより現実的な実動を伴う訓練設定 

・原子力事業者と原子力規制庁の評価結果に差異が生じた。 

・現実的なシナリオ（リアリティのあるシナリオ）ついて、原子力事業者と

原子力規制庁の間での解釈が異なっていた。 

９－５緊急時対応組織の実効性向上に係る支援活動の実施 

・原子力事業者と原子力規制庁の評価結果は概ね一致している。 

・なお、複数の要素訓練等を実施する場合の評価について、明確にする必要

がある（原子力事業者意見）。 

 

【指標１１】訓練結果の自己評価・分析 

・原子力事業者と原子力規制庁の評価結果は概ね一致している。 

・今回は初年度の評価であり、年度のＰＤＣＡが途中であることから、昨年

度からの継続的な改善については評価対象外とした。 

 

原子力事業者と原子力規制庁の評価結果は概ね一致しており、一部、評価の

考え方を明確化する必要があるものの、評価指標（案）の適用性は確認できた

とものと考える。今回の試行を踏まえ、添付２のとおり、評価の考え方の記載

の明確化を図ることとする。 

令和５年度から、より広範囲な緊急時対応組織の参加・連携を伴う訓練を運

用開始すること、添付２に示す評価指標（案）の指標９及び１１を令和５年度

の評価に取り入れることについて、訓練報告会において議論する。 

 

③ 保安規定に定める訓練と兼ねる事業者防災訓練の検査・評価 

令和５年度は、上記（２）③の試行を踏まえ、原子力検査における規制の関

与について見直しの要否を検討し、必要に応じて、検査制度に関する意見交換

会合において検査ガイド等の改正について議論していくこととする。 
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また、保安規定に定める訓練と兼ねる事業者防災訓練の評価については、訓

練評価指標の適用性について検討していくこととする。 

 

④ 事業者間ピアレビュー及び第三者によるピアレビューの実施 

原子力事業者主体の評価に関して、現行の評価指標を用いた事業者間ピア

レビューや及び第三者によるピアレビューについて、原子力事業者と意見交

換をしてきた。 

令和４年度は、現行の評価指標を用いた事業者間ピアレビューについて、四

国電力株式会社の伊方発電所、東京電力ホールディングス株式会社の柏崎刈

羽原子力発電所、関西電力株式会社の美浜発電所及び東北電力株式会社の女

川原子力発電所の事業者防災訓練において、試行された。また、第三者による

レビューは、中部電力株式会社の浜岡原子力発電所、中国電力株式会社の島根

原子力発電所において、原子力分野の外部専門家による評価が試行された。 

 

○現行の評価指標による業者間ピアレビュー等の試行 

現行の評価指標を用いた事業者間ピアレビュー結果、原子力事業者による

自己評価結果及び原子力規制庁の仮評価結果、並びに詳細な比較検討結果を

添付３に示す。比較検討結果の概要は以下のとおり。 

 

【指標２】ＥＲＣプラント班との情報共有 

・事業者間ピアレビュー及び原子力事業者による自己評価と原子力規制庁の

仮評価の結果に差異が生じた。 

・この差異は、評価者間で立場が異なり、評価を行う際の視点に違いがあるた

め等と考えられる（原子力事業者の自己評価は情報発信した事実で評価、原

子力規制庁はプレーヤーであるＥＲＣプラント班が必要なタイミングで必

要な情報を受信したかアンケート調査し評価、事業者間ピアレビューでは

訓練のシナリオや期待事項を事前に把握した者が評価）。 

【指標３】情報共有のためのツール等の活用 

・事業者間ピアレビュー及び原子力事業者による自己評価と原子力規制庁の

仮評価結果（ＣＯＰの活用）に差異が生じた。 

・この差異は、評価者間で立場が異なり、評価を行う際の視点に違いがあるた

め等と考えられる（原子力事業者はＴＶ会議の不調でＣＯＰの画面共有が

遅れた事実等を理由にＢ評価、原子力規制庁はＥＲＣプラント班が代替手

段（ＦＡＸ、リエゾン等）により必要なタイミングで必要なＣＯＰを入手し

ていたこと等からＡ評価）。 

【指標４】確実な通報・連絡の実施 

・事業者間ピアレビュー及び原子力事業者による自己評価と原子力規制庁の

仮評価の結果に差異が生じた。 

・この差異は、評価者間で立場が異なり、評価を行う際の視点に違いがあるた
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め等と考えられる（ＦＡＸ不調の場面で計画等命令第３条に定める「その他

のなるべく早く到達する通信手段」による通報がされなかったが、原子力事

業者はＦＡＸ送信操作をした事実でＡ評価、原子力規制庁は通報が未達の

ためＢ評価）。 

 

上記以外の評価指標については一致しており、原子力事業者と原子力規制

庁の仮評価結果は概ね一致していると言える。一部、評価の考え方を明確にす

る必要があるものの、評価指標（案）の適用性は確認できたとものと考える。 

令和５年度から、評価指標（案）を用いた、事業者間ピアレビュー及び原子

力事業者による自己評価を運用開始することとする。 

これを踏まえ原子力事業者は、計画等命令第２条第１項第７号の「防災訓練

の実施及びその評価に関すること」に基づき、これまでの自社による評価に加

え、新たに、ピアレビュー（事業者間及び第三者）形式による評価を実施する

ための評価者の選定その他の評価の実施体制等について、原子力事業者防災

業務計画に定める必要がある。このため、確認の視点の改正を視野に、改正案

（添付４）について、２．（２）①と併せて訓練報告会で議論することとした

い。 

 

また、事業者間ピアレビューの試行を通じて、全ての事業者防災訓練で事業

者間ピアレビューを実施した場合、複数社の参加が必要であり、日程調整の難

航や事業者防災訓練の実施に係る負担の大幅な増加等の課題が確認されたこ

とから、持続可能な体制の構築やその実施方法について検討した。 

令和５年度において、持続可能な体制の構築やその実施方法として、自主的

で効果的な訓練の実施が可能となるよう以下の２点を取り組みたい。 

 

①全ての事業者防災訓練のうち、事業者間ピアレビューを４分の１程度、原

子力事業者による自己評価を４分の１程度導入する（残りは原子力規制

庁が評価）。なお、原子力事業者の要望や前年度の評価を考慮する。 

②上記①の訓練は、評価指標は同一のものとし、原子力事業者の訓練事務局

等がＥＲＣプラント班を模擬した上で、原子力事業者が評価する。その評

価結果は、原子力規制庁が適切性を確認・評価する。 

 

○第三者によるピアレビュー 

第三者によるレビューは、原子力分野の外部専門家による評価が試行され、

事業者とは異なる視点からの気付き・課題が得られ、原子力事業者の自主的改

善が行われているところ。 

一方で、原子力分野以外の外部有識者や海外の外部有識者によるピアレビ

ューを促すこととし、令和５年度においても試行することとする。 

 

以上 
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